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第１ はじめに 

 

インターネットは、多様なコミュニケーションや、情報発信、情報収集を

可能にし、人々の日常生活や社会経済活動を飛躍的に発展させたもので、今

日においては、欠くことのできない重要な社会基盤となっている。これに加

え、近時は、スマートフォン等の普及とともに、ＳＮＳ（ソーシャルネット

ワーキングサービス）等のソーシャルメディアの利用が急速に拡大し、個人

による表現活動がより身近なものとなった。 

その一方で、インターネット上の表現行為については、他者を誹謗中傷す

る投稿、その肖像や氏名を無断で用いた投稿、当該情報が広く知られること

により当人にとっては不利益にもなる情報をまとめたいわゆる「まとめサ

イト」、従来は集会やデモ等による表現が注目を浴びていたいわゆる「ヘイ

トスピーチ」とされる投稿、過去には「部落地名総鑑」といったオフライン

上の書籍を通じて行われた特定の地域を同和地区であると指摘する情報に

ついての投稿など、実に様々な問題が指摘されるようになった。 

とりわけ、インターネットには、情報の高度の流通性、拡散性、永続性の

ほか、投稿やアクセスの容易性といった特性が認められるところ、このよう

な表現行為によって、またそれらが大量に集中するなどして、その表現の向

かう先の個人や集団に属する者に対し、深刻な精神的苦痛を被らせ、ときに

取り返しのつかない人権侵害に至ることもある。 

現に、法務省の人権擁護機関におけるインターネットに関する人権相談

の件数は、平成３１年１月から令和３年１２月までの３年間に２万件を超

えた。その間のインターネット上の人権侵害情報に関する人権侵犯事件の

処理件数は、５，３８２件に上っている。このうち、各種の助言等の「援助」

の措置により終結した２，４１７件を除いたものの中で、違法性があるもの

と判断されてプロバイダ等に対する削除の「要請」がなされた件数は、１，

２３７件に及んでいる。 

また、インターネット上の違法・有害情報に対し適切な対応を促進する目

的で、関係者等からの相談を受け付け、対応に関するアドバイスや関連の情

報提供等を行う相談窓口を持つ「違法・有害情報相談センター」が受け付け

たインターネットに関する相談件数を見ると、令和３年度は６，３２９件

（速報値）に上り、過去７年間は５，０００件から６，０００件台を推移し、

平成２２年度の約４倍に増加している。 

このような中、もとよりプロバイダ等においては、インターネット上の表

現行為による人権侵害を防ぐべく、アーキテクチャを駆使した対応等、様々

な工夫が行われているが、近年問題となった様々な事象や上記の各種相談

件数等にも現れているとおり、インターネット上の表現行為による人権侵

害が現に生じ続けていることも事実であり、表現の自由やインターネット

の有用性を最大限尊重しつつも、救済されるべき者が適切に救済されるよ

う、問題とされる情報の削除についても、実効的な対応が期待されるところ
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である。また、プロバイダ等に対し、任意の措置ではありながらも、違法性

を判断した上で削除を要請してきた法務省の人権擁護機関に対しても、更

なる理論の整理・深化や透明性の確保が求められてきたところでもある。 

この点、法務省の人権擁護機関においては、これまでも判例等を踏まえた

違法性の判断等を慎重に行ってきたところと考えられるが、インターネッ

ト上の表現行為をめぐる人権侵害に関しては、その特殊性故に、その違法性

の判断等についての更なる検討が必要と考えられた問題も少なくない。ま

た、そのような理論的根拠を整理・深化させるとともに、透明性を高めるこ

とは、法務省の人権擁護機関等からの削除要請を受けるプロバイダ等にお

いても、削除の当否等を判断するに当たり、非常に有益なものとなると考え

られる。 

こうしたことから、本検討会は、法務省の人権擁護機関とプロバイダ等の

インターネット上の誹謗中傷の投稿等の削除に関する業務に資するよう、

その法的問題を整理する目的で、この問題に詳しい憲法、民法の研究者及び

法律実務家を委員として構成し、インターネット上の誹謗中傷に関する投

稿等の削除をめぐる法的問題について議論、検討を行った。本検討会で議

論・検討された論点は多岐にわたり、これまで十分に議論されてこなかった

論点も少なくないところであった。そうした中、多くの論点で委員の意見の

一致が見られたが、最後まで意見が分かれた論点も残されているところで

ある。本報告書には、このように意見の一致が見られたもののみならず、意

見が分かれた論点についても、多少なりとも検討の方向性を示すか、あるい

は、現時点では方向性を示すことはあえてせず、複数の考え方を併記するに

とどめるなどして、その検討の結果を取りまとめている。 

今後、法務省の人権擁護機関やプロバイダ等がインターネット上の誹謗

中傷の投稿等の削除に関する業務を行う上では、本取りまとめに沿い、ある

いはこれを参考にして取組を進めることで、表現の自由やインターネット

の有用性を尊重しつつ、救済されるべき者が適切に救済される運用が更に

実効的に行われることを期待したい。 

また、意見の一致が見られなかった論点については、本検討会における検

討の結果も参考として、今後、議論が一層深められ、更なる法理論の整理や

深化がなされることを望みたい。 

最後に、本検討会の議論・検討に当たり、中間取りまとめに対する意見募

集に対して、貴重なご指摘・ご意見をお寄せいただいた方々に、感謝の意を

表明したい。また、本検討会の議論・検討に関わられた関係省庁各位にも、

この場を借りて謝意を申し上げたい。 



 

3 

 

第２ 本検討会の開催状況 

 

 本検討会は、計６名の委員により構成され（別添１：委員名簿）、令和３

年４月２７日、第１回会議を開催したのを始めとし、令和４年５月までの間

に、計１５回の会議を開催した（別添２：開催状況）。 

第１回及び第２回会議では、各委員から、本検討会で検討すべき論点に関

する意見が示されたことを受けて、以下の論点を検討すべきものとした。 

論点１ 違法性及び差止請求の判断基準や判断の在り方 

論点２ ＳＮＳ等における「なりすまし」 

論点３ インターネット上の表現行為の特徴に関する法的諸問題 

論点４ 個別には違法性を肯定し難い大量の投稿 

論点５ 集団に対するヘイトスピーチ 

論点６ 識別情報の摘示 

論点７ その他 

その後、第３回会議（令和３年６月２１日）から第１０回会議（同年１２

月２３日）まで、各論点についての一巡目の議論が行われ、それまでの検討

結果として、中間取りまとめを作成し、令和４年１月２０日、これを公表し

た。 

中間取りまとめに対しては、同日から同年２月１８日までの間に、広く意

見を募集したところ、２２の個人・団体等から７１の意見があった。本検討

会は、この意見募集を踏まえて、第１１回会議（同年３月７日）から第１５

回会議（同年５月２４日）まで、各論点についての二巡目の議論を行い、そ

の検討結果として本取りまとめを作成した。  
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第３ インターネット上の誹謗中傷の投稿等をめぐる法的諸問題の考え方 

 

１ インターネット上の投稿等の削除の判断基準 

インターネット上の誹謗中傷1の投稿等により被害を受けた者は、損害の

賠償や投稿等の削除を求めていくことが考えられる。このうち、投稿等の削

除については、被害者が、投稿者やプロバイダ等に対し、裁判上ないし裁判

外で、これを求めていくこととなるが、実際に削除するとなれば投稿者等の

表現の自由を制約することにもなることから、投稿者が任意にこれに応ず

るといった場合を除き、表現の自由の制約を正当化する根拠が必要になる。 

この正当化根拠としては、投稿者やプロバイダ等に対して削除を求める

法律上の権利があることや、プロバイダ等が自主的に定める約款等により

削除の対象とされていることなどを挙げることができるが、ここでは、削除

を求める法律上の権利に関し、まず、その法的根拠について整理し、次いで、

これに基づきいかなる場合に削除請求をなし得るか、すなわち、その削除の

判断基準（権利の成立要件）について、整理を行う。 

 

⑴ インターネット上の投稿等の削除の法的根拠に関する諸問題 

 ア 削除請求の法的根拠 

(ｱ) 人格権に基づく差止請求権 

 ＳＮＳや電子掲示板における投稿、ブログ記事等のインターネッ

ト上の投稿や、検索事業者の提供する検索結果（以下、検索事業者の

提供する検索結果を含める場合を「インターネット上の投稿等」とい

い、含めない場合を「インターネット上の投稿」という。）が、いわ

ゆる誹謗中傷であるなどとして、その削除を求める場合、その法的根

拠としては、人格権に基づく差止請求権が考えられる。 

  あるインターネット上の投稿等について、その被害者が投稿者又

はプロバイダ等に対して人格権に基づく差止請求権を有する場合に

は、被害者から削除請求を受けた投稿者又はプロバイダ等は、当該投

稿を削除する法律上の義務を負うことになる。 

ａ 人格権 

人格権概念は様々な意味で用いられており、文献上、その定義も

様々であるが2、具体的には、名誉権、肖像権、氏名権などがこれ

 
1 「誹謗中傷」は法律上の用語ではなく、本取りまとめにおいては、対象者の名誉を毀損す

るなど人格権を侵害するもののみならず、対象者に対する否定的・消極的な事実や意見を内

容とする投稿であるが人格権侵害には至らないものなども含まれるものとして、この用語

を使用している。 
2 五十嵐清『人格権法概説』（有斐閣、２００３年）１０頁には、「主として生命・身体・

健康・自由・名誉・プライバシーなど人格的属性を対象とし、その自由な発展のために、第

三者による侵害に対し保護されなければならない諸利益の総体」とあるほか、潮見佳男『不

法行為法Ⅰ〔第２版〕』（信山社、２００９年）１９４頁には、「人間の尊厳に由来し、人

格の自由な展開および個人の自律的決定の保護を目的とするとともに、個人の私的領域の
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に当たるものと考えられている。 

また、人格権といえるかどうかはともかく、少なくとも、法的保

護に値する人格的利益であると考えられているものとして、名誉

感情、プライバシー、私生活の平穏などを挙げることができる。 

ｂ 差止請求権 

差止請求権とは、現に行われる侵害行為を排除し、又は将来生ず

べき侵害を予防するために、侵害行為の差止めを求める権利であ

る（最大判昭和６１年６月１１日民集４０巻４号８７２頁（以下

「北方ジャーナル事件最高裁判決」という。）参照）。 

この点で、差止請求権は、過去に生じた侵害による損害の事後的

な回復を求める損害賠償と、その対象や基準時等を異にする。 

(ｲ) 不法行為 

なお、後記ウのとおり、インターネット上の誹謗中傷の投稿等は、

不法行為に基づく損害賠償責任をも生じさせ得るものであるが、裁

判実務上は、不法行為の一般的な法律効果として投稿の削除を求め

ることができるとは考えられておらず、不法行為が成立することは、

削除請求の直接の法的根拠にはならないものと考えられる3。 

イ 人格的利益に基づく差止請求権の成否 

インターネット上の投稿等の削除の法的根拠を人格権に基づく差止

請求権であると考える場合には、侵害されているものが名誉権等の人

格権ではなく、名誉感情や私生活の平穏などの人格的利益の場合で

あっても差止めをなし得るのかどうかという理論的な問題が生じる。 

この点について、北方ジャーナル事件最高裁判決は、名誉権に基づく

差止請求が認められる理由として、名誉権が物権と同様に排他性を有

する権利であることを挙げているのに対し、最決平成２９年１月３１

日民集７１巻１号６３頁（以下「平成２９年判例」という。）は、プラ

イバシーについて、それが権利であるかどうかや、排他性を有するもの

であるかどうかに言及することなく、差止請求をなし得るものである

ことを認めている。 

こうした判例の状況にも照らすと、差止請求が認められるかどうか

は「排他性」の有無から機械的に導かれるものではないことから、人格

的利益に「排他性」があるかといった点にこだわることなく、人格的利

益に基づく差止請求も認められると考えてよい。 

ウ 損害賠償と差止めの要件の異同 

 インターネット上の誹謗中傷の投稿等により人格権（人格的利益を

含む。以下同じ。）が侵害される場合には、差止めの問題のみならず、

 
平穏に対する保護を目的とする権利」などと定義されている。 
3 名誉毀損については、裁判所に対し、名誉を回復するのに適当な処分を求めることができ

るところ（民法第７２３条）、この名誉回復処分としてインターネット上の投稿の削除を認

め裁判例もある。もっとも、一般的には、名誉権に基づく差止請求として削除が求められる

場合が多いものと考えられる。 
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不法行為に基づく損害賠償の問題も生じ得る4。このような場合の損害

賠償と差止めとの関係については、これまで、差止めと損害賠償とで要

件は同じなのか、それとも、差止めの方がより厳しい要件なのか（損害

賠償は認められても差止めが認められない場合があり得るのか）など

といった議論もなされてきたところである。 

 しかしながら、人格権侵害の損害賠償や人格権に基づく差止めの要

件は、損害賠償は過去になされた行為の責任が問題となるのに対し、差

止めは将来に向けた侵害の除去又は防止が問題となるというそれぞれ

の対象や基準時の違いを踏まえつつ、個別具体的に検討すべきであり、

損害賠償と差止めとの要件の異同を抽象的に論ずるのは相当ではない

と考えられる。 

  

⑵ インターネット上の投稿等の削除の判断基準 

ア インターネット上の投稿等の削除に関する最高裁判例 

(ｱ) 裁判例の状況 

インターネット上の投稿等の違法性及びその削除に係る差止請求

権の成否に関する判断基準やその判断の在り方を示した最高裁判例

は、現状では、検索事業者の提供する検索結果の削除について判断し

た平成２９年判例があるのみである。 

平成２９年判例は、民事保全事件（仮処分）において、ある者のプ

ライバシーに属する事実を含む記事等が掲載されたウェブサイトの

ＵＲＬ並びに当該ウェブサイトの表題及び抜粋（以下「ＵＲＬ等情

報」という。）を検索結果の一部として提供する行為が違法となるか

どうかは、当該事実を公表されない法的利益とＵＲＬ等情報を検索

結果として提供する理由に関する諸事情を比較衡量して判断すべき

であり、その結果、当該事実を公表されない法的利益が優越すること

が明らかな場合（以下「「明らか」要件」という。）にＵＲＬ等情報

を検索結果から削除することを求めることができるとしている。 

平成２９年判例のほかに、ＳＮＳ、電子掲示板、ブログ等における

誹謗中傷の投稿について、その違法性及び削除に係る差止請求権の

判断基準や判断の在り方を示した最高裁判例はない。もっとも、下級

審裁判例においては、平成２９年判例の判断基準をＳＮＳ等におけ

る投稿についても適用するものが見られるところである5。 

 
4 なお、ここでは、投稿者が人格権を侵害する投稿を行ったことが不法行為とされる場合を

念頭においている。インターネット上の誹謗中傷の投稿等に関する不法行為責任は、これを

削除しなかったプロバイダ等の不法行為責任という形で問題となることもあるが、これに

ついては、後記８⑵を参照。 
5 京都地判平成２９年４月２５日 D1-Law２８２５２１９６（被告の管理するウェブサイト上

の投稿）、東京高決令和２年６月８日 D1-Law２８２８３５９２（短文投稿サイトにおける

投稿）、東京高判令和２年６月２９日判タ１４７７号４４頁（Ｔｗｉｔｔｅｒ）、札幌地決

令和３年１月１３日 D1-Law２８２９０４６８（ＹｏｕＴｕｂｅ）等。 



 

7 

 

こうした裁判例の状況を踏まえ、インターネット上の投稿等の削

除の判断基準を検討する前提として、検索事業者の提供する検索結

果以外のインターネット上の投稿についても、平成２９年判例の判

断基準を適用すべきなのか、それとも、平成２９年判例の判断基準を

適用すべきではなく、別途、判断基準を検討すべきであるのかについ

て、整理を行う。 

(ｲ) 検索事業者の提供する検索結果以外の情報の削除にも平成２９年

判例の判断基準が適用されるか 

ａ 平成２９年判例の理解の仕方 

平成２９年判例は、検索事業者の提供する検索結果の削除の可

否が問題となったという事実関係の下で、当該検索結果の提供が

有する次の①及び②の性質に着目して判断をしたものであると考

えられる。 

① 検索事業者が行う検索結果の提供は、検索事業者の方針に

沿った結果を得ることができるように作成されたプログラムに

よって行われるものであり、「表現行為という側面」を有してい

る。 

② 検索事業者が行う検索結果の提供は、公衆が、インターネット

上に情報を発信したり、膨大な量のインターネット上の情報の

中から、必要な情報を入手したりすることを支援するものであ

り、インターネット上の「情報流通の基盤」としての大きな役割

を果たしている。 

ｂ 電子掲示板等における投稿について 

一般的なインターネット上の記事や、電子掲示板における投稿、

ブログ記事、動画共有サイトへの投稿等（以下、これらの投稿等の

場を「電子掲示板等」という。）については、プロバイダ等の方針

に沿ったコンテンツモデレーション等が行われているものがある。

しかしながら、そうしたものも含めて、プロバイダ等による電子掲

示板等における投稿の表示は、前項ａ①の意味での「表現行為とい

う側面」を有しているとはいえず、検索事業者の提供する検索結果

が有する同②の意味での「情報流通の基盤」としての役割があると

もいえない6。 

したがって、平成２９年判例の判断基準は、電子掲示板等におけ

る投稿には、直ちに適用されるべきものではない。 

ｃ ＳＮＳ上の投稿について 

ＳＮＳ事業者に対して人格権に基づく削除を請求する場合に平

成２９年判例の考え方が及ぶかどうかについては、ＳＮＳが様々

 
6 飽くまでも平成２９年判例がいう意味における「表現行為という側面」や「情報の流通基

盤」としての役割があるとはいえないということにすぎず、電子掲示板等における投稿の表

示に表現行為という側面や情報流通の基盤としての役割が一切ないとするものではない。 



 

8 

 

な機能を有していることから、その機能ごとに検討する必要があ

る。 

まず、書き込みに対するホスティングサービスを提供するとい

う機能については、前項ｂと同様に、ＳＮＳ事業者がその方針に

沿ったコンテンツモデレーション等を行っている場合でも、ＳＮ

Ｓ上の投稿の表示は、前記第３の１⑵ア(ｲ)ａ①の意味での「表現

行為という側面」を有しているとはいえない。また、同②の意味で

の「情報の流通基盤」としての役割を有するものではない。 

また、ＳＮＳが検索機能を有している場合、その検索機能により

提供される検索結果には、同①と同様の「表現行為という側面」が

あり、また、その利用者がインターネット上に情報を発信したり、

インターネット上の情報の中から必要な情報を入手することを支

援する「情報流通の基盤」としての役割を果たしていると考えるこ

とができる。しかしながら、現時点では、ＳＮＳが検索結果として

提供する情報は検索事業者が検索結果として提供する情報に比し

て限定的であり、同②の意味での「情報の流通基盤」としての大き

な役割を有しているということはできない78。 

したがって、平成２９年判例の判断基準は、ＳＮＳ上の投稿には、

直ちに適用されるべきものではない。 

ｄ 小括 

以上のとおり、平成２９年判例の判断基準は、検索事業者の提供

する検索結果以外のインターネット上の投稿の削除の事例には直

ちに適用されない。したがって、インターネット上の投稿の削除の

判断基準は、名誉権やプライバシー等の個別の人格権ごとに、個別

具体的に検討する必要がある。9 

 
7 ＳＮＳ上の投稿の表示についても、電子掲示板等における投稿の表示と同様に、飽くまで

も平成２９年判例がいう意味における「表現行為という側面」や「情報流通の基盤」として

の役割があるかどうかを論じているものであり、こうした意味を超えて、表現行為の性質や

情報流通の基盤としての役割が一切ないとしているものではない。 
8 平成２９年判例が検索事業者の検索結果の提供に「表現行為という側面」があると言及し

た点に関しては、検索事業者は単なる媒介者ではないから検索結果は削除の対象になると

いうことを述べたにすぎないといった指摘や、ＳＮＳ上の投稿の削除は投稿者の表現の自

由の制約になるのに対し、検索結果の削除は投稿者の表現の自由の制約にはならないこと

から、検索結果の削除を表現の自由の問題にするためには、検索事業者の表現の自由の問題

にする必要があったという事情があるなどといった指摘も可能である。また、平成２９年判

例が「情報流通の基盤として大きな役割を果たしている」ことに言及した点に関しては、検

索エンジンとＳＮＳ等では、情報収集のために利用する頻度に大きな違いがあること、両者

の間では情報流通の基盤として担う役割が大きく異なること、検索エンジンがインター

ネット上の膨大な情報の中から必要な情報にアクセスするために検索事業者が果たしてい

る役割が大きいことが「明らか」要件が要求された理由であると見得ることなどを指摘する

ことが可能である。 
9 飽くまでも、検索事業者の提供する検索結果がプライバシーを侵害するものである場合の
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【参考】平成２９年判例（抜粋）10 

 
検索事業者は、インターネット上のウェブサイトに掲載されている情報を

網羅的に収集してその複製を保存し、同複製を基にした索引を作成するなど

して情報を整理し、利用者から示された一定の条件に対応する情報を同索引

に基づいて検索結果として提供するものであるが、この情報の収集、整理及び

提供はプログラムにより自動的に行われるものの、同プログラムは検索結果

の提供に関する検索事業者の方針に沿った結果を得ることができるように作

成されたものであるから、検索結果の提供は検索事業者自身による表現行為

という側面を有する。また、検索事業者による検索結果の提供は、公衆が、イ

ンターネット上に情報を発信したり、インターネット上の膨大な量の情報の

中から必要なものを入手したりすることを支援するものであり、現代社会に

おいてインターネット上の情報流通の基盤として大きな役割を果たしてい

る。そして、検索事業者による特定の検索結果の提供行為が違法とされ、その

削除を余儀なくされるということは、上記方針に沿った一貫性を有する表現

行為の制約であることはもとより、検索結果の提供を通じて果たされている

上記役割に対する制約でもあるといえる。 

 以上のような検索事業者による検索結果の提供行為の性質等を踏まえる

と、検索事業者が、ある者に関する条件による検索の求めに応じ、その者のプ

ライバシーに属する事実を含む記事等が掲載されたウェブサイトのＵＲＬ等

情報を検索結果の一部として提供する行為が違法となるか否かは、当該事実

の性質及び内容、当該ＵＲＬ等情報が提供されることによってその者のプラ

イバシーに属する事実が伝達される範囲とその者が被る具体的被害の程度、

その者の社会的地位や影響力、上記記事等の目的や意義、上記記事等が掲載さ

れた時の社会的状況とその後の変化、上記記事等において当該事実を記載す

る必要性など、当該事実を公表されない法的利益と当該ＵＲＬ等情報を検索

結果として提供する理由に関する諸事情を比較衡量して判断すべきもので、

その結果、当該事実を公表されない法的利益が優越することが明らかな場合

には、検索事業者に対し、当該ＵＲＬ等情報を検索結果から削除することを求

めることができるものと解するのが相当である。 

 

    (ｳ) 平成２９年判例に関するその他の論点 

ａ 「明らか」要件の解釈 

平成２９年判例が判断基準に用いた「当該事実を公表されない

法的利益が優越することが明らか」という「明らか」要件の意義に

ついては、プライバシーに属する事実を公表されない法的利益が

ＵＲＬ等情報を検索結果として提供する理由に関する諸事情に優

 
削除の判断基準を示した平成２９年判例の考え方が、それ以外のインターネット上の投稿

にも及ぶのかどうかという問題を検討したものであり、これが及ばないとの結論から直ち

に、インターネット上の投稿の削除には「明らか」要件が適用されないという帰結となるも

のではない。 
10 下線は本検討会において付したものである。以下判例引用部分について同様。 
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越することが明らかであることを求める実体的要件であると考え

られる。 

ｂ 平成２９年判例の判断基準は本案訴訟の場合にも適用されるか 

平成２９年判例は、民事保全事件に関するものであることから、そ

の判断基準（「明らか」要件）が本案訴訟の場合にも適用されるかど

うかが問題となる。 

この点については、平成２９年判例は、仮処分であることを理由に

「明らか」要件を用いたものであるとは解されず、検索事業者の提

供する検索結果の削除については、本案訴訟の場合にも適用される

と考えられる。  

イ 違法性及び差止請求の判断基準ないし判断方法 

前項アのとおり、平成２９年判例の判断基準は検索事業者の提供する

検索結果以外のものには直ちには適用されないと考えられることから、

インターネット上の投稿に関する削除請求の判断基準は、個別の人格権

ごとに検討する必要がある。以下では、個別の人格権ごとに、不法行為法

上の違法及び差止めによる削除の判断基準等について整理する。 

 

(ｱ) 名誉権 

ａ 意義 

名誉とは、人の品性、徳行、名声、信用等の人格的価値について社

会から受ける客観的評価である（北方ジャーナル事件最高裁判決参

照）。 

ｂ 不法行為法上の違法の判断基準 

(a) 名誉毀損の成立要件 

前項ａの意味での社会から受ける客観的評価、すなわち、社会的

評価を低下させる行為は、名誉毀損となり、原則として違法である。 

(b) 違法性阻却事由 

最高裁判例によれば、社会的評価を低下させる行為であっても、

その違法性が阻却される場合がある。 

すなわち、事実の摘示による名誉毀損の場合には、その行為が公

共の利害に関する事実に係り、専ら公益を図る目的に出た場合に、

摘示された事実がその重要な部分について真実であることが証明

されたときには違法性が阻却され（最判昭和４１年６月２３日民

集２０巻５号１１１８頁、最判昭和５８年１０月２０日判タ５３

８号９５頁）、ある事実を基礎とした意見ないし論評の表明による

名誉毀損の場合には、その行為が公共の利害に関する事実に係り、

かつ、その目的が専ら公益を図ることにあった場合に、当該意見な

いし論評の前提としている事実が重要な部分について真実である

ことの証明があったときには、人身攻撃に及ぶなど意見ないし論

評としての域を逸脱したものでない限り、違法性が阻却される（最

判平成元年１２月２１日民集４３巻１２号２２５２頁、最判平成
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９年９月９日民集５１巻８号３８０４頁）（以下「真実性の法理」

という。）。 

このうち、真実であるかどうかの判断の基準時は、事実審の口頭

弁論終結時であり、名誉毀損行為の時点では存在しなかった証拠

を考慮することもできる（最判平成１４年１月２９日判タ１０８

６号１０２頁）。 

上記の違法性阻却事由が認められる場合には、名誉毀損の不法

行為は成立しない。 

(c) 相当性の法理 

最高裁判例によれば、事実の摘示による名誉毀損の場合には、そ

の行為が公共の利害に関する事実に係り、かつ、その目的が専ら公

益を図ることにあった場合に、当該事実の重要な部分が真実であ

ることの証明がないときにも、その行為者において当該事実の重

要な部分を真実と信ずるについて相当の理由があれば、その故意

又は過失は否定される（前掲最判昭和４１年６月２３日）。また、

ある事実を基礎としての意見ないし論評の表明による名誉毀損に

あっては、その行為が公共の利害に関する事実に係り、かつ、その

目的が専ら公益を図ることにあって、表明に係る内容が人身攻撃

に及ぶなど意見ないし論評としての域を逸脱したものではない場

合に、上記意見ないし論評の前提としている事実が重要な部分に

ついて真実であるとの証明がないときにも、行為者において当該

事実の重要な部分を真実と信ずるについて相当の理由があれば、

故意又は過失は否定される（前掲最判平成元年１２月２１日、前掲

最判平成９年９月９日）（以下「相当性の法理」という。）。 

この「相当の理由」（以下「相当性」という。）があるかどうか

の判断の基準時は、名誉毀損行為の時点であり、その存否の認定に

際して考慮することができる証拠は、この時点で存在していたも

のに限られる（前掲最判平成１４年１月２９日）。 

上記の相当性が認められる場合には、名誉毀損の不法行為は成

立しない。 

c 削除に係る差止請求権の判断基準 

(a) 基本的な考え方 

ⅰ 厳格な要件が妥当するか 

名誉権に基づく表現行為の差止めに関しては、北方ジャーナ

ル事件最高裁判決が、出版物の頒布等の事前差止めに関し、その

対象が「公務員又は公職選挙の候補者に対する評価、批判等の表

現行為に関するものである場合」には、「表現内容が真実でなく、

又はそれが専ら公益を図る目的のものでないことが明白であっ

て、かつ、被害者が重大にして著しく回復困難な損害を被る虞が

ある」という厳格な要件を満たす場合に限り、事前の差止めが許

されるものとしていたところである。インターネット上の投稿
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の削除も、出版物の頒布等の事前差止めと同様に表現行為の差

止めであることから、北方ジャーナル事件最高裁判決との関係

を検討する必要がある。 

この点については、第一に、北方ジャーナル事件最高裁判決の

厳格な要件は、紙媒体の出版物についてのものであることに注

意を要する。すなわち、活字メディアの出版物に関する伝統的な

考え方においては、その出版物に関する損害賠償と差止めとで

は、後者の方が萎縮効果を含む表現の自由に対する制約が大き

いことから、差止めは損害賠償よりも厳格な要件が必要である

とされている。しかしながら、インターネット上の投稿について

は、書籍等全体の出版の差止めが行われる活字メディアの出版

物の差止めと異なり、後記ⅱのとおり部分的な削除が可能な場

合が多く、削除による経済的な負担も少ないことから、萎縮効果

を含む表現の自由に対する影響の程度は活字メディアの出版物

の差止めの場合とは大きく異なる。こうしたことから、活字メ

ディアに関する伝統的な考え方をインターネット上の投稿の削

除にそのまま用いるのは適当ではなく、削除に関して損害賠償

よりも厳格な要件を課すべきではないと考えられる。 

第二に、北方ジャーナル事件最高裁判決の厳格な要件は、公務

員又は公職選挙の候補者に対する評価、批判等の表現行為の事

前差止めであることから課されたものであると考えられること

から、公務員又は公職選挙の候補者に対する評価、批判等以外の

投稿の削除には基本的に妥当しないと考えられる。 

すなわち、北方ジャーナル事件最高裁判決は、まず、国民の自

由な意見表明とその受領を通じて多数意見が形成されるという

過程を経て国政が決定されることが民主制国家の存立の基盤で

あり、こうした意味での「公共的事項」に関する表現の自由は、

特に重要な憲法上の権利として尊重されなければならないもの

であるとしている。表現の自由に対するこうした解釈が、同判決

の、差止めの対象が公務員又は公職選挙の候補者に対する評価、

批判等の表現行為に関するものである場合には、その表現が上

記の意味での「公共的事項」に関するものであり、私人の名誉権

に優先する社会的価値を含み憲法上特に保護されるべきである

との価値判断につながり、これが、上記の厳格な要件を導いたも

のであると考えられる。 

したがって、表現内容が真実でないことや、専ら公益を図る目

的のものでないことについて、これが明白であること（以下「明

白性要件」という。）及び被害者が重大にして著しく回復困難な

損害を被るおそれがあること（以下「重大な損害要件」という。）

は、インターネット上の公務員又は公職選挙の候補者に対する

評価、批判等ではない投稿の削除の場面では、基本的には要件と
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はならないと考えられる11。 

ⅱ 削除の可分性・容易性 

インターネット上の投稿の削除については、紙媒体による出

版物の差止めに比べ、技術的な削除の可分性や削除の容易性が

認められる場合が多く、そうした場合には、部分的な削除を求め

ることができる。こうした部分的な削除が可能であることは、表

現の自由を制約する程度が比較的小さくなることから、明白性

要件や重大な損害要件といった厳格な要件を不要とする方向性

を根拠付ける理由の１つとなる。 

もっとも、部分的な削除ができず、人格権を侵害する情報を削

除するためには人格権を侵害しない情報をも大量に削除しなけ

ればならない場合など12、削除の対象範囲等によっては、表現の

自由を制約する程度が大きくなることがあるため、その表現が

「公務員又は公職選挙の候補者に対する評価、批判等の表現行

為」や前項ⅰの意味における「公共的事項」に関する表現行為で

はないときであっても、明白性要件や重大な損害要件を適用す

べき場合もあり得ると考えられる。 

ⅲ 事前規制と事後規制 

インターネット上の投稿の削除については、紙媒体の出版物

の事前差止めと異なり、一旦、投稿が閲覧可能な状態に置かれて

いるため、これが表現行為の事前規制であるのか、それとも事後

規制であるのかという議論もあり得る。しかしながら、インター

ネット上の投稿の削除との関係では、これを事前規制であると

いうのか事後規制であるというのかによって、削除基準の方向

性が一義的に決定づけられることにはならず、この点が重要な

考慮要素となるものではないと考えられる。 

ⅳ 仮処分と本案訴訟 

仮処分の場合と本案訴訟の場合とで、削除の実体的要件は異

ならないと考えられる。 

(b) 違法性阻却事由に関する立証責任の所在 

インターネット上の投稿の削除を求める場合、その相手方が投

稿者であるときは、投稿者において、違法性阻却事由が存在するこ

 
11 もっとも、北方ジャーナル事件最高裁判決が対象としていた「公務員又は公職選挙の候

補者に対する評価、批判等の表現行為」や、これと同様に上記の意味における「公共的事項」

に関する表現行為が問題となるときには、明白性要件や重大な損害要件を用いるべき場合

があり得るものと考えられる。 
12 例えば、後記３⑵のまとめサイトにおいて、ある１つの記事に、ある人物に対する批判

的な意見が大量に掲載されているところ、そのごく一部にのみ人身攻撃に及ぶ部分がある

が、当該まとめサイトのプロバイダ等には、１つの記事内の一部の情報のみを削除すること

ができない仕組み（記事単位での削除しかできない仕組み）になっている場合などが考えら

れる。 
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とを立証すべきであると考えられる。 

これに対し、削除請求の相手方がプロバイダ等である場合には、

投稿者を相手方とする場合と同様に、プロバイダ等において違法

性阻却事由が存在することを立証すべきであるとする考え方と、

削除請求者において違法性阻却事由が存在しないこと（公共性、公

益目的、真実性のいずれかが存在しないこと）13を立証すべきであ

るとする考え方とがある。 

いずれの立場をとるべきかについては今後の検討が待たれるが、

少なくとも、 

○ プロバイダ等は投稿内容に関する詳細な情報を有していない 

○ プロバイダ等に違法性阻却事由が存在しないことについて立

証責任を課す場合、プロバイダ等が投稿内容の真実性の立証に

失敗すると、真実である可能性が残る場合（真実でないとまでは

いえない場合）であっても、削除されることになる 

といった観点からは、表現の自由の保障のため、削除請求者に立証

責任を課すという方向性が考えられるのに対し、 

○ プロバイダ等は、投稿者との契約等に基づき、投稿内容に関す

る事実関係について照会することができる場合がある 

○ 事実の不存在を立証することは一般に困難であるとされてい

るところ、全く事実無根の内容が投稿されたとの被害事例などで

は、被害者が投稿内容の真実性に関する有力な証拠を提出できな

い場合が少なくない 

といった観点からは、名誉権の保護のため、プロバイダ等に立証責

任を課すという方向性が考えられることを踏まえた検討がなされ

るべきであると考えられる。 

(c) 相当性の法理 

ⅰ 概要 

相当性の法理は、前項ｂ(c)のとおり、不法行為における故意

又は過失に関する要件に位置付けられているが、表現の自由の

保障の観点からは、削除請求（差止請求）においても、相当性の

法理を考慮すべき場合があるのではないかとの主張がなされて

いるところである。 

削除請求とこの相当性の法理との関係については、大きく、 

 

Ａ 表現内容が真実でなければ削除を認めてよく、相当性があ

ることは名誉権に基づく削除請求を否定する理由にはならな

い 

 
13 実際の立証の在り方としては、例えば、投稿の内容が真実であることを推認させるに足

りる間接事実がないことを立証すれば、「違法性阻却事由が存在しないこと」が立証された

といってよいと考えられる。 
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Ｂ 相当性の法理が果たしている機能を踏まえ、表現内容が真

実でないことのみでは名誉権に基づく削除請求を認めない 

 

という２つの方向性が考えられる。 

ⅱ Ａの方向性 

Ａの方向性を主張する立場からは、主に次のような理由が示

されている（なお、項目番号は、後記の引用の便宜のために付し

たもので、論理の順序等を表すものではない。本取りまとめにお

いて、以下同じ。）。 

① 真実性の法理は、社会的評価を低下させる行為の違法性を

否定するものであるところ、真実であるときに違法性が否定

されるのは保護される法益が欠如するからである。これに対

し、相当性の法理は行為時における行為義務に関するものに

すぎない。したがって、その時点で相当性が認められた場合で

あっても、削除請求の口頭弁論終結時において真実でないこ

とが立証されたときは、行為者の損害賠償責任を問うことは

できないが、現に存在している名誉毀損の投稿を将来に向

かって削除することは認められてよい。 

② 過去の行為の責任を問う損害賠償と異なり、差止めは将来

に向かって現にある投稿を削除するというものであるから、

行為の時点では相当性があっても、削除請求の口頭弁論終結

時において真実でないことが立証された場合には、もはや、そ

の時点においては真実であると信ずるについて相当の理由が

あるということはできず、相当性の法理は機能しない。 

③ 真実でないことが立証された表現には表現としての価値が

ない。 

④ 真実性の法理により違法性が否定されないものは、不法行

為法上保護に値しないとされたものであり、公開され続ける

ことで被害者に更なる損害を与える可能性があるものである

から、削除してよい。その一方で、相当性がある場合には、真

実だと信じて投稿したことについて損害賠償責任は問わない

ものとすれば、相当性の法理が担っている表現者の保護とい

う本来の機能は果たせている。 

ⅲ Ｂの方向性 

Ｂの方向性を主張する立場からは、主に次のような理由が示

されている。 

⑤ そもそも、社会的評価を低下させるものは直ちに名誉毀損と

なり、例外的に違法性が否定されるためには真実性の証明が必

要となるという現在の名誉毀損法制は、表現の自由の保障の観

点からは問題がある。しかも、裁判実務では、真実性の立証は
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厳格に判断されている。他方で、その引き換えとして、裁判実

務では相当性の法理が広く認められているようにも思われる。

そうであるとすると、差止めによる削除の場合において、真実

性の立証ができないときに、相当性の法理による保護もなされ

なくなるのは、表現の自由の保障上、問題がある。 

⑥ 真実性の立証ができないものでも、かなり確からしいといえ

る表現については、それが公共性のあるものである場合、客観

的に無価値とはいえず、表現の受け手の利益の観点からも、削

除されずに残される道を用意する必要がある。 

このＢの方向性は、 

 

Ｂ－１ 行為時点で相当性がある場合には、表現内容が真実で

ない場合でも、名誉権に基づく削除請求は認められない 

 

という相当性の法理をそのまま差止めによる削除の要件とする

考え方もあり得るが、これに対しては、Ａの方向性の立場から、

①や②のように、相当性の法理は不法行為法の行為義務に関す

るものであって、将来に向かって侵害を除去する差止めに適用

できるものではないという強い批判がある。 

そこで、Ｂの方向性の立場からは、相当性の法理自体を差止請

求に直接適用することはできないことを認めた上で、別途、削除

に関する判断基準を示す判例がないことをも踏まえて、損害賠

償とは異なる削除独自の要件を検討しようとする考え方も示さ

れている。 

例えば、 

⑦ 差止めに相当性の法理を適用することはできないが、少なく

とも不法行為の場合と同程度に表現の自由が保護される必要

がある。例えば、投稿内容について詳細な情報を持たないプロ

バイダ等が投稿内容の真実性の立証に失敗したからといって、

必ずしもその投稿が客観的に真実でないことになるわけでは

ない。そうした真実である可能性が残るものを削除して良いか

という点について、とりわけ、公務員又は公職選挙の候補者に

対する評価、批判等の表現行為のような公共性の高いものに関

しては、真実とは証明されなくとも、相応の根拠があるものに

ついては、国民にこれを知る権利があるということもでき、削

除されるべきではない。こうした考え方を反映した削除要件が

必要である。 

⑧ 削除については、インターネット上に半永久的に残るという

負の側面を考慮してもなお、表現の受け手の利益をも踏まえ、

これを残すことに社会的な価値があるといえるかどうかが重

要である。政治家の疑惑に関するものなど、公共性の高いもの
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については、真実とまでは立証できなくとも、その疑惑が大き

い場合には、社会的価値が高いといえるという観点から、削除

の要件を検討すべきである。 

といった考慮から、 

 

Ｂ－２ 公務員又は公職選挙の候補者に対する評価、批判等

の表現行為については、立証責任の配分の工夫や真実

性の要件に明白性を求めるなど、投稿者の表現の自由

や表現の受け手の利益（知る権利）に配慮した要件とす

べきである 

 

とする方向性も示されている。 

このＢ－２の考え方に対しては、Ａの立場から、「その考え方

自体には賛成できるが、それは相当性の法理とは異なる問題で

あり、真実性の要件をいかに解すべきかという問題として議論

すべきである」といった意見や、「立証責任の所在や請求の相手

方が誰かという点を踏まえて具体的に検討する必要がある」と

いった意見が示されているところである。 

ⅳ 小括 

このように、削除請求と相当性の法理との関係については、複

数の考え方があり得るものとされたが、Ｂ－１の考え方を積極

的に支持する意見は見られず、実質的には、Ａの考え方とＢ－２

の考え方とのいずれをとるべきかが問題となる。このいずれの

考え方をとるかについては、今後の検討が待たれるところであ

るが、その際には、 

○ 違法性阻却事由が存在することの立証責任が投稿者やプロ

バイダ等にあるとした場合、投稿者やプロバイダ等が真実性の

立証に失敗したときには真実である可能性が残る（真実でない

とまではいえない）投稿が削除されることによる表現の自由へ

の影響 

○ 削除請求者（被害者）は相当性に関する詳細な事実を有する

ものではないこと（相当性を要件とした上で、相当性が存在し

ないことの立証責任を削除請求者に課した場合には、公共性・

公益目的が否定できない表現については、削除による救済の道

を事実上閉ざしかねない） 

○ 真実でないことが立証された名誉を毀損する投稿の表現と

しての価値の有無及び程度や、これを削除することによる萎

縮効果の有無及び程度（相当性の法理により損害賠償責任は

否定されるが、削除は認められるとした場合の萎縮効果の有



 

18 

 

無及び程度）14 

○ アクセスが容易なインターネット上に名誉を毀損する違法

な投稿が半永久的に残存することによる被害の継続 

といった観点をも踏まえた検討がなされるべきである。 

もっとも、Ａの考え方とＢ－２の考え方との実質的な対立点

は、公務員又は公職選挙の候補者に対する評価、批判等の表現行

為について、立証責任の配分の工夫や真実性の要件に明白性を

求めるなど、投稿者の表現の自由や表現の受け手の利益（知る権

利）に配慮した要件とすべきかどうかであり、このような意味で

の高い公共性がある表現行為ではない場合には、表現内容が真

実でないと認められることをもって削除することができると考

えられる。 

 

【参考】北方ジャーナル事件最高裁判決（抜粋） 

 

㈠ 所論にかんがみ、事前差止めの合憲性に関する判断に先立ち、実体法上

の差止請求権の存否について考えるのに、人の品性、徳行、名声、信用等の

人格的価値について社会から受ける客観的評価である名誉を違法に侵害さ

れた者は、損害賠償（民法七一〇条）又は名誉回復のための処分（同法七二

三条）を求めることができるほか、人格権としての名誉権に基づき、加害者

に対し、現に行われている侵害行為を排除し、又は将来生ずべき侵害を予

防するため、侵害行為の差止めを求めることができるものと解するのが相

当である。けだし、名誉は生命、身体とともに極めて重大な保護法益であ

り、人格権としての名誉権は、物権の場合と同様に排他性を有する権利と

いうべきであるからである。 

㈡ しかしながら、言論、出版等の表現行為により名誉侵害を来す場合には、

人格権としての個人の名誉の保護（憲法一三条）と表現の自由の保障（同二

一条）とが衝突し、その調整を要することとなるので、いかなる場合に侵害

行為としてその規制が許されるかについて憲法上慎重な考慮が必要であ

る。 

主権が国民に属する民主制国家は、その構成員である国民がおよそ一切

の主義主張等を表明するとともにこれらの情報を相互に受領することがで

き、その中から自由な意思をもつて自己が正当と信ずるものを採用するこ

とにより多数意見が形成され、かかる過程を通じて国政が決定されること

をその存立の基礎としているのであるから、表現の自由、とりわけ、公共的

事項に関する表現の自由は、特に重要な憲法上の権利として尊重されなけ

ればならないものであり、憲法二一条一項の規定は、その核心においてか

かる趣旨を含むものと解される。もとより、右の規定も、あらゆる表現の自

由を無制限に保障しているものではなく、他人の名誉を害する表現は表現

の自由の濫用であって、これを規制することを妨げないが、右の趣旨にか

んがみ、刑事上及び民事上の名誉毀損に当たる行為についても、当該行為

 
14 萎縮効果の有無及び程度については、前記第３の１⑵イ(ｱ)ｃ(ａ)ⅰの議論も参照。 
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が公共の利害に関する事実にかかり、その目的が専ら公益を図るものであ

る場合には、当該事実が真実であることの証明があれば、右行為には違法

性がなく、また、真実であることの証明がなくても、行為者がそれを真実で

あると誤信したことについて相当の理由があるときは、右行為には故意又

は過失がないと解すべく、これにより人格権としての個人の名誉の保護と

表現の自由の保障との調和が図られているものであることは、当裁判所の

判例とするところであり（昭和四一年（あ）第二四七二号同四四年六月二五

日大法廷判決・刑集二三巻七号九七五頁、昭和三七年（オ）第八一五号同四

一年六月二三日第一小法廷判決・民集二〇巻五号一一一八頁参照）、このこ

とは、侵害行為の事前規制の許否を考察するに当たっても考慮を要すると

ころといわなければならない。 

㈢ 次に、裁判所の行う出版物の頒布等の事前差止めは、いわゆる事前抑制と

して憲法二一条一項に違反しないか、について検討する。 

 ⑴ 表現行為に対する事前抑制は、新聞、雑誌その他の出版物や放送等の表

現物がその自由市場に出る前に抑止してその内容を読者ないし聴視者の

側に到達させる途を閉ざし又はその到達を遅らせてその意義を失わせ、

公の批判の機会を減少させるものであり、また、事前抑制たることの性質

上、予測に基づくものとならざるをえないこと等から事後制裁の場合よ

りも広汎にわたり易く、濫用の虞があるうえ、実際上の抑止的効果が事後

制裁の場合より大きいと考えられるのであって、表現行為に対する事前

抑制は、表現の自由を保障し検閲を禁止する憲法二一条の趣旨に照らし、

厳格かつ明確な要件のもとにおいてのみ許容されうるものといわなけれ

ばならない。 

 出版物の頒布等の事前差止めは、このような事前抑制に該当するもの

であつて、とりわけ、その対象が公務員又は公職選挙の候補者に対する

評価、批判等の表現行為に関するものである場合には、そのこと自体か

ら、一般にそれが公共の利害に関する事項であるということができ、前

示のような憲法二一条一項の趣旨（前記(二)参照）に照らし、その表現

が私人の名誉権に優先する社会的価値を含み憲法上特に保護されるべき

であることにかんがみると、当該表現行為に対する事前差止めは、原則

として許されないものといわなければならない。ただ、右のような場合

においても、その表現内容が真実でなく、又はそれが専ら公益を図る目

的のものでないことが明白であって、かつ、被害者が重大にして著しく

回復困難な損害を被る虞があるときは、当該表現行為はその価値が被害

者の名誉に劣後することが明らかであるうえ、有効適切な救済方法とし

ての差止めの必要性も肯定されるから、かかる実体的要件を具備すると

きに限って、例外的に事前差止めが許されるものというべきであり、こ

のように解しても上来説示にかかる憲法の趣旨に反するものとはいえな

い。 

 

(ｲ) 名誉感情 

ａ 名誉感情の意義等 

(a) 意義 

名誉感情とは、人が自己自身の人格的価値について有する主観
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的な評価である（最判昭和４５年１２月１８日民集２４巻１３号

２１５１頁）15。 

最高裁判例においては、民法第７２３条の「名誉」には、名誉感

情は含まれないものと解されており（前掲最判昭和４５年１２月

１８日）、表現行為の中には、社会的評価を低下させるものではな

く、名誉感情を侵害するにとどまるものがあることが示されてい

る（最判平成２２年４月１３日民集６４巻３号７５８頁。以下「平

成２２年判例」という。）。 

(b) 名誉毀損との区別 

名誉毀損と名誉感情の侵害とでは、前者が社会的名誉の侵害で

あり、後者が主観的名誉の侵害であるという被侵害利益の違いが

ある。 

他方、具体的な事例において名誉毀損との区別がどのようにな

されるべきであるかは、見解の分かれる問題であり（後記３⑷イ参

照）、精緻な理論の整理は将来的な検討課題である。もっとも、こ

こでは、次の２点を指摘することができる。 

ⅰ 裁判例においては、具体的な事実の摘示がない場合に、名誉感

情の侵害が問題とされている傾向にある16。 

ⅱ 名誉毀損は社会的名誉の侵害であることから、その読者に被

害者が推知（同定）されるものであることが必要であるのに対し

（最判平成１５年３月１４日民集５７巻３号２２９頁参照）、名

誉感情の侵害は主観的名誉の侵害であることから、その読者に

被害者が推知（同定）されるものであることは必要なく、客観的

に被害者に向けられた言動でありさえすれば、名誉感情の侵害

を認め得る（後記３⑸イも参照）。 

 

【参考】平成２２年判例（抜粋） 

 
本件書き込み17は、その文言からすると、本件スレッドにおける議論はまと

もなものであって、異常な行動をしているのはどのように判断しても被上告

人であるとの意見ないし感想を、異常な行動をする者を「気違い」という表現

を用いて表し、記述したものと解される。このような記述は、「気違い」と

いった侮辱的な表現を含むとはいえ、被上告人の人格的価値に関し、具体的

事実を摘示してその社会的評価を低下させるものではなく、被上告人の名誉

 
15 名誉感情を人格の尊厳に由来する感情であるとする学説もある（四宮和夫『不法行為 事

務管理・不当利得・不法行為 中巻』（青林書院、１９８３年）３９８頁。）。 
16 平成２２年判例のほか、一般社団法人セーファーインターネット協会「権利侵害明白性

ガイドライン」の裁判例要旨（https://www.saferinternet.or.jp/wordpress/wp-

content/uploads/infringe-trial-summary.pdf）に登載された裁判例を参照。 
17 判決文によれば、「なにこのまともなスレ 気違いはどうみてもＡ学長」との投稿であ

る。 
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感情を侵害するにとどまるものであって、これが社会通念上許される限度を

超える侮辱行為であると認められる場合に初めて被上告人の人格的利益の侵

害が認められ得るにすぎない。 

 

ｂ 不法行為法上の違法の判断基準 

(a) 判断基準 

名誉感情は、人が人格的価値について有する主観的な評価であ

るため、本来、これが侵害されたかどうかには個人差が生じ得るも

のである。しかしながら、このように名誉感情の侵害が主観的に判

断されると、同じ表現行為でも、その対象者によって権利侵害・違

法性の有無が異なることとなり、こうした帰結は表現の自由に対

する萎縮効果をもたらすおそれがある。そのため、名誉感情の侵害

の有無については、客観的な判断が必要になる。 

したがって、不法行為法上の違法な名誉感情の侵害の有無は、社

会通念上許される限度を超える侮辱行為であると認められるかど

うかにより判断すべきであると考えられる（平成２２年判例も参

照）。 

(b) 社会通念上許される限度を超える侮辱行為であるかどうかの判

断に関する裁判例の傾向 

社会通念上許される限度を超えた侮辱行為であるかどうかの判

断に関し、裁判例における主要な考慮要素とその判断の傾向は、次

のとおりである。 

ⅰ 文言それ自体の侮辱性の程度 

文言それ自体の侮辱性が強い場合には、社会通念上許される

限度を超えた侮辱行為に当たると判断される傾向にある18。 

また、対象者に対して、その存在を否定する表現を用いるもの

についても、社会通念上許される限度を超えるものであると判

断される傾向にある1920。 

ⅱ 根拠が示されていない単なる意見ないし感想 

根拠が示されておらず、単なる意見ないし感想の域にとど

まっている場合には、社会通念上許される限度を超えた侮辱行

為とはいえないと判断される傾向にある21。 

 
18 東京地判令和元年１１月７日 D1-Law２９０５７９４０、東京地判令和元年１０月３０日

LEX/DB２５５８２４９１、東京地判令和元年１０月３０日 D1-Law２９０５６５７１など。  
19 前掲東京地判令和元年１１月７日、東京地判令和元年９月１７日 D1-Law２９０５６９７

２、東京地判令和元年７月８日 D1-Law２９０５７６０２など。 
20 なお、ある投稿が「死ね」「消えろ」といった対象者の存在を否定するような表現を用い

ている場合でも、文脈等を踏まえて解釈すると、対象者の存在を否定することを意味するも

のとはいえない場合がある（東京地判令和２年１月２３日 D1-Law２９０５８９４０）。 
21 平成２２年判例、東京地判令和元年９月２６日 D1-Law２９０５６８４７、前掲東京地

判令和元年９月１７日、東京地判令和元年８月２１日 D1-Law２９０５５８９５、東京地判
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ⅲ 投稿に含まれている対象者を侮辱する文言の数 

同一投稿内で侮辱的文言が重ねて用いられていることを理由

に掲げて社会通念上許される限度を超えた侮辱行為であると認

める裁判例22、同一投稿内に侮辱的文言が１語しか用いられてい

ないこと等を理由に掲げて社会通念上許される限度を超えた侮

辱行為とはいえないとする裁判例がある23。 

ⅳ 投稿数 

投稿数が多いことや、投稿が繰り返されていることを理由に

掲げて、社会通念上許される限度を超えた侮辱行為であると認

めるものや24、これとは反対に、投稿が繰り返されていないこと

を考慮して、社会通念上許される限度を超えた侮辱行為とは認

められないとするものがある25。 

この投稿数の考慮については、それが同一の投稿者によるも

のである場合に限り考慮することができるのか、それとも、複数

の者による投稿の場合でも考慮することができるのかという問

題が考えられるところ、この点についての裁判例の判断は分か

れている状況にある26。 

ⅴ 投稿の経緯 

誹謗中傷が重ねられていた中で侮辱的文言を含む投稿が短期

間に立て続けに行われたことを理由に掲げて社会通念上許され

る限度を超えた侮辱行為であると認めるもの27など、投稿の経緯

 
令和元年５月１４日 D1-Law２９０５５７９３、東京地判令和２年３月２７日 D1-Law２９

０５９９２２、東京地判令和２年６月１９日 D1-Law２９０６０３３９、東京地判令和２年

６月９日 D1-Law２９０６０４９５、東京地判令和２年３月１８日 D1-Law２９０６００１

０、東京地判令和２年３月１７日 D1-Law２９０６０１２４。他方で、特段の根拠が示され

ていないことを社会通念上許される限度を超える侮辱であることを否定する事情としては

扱っていないように読める裁判例もある（東京地判令和元年６月４日 D1-Law２９０５７２

２４）。 
22 東京地判令和２年１月２３日 D1-Law２９０５８９９５。 
23 平成２２年判例、前掲東京地判令和元年９月２６日、前掲東京地判令和元年８月２１

日、前掲東京地判令和２年６月１９日、東京地判令和２年５月２７日 LEX/DB２５５８４１

９９。 
24 東京地判令和２年９月２５日 D1-Law２９０６１１４１、東京地判令和２年８月１４日

D1-Law２９０６０７９３、東京地判令和元年１２月２日 D1-Law２９０５８５５９、前掲東

京地判令和２年１月２３日。 
25 東京地判令和２年６月２４日 D1-Law２９０６０２３８、前掲東京地判令和２年６月１９

日。 
26 同一の投稿者による投稿であることを認定した上でその投稿数を考慮するもの（前掲東

京地判令和２年９月２５日、前掲東京地判令和元年１２月２日）、特に投稿主体の同一性

に言及することなく投稿数を考慮するもの（前掲東京地判令和２年８月１４日）、別の投

稿者の投稿を考慮することには消極的なもの（東京地判令和２年６月１０日 D1-Law２９０

６０４７２）とが見られる。 
27 前掲東京地判令和元年１２月２日。 
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を考慮するものがある28。 

ⅵ 表現の具体性・意味内容の明確性 

表現に具体性がない場合や、意味が不明確である場合には、社

会通念上許される限度を超えたものとはいえないと判断される

傾向にある29。 

c 削除に係る差止請求権の判断基準 

(a) 考え方の方向性 

名誉感情の侵害を理由とする差止めによるインターネット上の

投稿の削除の判断基準については、前項ｂ(a)の不法行為法上の違

法の判断基準を出発点とすべきであると考えられる。 

その上で、この削除の判断基準を具体的にどのように考えるか

については、大きく、 

 

Ａ 不法行為法上の違法が認められることに加えて更に要件を課

す 

 

Ｂ 不法行為法上の違法が認められる場合と同様の基準で社会通

念上許される限度を超える侮辱行為であると認められる場合に

は削除が認められるものとする30 

 

という２つの方向性が考えられる。 

なお、いずれの方向性をとるにせよ、仮処分と本案訴訟とで、削

除の実体的要件は異ならないと考えられる。 

(b) Ａの方向性について 

Ａの方向性は、いかなる表現行為が「社会通念上許される限度を

超える侮辱行為」に当たるかどうかは必ずしも明確ではないとの

認識の下に、こうした中で社会通念上許される限度を超える侮辱

行為であると認められることから直ちに削除も認められるとした

場合には、表現の自由の観点から問題があるとの考え方に基づく

ものである。 

 
28 東京地判令和元年１０月１８日 D1-Law２９０５６５６６、東京地判令和元年６月２６日

D1-Law２９０５７２６７、前掲東京地判令和元年６月４日。 
29 前掲東京地判令和２年１月２３日、前掲東京地判令和元年１１月７日、前掲東京地判令

和２年３月２７日、東京地判令和２年３月１２日 D1-Law２９０５９８８９、前掲東京地判

令和２年６月２４日、前掲東京地判令和２年６月９日。 
30 なお、社会通念上許される限度を超える侮辱行為であるかどうかは、口頭弁論終結時を

基準に判断されるものであるところ、行為当時には社会通念上許される限度を超えるもの

とは評価できないものが、口頭弁論終結時においては社会通念上許される限度を超えるも

のであると評価される場合もあり得ると考えられる（当該行為後に誹謗中傷の投稿が繰り

返しなされた場合や、社会事情が変化するなどした場合にこうしたことが起こり得るもの

と考えられる。）。 
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こうした考え方から、Ａの方向性においては、削除に関し、不法

行為法上の違法が認められる場合よりも厳格な要件を課すことが

求められ、その具体的な要件としては、 

 

Ａ－１ 削除を認めるに値するだけの社会通念上の強い侵害があ

ることが必要である 

 

Ａ－２ 社会通念上許される限度を超えるものかどうかの判断は

不法行為法上の違法の場合と異ならないものとした上で、削

除の判断基準としては、これに加えて重大で回復困難な損害

を被るものであることを要件とする 

 

の２つの考え方があり得る。 

もっとも、Ａ－２に対しては、「重大で回復困難な損害」という

要件は北方ジャーナル事件最高裁判決で用いられているものであ

るが、同判決においては紙媒体の出版物に関する事前抑制・事後規

制という観点が同判決の議論全体を規定しているため、紙媒体の

出版物の事前抑制の場合には事後的な回復が困難であるという要

件が用いられているものであり、紙媒体の出版物の事前抑制では

ない場合に、事後的な回復が困難だという要件を用いるのは、削除

について損害賠償の場合よりも要件を加重する立場をとる場合で

あっても適当ではないとの指摘がなされている。 

(c) Ｂの方向性について 

Ｂの方向性は、従前の活字メディアの出版物の差止めに関する

伝統的な考え方は、インターネット上の投稿の削除としての差止

めには妥当しないとの考え方に基づくものである。 

すなわち、活字メディアの出版物に関する伝統的な考え方にお

いては、その出版物に関する損害賠償と差止めとでは、後者の方が

萎縮効果を含む表現の自由に対する制約が大きいことから、差止

めは損害賠償よりも厳格な要件が必要であるとされている。しか

しながら、インターネット上の投稿については、書籍等全体の出版

の差止めが行われる活字メディアの出版物の差止めと異なり、部

分的な削除が可能な場合が多く、削除による経済的な負担も少な

いことから、萎縮効果を含む表現の自由に対する影響の程度は活

字メディアの出版物の差止めの場合とは大きく異なる。こうした

ことから、活字メディアに関する伝統的な考え方をインターネッ

ト上の投稿の削除にそのまま用いるのは適当ではなく、削除を損

害賠償より厳格な要件とするべきではないと考えるものである31。 

 
31 本検討会においては、この考え方は、名誉感情の侵害の問題に限られるものではなく、

インターネット上の人格権侵害一般に及ぶものであるとの指摘もなされた。 
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(d) 小括 

本検討会においては、Ｂの方向性を支持する委員が多数であっ

た。また、Ａの方向性を提案する委員からも、「社会通念上許され

る限度」の内実が明確になり、この要件によって表現の自由と人格

権との適切な比較衡量を行えるのであれば、Ｂの方向性で良いと

の意見が示された。この点、公務員又は公職選挙の候補者に対する

評価、批判等の表現行為による名誉感情の侵害が問題となる場合

には、こうした公共性の高い表現であることを「社会通念上許され

る限度を超える」かどうかを判断する上で十分に考慮すべきであ

ると考えられる32。 

ＡとＢのいずれの方向性をとるべきか等については、「社会通念

上許される限度」の内実が裁判例等により明確であるといえるか

どうか、この判断を行う上で表現の自由と人格権とを適切に比較

衡量することができるかどうかや、インターネット上の投稿の削

除による表現の自由に対する制約の程度等を考慮する必要がある。  

なお、いずれの方向性をとるにせよ、社会通念上許される限度を

超える侮辱行為であると認められ、インターネット上に残存する

ことで被害者に精神的苦痛を与えるものであって、表現の受け手

の観点から見てもインターネット上に残す価値があるとはいえな

い投稿については、削除されるべきであると考えられる。 

 

(ｳ) プライバシー 

ａ 意義 

プライバシーの意義については、自己情報コントロール権説をは

じめとして様々な見解が示されているところであるが、本検討会に

おいては、伝統的なプライバシー概念である私生活をみだりに公開

 
32 本検討会における検討の過程で調査した範囲では、名誉感情の侵害に関して、このよう

な公共性の高い表現であることをどのように考慮すべきかを明示した裁判例が乏しく、こ

の点について裁判所の判断の傾向を示すには至らなかった。もっとも、東京地判令和３年８

月１８日 D1-Law２９０６６００９は、「政治家については、その政策や政治手法等に関し

て国民等からの批判や論評を避けることができず、むしろ、その言動に対する批判や論評は、

民主政治の過程を正当に機能させるため必要不可欠な行為であるといえるから、社会通念

上許される限度を超える侮辱行為があったかを判断するに当たっては、政治家という原告

の属性を十分考慮する必要があるというべきである。」とした上で、「本件投稿は、政治家

である原告にとって、その受忍限度を逸脱したものということはできない」と判示している

ところであり、参考になると考えられる。他方で、政治家等に向けられた表現行為であるこ

とから直ちに名誉感情の侵害が否定されることにはならないと考えられることにも留意が

必要である（例えば、東京地判令和３年６月２４日 D1-Law２９０６５０７０は、厳密には

名誉感情の侵害について判示したものではないが、市議会議員を務めていた原告に対して

性的な表現が向けられた事例について、「本件投稿<3>、<4>のような性的な表現は、原告の

公人としての活動に何ら関わるものではないから、それを理由として違法性が阻却される

ような性質のものとはいえない」と判示している。）。 
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されないという人格権又は人格的利益としてのプライバシーを検討

対象としている。 

この場合、ある情報がプライバシーに属する事実に該当するかど

うかは、宴のあと事件（東京地判昭和３９年９月２８日判時３８５号

１２頁）の３要件、すなわち、 

 

① 私生活上の事実又はそれらしく受け取られるおそれのある事柄

であること（私事性） 

② 一般人の感受性を基準にして当該私人の立場に立った場合、公開

を欲しないであろうと認められる事柄であること（秘匿性） 

③ 一般の人々に未だ知られていない事柄であること（非公知性） 

 

に基づいて判断することとなる。もっとも、これらの要件は絶対的な

ものではなく、相対化して検討すべきものである。例えば、非公知性

の要件については、「一般の人々」が知っているか知っていないかで

切り分けたりせず、「一般の人々」の中の特定の集団や人物が知って

いるかどうかで判断するなどして、柔軟に適用する必要がある（前掲

最判平成１５年３月１４日参照）33。 

 

【参考】前掲最判平成１５年３月１４日（長良川事件最高裁判決）（抜

粋） 

 
被上告人は、本件記事によって、Ａ'が被上告人であると推知し得る読者に

対し、被上告人が起訴事実に係る罪を犯した事件本人であること（以下「犯人

情報」という。）及び経歴や交友関係等の詳細な情報（以下「履歴情報」とい

う。）を公表されたことにより、名誉を毀損され、プライバシーを侵害された

と主張しているところ、本件記事に記載された犯人情報及び履歴情報は、い

ずれも被上告人の名誉を毀損する情報であり、また、他人にみだりに知られ

たくない被上告人のプライバシーに属する情報であるというべきである。そ

して、被上告人と面識があり、又は犯人情報あるいは被上告人の履歴情報を

知る者は、その知識を手がかりに本件記事が被上告人に関する記事であると

推知することが可能であり、本件記事の読者の中にこれらの者が存在した可

能性を否定することはできない。そして、これらの読者の中に、本件記事を読

んで初めて、被上告人についてのそれまで知っていた以上の犯人情報や履歴

情報を知った者がいた可能性も否定することはできない。 

したがって、上告人の本件記事の掲載行為は、被上告人の名誉を毀損し、プ

ライバシーを侵害するものであるとした原審の判断は、その限りにおいて是

認することができる。 

 

 
33 電話番号や住所といった個人情報も、これらの３要件を満たし、プライバシーに属する

情報であると考えられる。 
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ｂ 不法行為法上の違法の判断基準 

インターネット上の投稿が前項ａの３要件に基づいてプライバ

シーに属する事実に該当すると認められる場合、当該投稿はプライ

バシーを侵害するものであると認められる。 

もっとも、プライバシーを侵害すると認められることから直ちに

違法性も認められるものではない。プライバシー侵害を理由とする

不法行為法上の違法は、プライバシーに属する事実が公表されてい

ること（プライバシー侵害があること）を前提に、当該事実を公表さ

れない法的利益とこれを公表する理由とを比較衡量し、前者が後者

に優越するかどうかにより判断すべきである（前掲最判平成１５年

３月１４日参照）。 

ｃ 削除に係る差止請求権の判断基準 

プライバシー侵害を理由とするインターネット上の投稿の削除請

求の判断基準に関しては、前項ｂの不法行為法上の違法の判断基準

により、違法なプライバシー侵害であると認められる場合、プライバ

シーに基づく差止請求による当該投稿の削除が認められると考えら

れる。 

なお、仮処分と本案訴訟とで、削除の実体的要件は異ならないと考

えられる。 

ｄ 具体的な判断の在り方 

(a) 表現の自由の考慮 

表現の自由の保障の観点は、前記第３の１⑵イ(ｳ)ｂの基準に基

づき比較衡量を行う際、適切に考慮されるべきである。  

(b) 公共性の有無 

プライバシー侵害を理由とした不法行為法上の違法の有無や削

除の可否が問題となった場合、前記第３の１⑵イ(ｳ)ｂの基準で比

較衡量をする上で、プライバシーに属する事実が公共の利害に関

する事実かどうかが、決め手となり得る重要な考慮要素となり、公

共性がない場合には、よほどの例外的な事情がない限り、不法行為

法上の違法が認められ、また、削除も認められると考えられる。 

例えば、一般の私人の電話番号や住所は、通常、公共性のある情

報ではなく、これらの情報がインターネット上に無断で投稿され

ている場合には、削除することができると考えられる。 

(c) 前科・前歴に関する事実 

ⅰ 問題の所在 

法務省の人権擁護機関に寄せられる前科・前歴に関する被害

事例は、一般の私人の必ずしも重大とはいえないと考えられる

前科・前歴に関するものが少なくない。しかしながら、そのよう

な事例であっても、プロバイダ等の削除対応率は目立って低い

状況にある。裁判例を見ても、こうした事例で削除を認めたもの

は少なく、この分野に詳しい法律実務家からは、検索結果の削除
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の文脈ではあるが、平成２９年判例後、下級審が過度に慎重に

なっているのではないかとの意見も示されているところである。

こうした実情を踏まえると、前科・前歴に関する事実に関する被

害事例については、本来救済されるべきものが適切に救済され

ているかという視点も重要であると考えられる。 

他方で、前科・前歴に関する被害事例は、その多くがマスメ

ディアによる報道を端緒とするものであり、実名報道の在り方

とも関わる上、これまで、前科・前歴に関する事実は、一般に、

公共性のあるものと考えられてきたことから、慎重な検討を要

する事柄でもある34。 

ⅱ 前科・前歴に関する情報によるプライバシー侵害の判断の在

り方 

前科・前歴に関する情報がインターネット上に投稿されてい

る場合、一般的には、それが公共の利害に関する事実といえるか

どうかが問題となる。個別具体的な事情により、公共性がないと

認められれば、前項(b)のとおり、よほどの例外的な事情がない

限り、不法行為法上の違法や人格権に基づく差止めによる削除

が認められると考えられるのに対し、公共性があると認められ

た場合には、掲載当時の社会的状況とその後の変化等の諸事情

を考慮して、プライバシーとの比較衡量を行うことになると考

えられる。 

そこで、この公共性をどのように考えるべきかが問題となる

ところ、法務省の人権擁護機関において特に問題となっている、

一般の私人の前科・前歴が実名で公表されている事案に関して

は、こうした前科・前歴に関する事実がどのような意味で公共性

を有するのかということや、一般の私人の前科・前歴について、

実名で公表し、又は公表し続けることに、どのような意味で公共

性があるといえるのか、さらには、その公共性の程度はどの程度

なのか、犯罪の重大性はどのように評価し、考慮すべきなのかと

いった点を検討する必要があると考えられる。 

この一般の私人の前科・前歴に関する事実の公共性に関して

は、 

① 犯罪であることそれ自体から公共性を有するのであり、その

主体が一般の私人かどうかという点は二次的な要素である。

もっとも、こうした公共性は、年月が経つにつれて減退してい

くものである。 

 
34 法務省の人権擁護機関には、マスメディアがウェブページ上で報道した逮捕事実に関す

る記事がＳＮＳや電子掲示版上に転載等されたものについて、被害申告がなされる場合が

多い。また、こうした事案の多くは、発端となったマスメディアのウェブページ上の記事は

既に削除されており、転載等された投稿だけが残存し続けているという被害状況となって

いる。 
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② 犯罪発生時や捜査、刑事裁判の時点においては、犯罪事実そ

れ自体について公共性があることは前提にしてよい。ただ、時

の経過とともに、プライバシーや更生の利益との関係で、犯罪

事実も保護の対象になり、そうなったときに、それでも公表す

る利益が上回るかどうかを検討することになる。 

という考え方や 

③ 一般の私人の前科・前歴に関する事実がどのような意味で

公共性を有するかという問題は、そもそも、ここでいう公共性

というものがいかなるものであるのかが必ずしも明確ではな

いこともあって、非常に難しい問題であるが、ノンフィクショ

ン「逆転」事件最高裁判決（最判平成６年２月８日民集４８巻

２号１４９頁）においては、「事件それ自体を公表することに

歴史的又は社会的な意義が認められるような場合」とされて

おり、これがここでいう公共性の内実ではないかと考えられ

る。これは、事件について社会的に検証を行う必要があるがゆ

えに公共性があり、そのために事件に関する情報を残す必要

があるということである。 

という考え方が示された。また、③の考え方からは、 

④ 従来、事件に関する情報は、新聞のマイクロフィルム等の形

態で図書館に保管されるなどして残されていたが、現在のイ

ンターネット環境の下では、誰もがアクセスすることが容易

な形で、半永久的に情報が残ることとなるため、公共性の内実

との関係で、必要な限度を超えて残存することとなってし

まっているのではないかという懸念がある。また、前科・前歴

に関する事実がインターネット上に拡散される発端となるマ

スメディアの報道記事自体は、各社の方針に基づき、一定期間

経過後に削除されているという実情がある。こうした懸念や

実情に加えて、ノンフィクション「逆転」事件最高裁判決も踏

まえると、前科・前歴に関する事実の実名での公表の問題につ

いては、実名での公表が必要なのかということも考慮し、事件

についての社会的検証の必要はあるとしても、いつまで残し

ておく価値のある情報なのかという点を検討すべきなのでは

ないか。 

との指摘がなされた。 

また、④の指摘に関しては、 

⑤ 公共性のある犯罪事実について実名等の個人を特定する情

報を公表することが違法となるかどうかは、報道の迫真性等

のために、犯人に関する事実をどこまで公表する必要がある

かという表現者側の事情や読み手の知る権利をも踏まえて、

公表する利益と被害者の更生の利益やプライバシーとを比較

衡量して、報道において犯人の属性の公表がどこまで必要で
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あったかを判断すべきものである。実名かどうかで線引きを

すべき問題ではない。このことは必ずしも犯人の実名に限っ

た問題ではなく、被害者報道でも同様である。 

との意見や 

⑥ ノンフィクション「逆転」事件のように、一旦公知となった

前科・前歴に関する事実が時の経過により非公知の、すなわち、

プライバシーの状態に変化したという事例と、前科・前歴に関

する事実を公知の状態に置き続けるインターネット上の投稿

とでは、問題状況が異なるといえる。 

との意見が示された。 

また、犯罪の重大性については、法定刑によって直ちに決まる

ものではないと考えられるところ、この点については、 

⑦ 重大かどうかという二者択一的に判断されるものではなく、

比較衡量における総合的な考慮を行う上で、考慮要素とその

重み付けによって適切に判断していくべきである。 

⑧ （②の意見を前提として）時の経過により犯罪事実が更生の

利益やプライバシーとの関係で保護されるようになったとき

に、それでも公表する利益が上回るかどうか検討する場合の

考慮要素の１つは、犯罪の性質・重大性である。これによって

保護に値するかどうかが変わってくるものと考えられる。 

といった意見が示された。 

ⅲ 小括 

インターネット上に前科・前歴に関する事実が実名で公表さ

れ続けている場合のプライバシー侵害の判断の在り方について

は、前項ⅱのとおりの様々な観点を指摘できるところ、とりわけ

アクセスが容易な形で半永久的に情報が残存するというイン

ターネットの特性を踏まえると、少なくとも、当該事実が公共性

を有するとした場合のその公共性の内実は何か、その公共性の

内実との関係で、現時点においてもなお当該事実を実名で公表

する必要性があるのかどうか、ある場合にはその必要性はどの

程度なのかといった点を十分に検討した上で、プライバシーの

利益との比較衡量を慎重に行うべきであると考えられる。 

こうした点も含め、この問題については、今後、更に幅広い検

討が行われることが期待される。 

 

【参考】前掲最判平成６年２月８日（ノンフィクション「逆転」事件最

高裁判決）（抜粋） 

 
ある者の前科等にかかわる事実は、他面、それが刑事事件ないし刑事裁判と

いう社会一般の関心あるいは批判の対象となるべき事項にかかわるものであ

るから、事件それ自体を公表することに歴史的又は社会的な意義が認められ
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るような場合には、事件の当事者についても、その実名を明らかにすることが

許されないとはいえない。また、その者の社会的活動の性質あるいはこれを通

じて社会に及ぼす影響力の程度などのいかんによっては、その社会的活動に

対する批判あるいは評価の一資料として、右の前科等にかかわる事実が公表

されることを受忍しなければならない場合もあるといわなければならない

（最高裁昭和五五年（あ）第二七三号同五六年四月一六日第一小法廷判決・刑

集三五巻三号八四頁参照）。さらにまた、その者が選挙によって選出される公

職にある者あるいはその候補者など、社会一般の正当な関心の対象となる公

的立場にある人物である場合には、その者が公職にあることの適否などの判

断の一資料として右の前科等にかかわる事実が公表されたときは、これを違

法というべきものではない（最高裁昭和三七年（オ）第八一五号同四一年六月

二三日第一小法廷判決・民集二〇巻五号一一一八頁参照）。 

そして、ある者の前科等にかかわる事実が実名を使用して著作物で公表さ

れた場合に、以上の諸点を判断するためには、その著作物の目的、性格等に照

らし、実名を使用することの意義及び必要性を併せ考えることを要するとい

うべきである。 

要するに、前科等にかかわる事実については、これを公表されない利益が法

的保護に値する場合があると同時に、その公表が許されるべき場合もあるの

であって、ある者の前科等にかかわる事実を実名を使用して著作物で公表し

たことが不法行為を構成するか否かは、その者のその後の生活状況のみなら

ず、事件それ自体の歴史的又は社会的な意義、その当事者の重要性、その者の

社会的活動及びその影響力について、その著作物の目的、性格等に照らした実

名使用の意義及び必要性をも併せて判断すべきもので、その結果、前科等にか

かわる事実を公表されない法的利益が優越するとされる場合には、その公表

によって被った精神的苦痛の賠償を求めることができるものといわなければ

ならない。なお、このように解しても、著作者の表現の自由を不当に制限する

ものではない。けだし、表現の自由は、十分に尊重されなければならないもの

であるが、常に他の基本的人権に優越するものではなく、前科等にかかわる事

実を公表することが憲法の保障する表現の自由の範囲内に属するものとして

不法行為責任を追求される余地がないものと解することはできないからであ

る。この理は、最高裁昭和二八年（オ）第一二四一号同三一年七月四日大法廷

判決・民集一〇巻七号七八五頁の趣旨に徴しても明らかであり、原判決の違憲

をいう論旨を採用することはできない。 

そこで、以上の見地から本件をみると、まず、本件事件及び本件裁判から本

件著作が刊行されるまでに一二年余の歳月を経過しているが、その間、被上告

人が社会復帰に努め、新たな生活環境を形成していた事実に照らせば、被上告

人は、その前科にかかわる事実を公表されないことにつき法的保護に値する

利益を有していたことは明らかであるといわなければならない。しかも、被上

告人は、地元を離れて大都会の中で無名の一市民として生活していたので

あって、公的立場にある人物のようにその社会的活動に対する批判ないし評

価の一資料として前科にかかわる事実の公表を受忍しなければならない場合

ではない。 

所論は、本件著作は、陪審制度の長所ないし民主的な意義を訴え、当時のア

メリカ合衆国の沖縄統治の実態を明らかにしようとすることを目的としたも

のであり、そのために本件事件ないしは本件裁判の内容を正確に記述する必
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要があったというが、その目的を考慮しても、本件事件の当事者である被上告

人について、その実名を明らかにする必要があったとは解されない。本件著作

は、陪審評議の経過を詳細に記述し、その点が特色となっているけれども、歴

史的事実そのものの厳格な考究を目的としたものとはいえず、現に上告人は、

本件著作において、米兵たちの事件前の行動に関する記述は周囲の人の話や

証言などから推測的に創作した旨断っており、被上告人に関する記述につい

ても、同人が法廷の被告人席に座って沖縄へ渡って来たことを後悔し、そのこ

ろの生活等を回顧している部分は、被上告人は事実でないとしている。その

上、上告人自身を含む陪審員については、実名を用いることなく、すべて仮名

を使用しているのであって、本件事件の当事者である被上告人については特

にその実名を使用しなければ本件著作の右の目的が損なわれる、と解するこ

とはできない。 

さらに、所論は、本件著作は、右の目的のほか、被上告人ら四名が無実であっ

たことを明らかにしようとしたものであるから、本件事件ないしは本件裁判

について、被上告人の実名を使用しても、その前科にかかわる事実を公表した

ことにはならないという。しかし、本件著作では、上告人自身を含む陪審員の

評議の結果、被上告人ら四名がＡに対する傷害の罪で有罪と答申された事実

が明らかにされている上、被上告人の下駄やシャツに米兵の血液型と同型の

血液が付着していた事実など、被上告人と事件とのかかわりを示す証拠が裁

判に提出されていることが記述され、また、陪審評議において、喧嘩両成敗で

あるとの議論がされた旨の記述はあるが、被上告人ら四名が正当防衛として

無罪であるとの主張がされた旨の記述はない。したがって、本件著作は、被上

告人ら四名に対してされた陪審の答申と当初の公訴事実との間に大きな相違

があり、また、言い渡された刑が陪審の答申した事実に対する量刑として重い

という印象を強く与えるものではあるが、被上告人が本件事件に全く無関係

であったとか、被上告人ら四名の行為が正当防衛であったとかいう意味にお

いて、その無実を訴えたものであると解することはできない。 

以上を総合して考慮すれば、本件著作が刊行された当時、被上告人は、その

前科にかかわる事実を公表されないことにつき法的保護に値する利益を有し

ていたところ、本件著作において、上告人が被上告人の実名を使用して右の事

実を公表したことを正当とするまでの理由はないといわなければならない。

そして、上告人が本件著作で被上告人の実名を使用すれば、その前科にかかわ

る事実を公表する結果になることは必至であって、実名使用の是非を上告人

が判断し得なかったものとは解されないから、上告人は、被上告人に対する不

法行為責任を免れないものというべきである。 

 

【参考】平成２９年判例（抜粋） 

 
抗告人は、本件検索結果に含まれるＵＲＬで識別されるウェブサイトに本

件事実の全部又は一部を含む記事等が掲載されているとして本件検索結果の

削除を求めているところ、児童買春をしたとの被疑事実に基づき逮捕された

という本件事実は、他人にみだりに知られたくない抗告人のプライバシーに

属する事実であるものではあるが、児童買春が児童に対する性的搾取及び性

的虐待と位置付けられており、社会的に強い非難の対象とされ、罰則をもって
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禁止されていることに照らし、今なお公共の利害に関する事項であるといえ

る。また、本件検索結果は抗告人の居住する県の名称及び抗告人の氏名を条件

とした場合の検索結果の一部であることなどからすると、本件事実が伝達さ

れる範囲はある程度限られたものであるといえる。 

 以上の諸事情に照らすと、抗告人が妻子と共に生活し、前記一（１）の罰金

刑に処せられた後は一定期間犯罪を犯すことなく民間企業で稼働しているこ

とがうかがわれることなどの事情を考慮しても、本件事実を公表されない法

的利益が優越することが明らかであるとはいえない。 

 

【参考】前科・前歴に関する最高裁判例における違法性の考慮要素 
前科・前歴に関する判例における違法性の考慮要素 

 平成２９年判例 長良川事件 ﾉﾝﾌｨｸｼｮﾝ｢逆転｣事件 

① 
プライバシーに属する事実
の性質及び内容 

犯罪行為の内容 事件それ自体の歴史的又は社
会的意義 

② 
プライバシーに属する事実
が伝達される範囲と被る具
体的被害の程度 

プライバシーに属する情報
が伝達される範囲と被る具
体的被害の程度 

  

③ 
社会的地位や影響力 記事が週刊誌に掲載された

当時の年齢や社会的地位 
社会的活動及びその影響力 

④ 
記事等の目的や意義 記事の目的や意義 著作物の目的、性格等に照ら

した実名使用の意義及び必要
性 

⑤ 
記事等が掲載された当時の
社会的状況とその後の変化35 

公表時の社会的状況 その後（※ 前科等に関する
刑事手続の終了後）の生活状
況 

⑥ 
記事等においてプライバ
シーに属する事実を記載す
る必要性 

記事においてプライバシー
に属する情報を公表する必
要性 

著作物の目的、性格等に照ら
した実名使用の意義及び必要
性 

⑦    当事者の重要性 

 

(ｴ) 私生活の平穏（平穏な生活を営む権利） 

ａ 意義等 

(a) 意義 

判例により、私生活の平穏という人格的利益が認められている（最

判平成元年１２月２１日民集４３巻１２号２２５２頁 ）36。 

裁判例においてこの私生活の平穏が問題とされる事例には、 

①物理的な平穏が問題となる類型37 

 
35 この考慮要素において、前科等に関する刑事手続の終了後の生活状況も考慮されると考

えられる。 
36 裁判例においては、「平穏な生活を営む権利」「平穏生活権」「平穏に生活する人格権」

「平穏に日常生活を送る利益」などといった呼称も用いられている。 
37 静岡地浜松支決昭和６２年１０月９日判時１２５４号４５頁（建物を暴力団事務所とし

て使用することの差止め）、大阪高決平成６年９月５日判タ８７３号１９４頁（建物を暴力

団事務所として使用することの差止め）、仙台地決平成４年２月２８日判タ７８９号１０７

頁（産業廃棄物最終処分場の使用操業差止め）、東京地判平成１１年８月２７日判タ１０６

０号２２８頁（街宣活動の差止め）など。また、インターネット上の「殺す」「死ね」など

の危害を加える内容の投稿を私生活の平穏の侵害であるとした裁判例として、東京地判平
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②精神的な平穏が問題となる類型38 

との、大きく２つの類型があることを指摘できる。 

①の物理的な平穏が問題となる類型における私生活の平穏は、生

命・身体等の利益が危険にさらされる結果侵害される平穏である。こ

の類型においては、生命・身体等の利益が現実に侵害されるよりも前

に私生活の平穏の侵害が認められることにより、保護の場面が前倒

しされることになる。そのため、いかなる場合に保護の場面の前倒し

が認められるかが問題となる。 

②の精神的な平穏が問題となる類型における私生活の平穏は、生

命・身体等の利益が危険にさらされるものではないが、人の主観的な

（内面的な）利益が侵害されることにより侵害される平穏である。こ

の場合、人の主観的な利益をどの範囲で法的に保護することができ

るかが問題になる39。なお、前項(ｳ)のプライバシーは、この類型の私

生活の平穏に関連するものであるということができる。 

(b) 私生活の平穏が機能する場面 

私生活の平穏は、例えば、ヘイトスピーチや、特定の地域を同和地

 
成２９年８月２４日 D1-Law２９０５１１１７、東京地判平成３０年１１月２１日 D1-Law２

９０５２７２３、東京地判令和２年１１月１２日 D1-Law２９０６２０７０、東京地判令和

３年２月２４日 D1-Law２９０６２７５３、東京地判令和３年３月２３日 D1-Law２９０６３

８１０などがある。 
38 前掲最判平成元年１２月２１日（ビラ配りに対する損害賠償請求）、最判平成２２年６

月２９日判タ１３３０号８９頁（葬儀場に対する目隠しフェンスの設置等の請求）など。

また、東京地判令和元年７月２５日 D1-Law２９０５７４５９は、インターネット上の投稿

による「心を乱されることなく平穏な日常生活を送る利益」の侵害を認めている。 
39 私生活の平穏そのものについて述べるものではないが、最判平成１１年３月２５日集民

１９２号４９９頁は、「各人の価値観が多様化し、精神的な摩擦が様々な形で現れる現代

社会においては、他者の言動によって内心の静穏な感情を害され、精神的苦痛を被ること

がまれではない。人は自己の欲しない他者の言動によって心の静穏を乱されないという利

益を有し、この利益は社会生活の上において尊重されるべきものである。しかし、同時に

他者の言論、営業その他の社会的活動も尊重されるべきであって、これをみだりに制限す

べきではないから、人は、社会生活において他者の言動により内心の静穏な感情を害さ

れ、精神的苦痛を受けることがあっても、一定の限度ではこれを甘受すべきであり、社会

通念上その限度を超えて内心の静穏な感情が害され、かつ、その侵害の態様、程度が内心

の静穏な感情に対する介入として社会的に許容できる限度を超える場合に初めて、右の利

益が法的に保護され、これに対する侵害について不法行為が成立し得るものと解するのが

相当である。」と判示している。また、最判平成３年４月２６日民集４５巻４号６５３頁

は、「一般的には、各人の価値観が多様化し、精神的な摩擦が様々な形で現れている現代

社会においては、各人が自己の行動について他者の社会的活動との調和を充分に図る必要

があるから、人が社会生活において他者から内心の静穏な感情を害され精神的苦痛を受け

ることがあっても、一定の限度では甘受すべきものというべきではあるが、社会通念上そ

の限度を超えるものについては人格的な利益として法的に保護すべき場合があり、それに

対する侵害があれば、その侵害の態様、程度いかんによっては、不法行為が成立する余地

があるものと解すべきである。」と判示している。 
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区と指摘する情報による人格権の侵害の有無を検討する際、有用な

権利・利益として捉えることが可能であると考えられる。 

また、肖像権の内実を実質的に検討する際、非公知性の要件（前項

(ｳ)ａ参照）との関係などから、保護法益として前項(ｳ)のプライバ

シーを正面から捉え難い場合など、個別具体的な事案に基づき保護

法益を想定する際にも、有用となる権利・利益であると考えられる

（後記(ｵ)参照）。 

ｂ 不法行為法上の違法の判断基準 

不法行為法上の違法の有無は、社会通念上受忍すべき限度を超えた

精神的苦痛が生じたかどうかにより判断すべきであると考えられる（前

掲最判平成元年１２月２１日）。 

 

【参考】前掲最判平成元年１２月２１日（抜粋） 

 
上告人の本件配布行為ののち、被上告人らの中には、電話、葉書、スピー

カーによる嫌がらせや非難攻撃を繰り返し受け、家族に対してまで非難の宣

伝をされた者があり、その余の者も右事実を知り同様の攻撃等を受けるので

はないかと落ち着かない気持ちで毎日を送ったことは前示のとおりである。

被上告人らの社会的地位及び当時の状況等にかんがみると、現実に右攻撃等

を受けた被上告人らの精神的苦痛が社会通念上受忍すべき限度内にあるとい

うことはできず、その余の被上告人らの精神的苦痛も、その性質及び程度にお

いて、右攻撃等を受けた被上告人らのそれと実質的な差異はないというべき

ところ、原審が適法に確定したところによると、被上告人らの氏名・住所・電

話番号等を個別的に記載した本件ビラを大量に配布すれば右のような事態が

発生することを上告人において予見していたか又は予見しなかったことに過

失がある、というのであるから、被上告人らは上告人の本件配布行為に起因し

て私生活の平穏などの人格的利益を違法に侵害されたものというべきであ

り、上告人はこれにつき不法行為責任を免れないといわざるを得ない。 

 

ｃ 削除に係る差止請求権の判断基準 

私生活の平穏の侵害を理由とするインターネット上の投稿の削除請

求の判断基準に関しては、前項ｂの不法行為法上の違法の判断基準に

より、違法な私生活の平穏の侵害であると認められる場合、私生活の平

穏に基づく差止請求による当該投稿の削除が認められると考えられ

る。 

なお、仮処分と本案訴訟とで、削除の実体的要件は異ならないと考え

られる。 

 

(ｵ) 肖像権 

ａ 意義   

いわゆる肖像権に関しては、判例により、「みだりに自己の容ぼう等

を撮影されないということについて法律上保護されるべき人格的利益」
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「自己の容ぼう等を撮影された写真をみだりに公表されない人格的利

益」などとして、その保護が認められている（最判平成１７年１１月１

０日民集５９巻９号２４２８頁（以下「平成１７年判例」という。）

等）。 

もっとも、肖像権の保護法益は、事案や場面によって様々であり、イ

ンターネット上に投稿された肖像の削除の可否を検討する際には、具

体的な事例ごとに、当該肖像の投稿の内容や態様等から、投稿の趣旨

や文脈をよく把握し、具体的にいかなる保護法益の侵害が問題となっ

ているかを特定していくことが必要である40。    

 

【参考】平成１７年判例（抜粋） 

 
人は、みだりに自己の容ぼう等を撮影されないということについて法律上

保護されるべき人格的利益を有する（最高裁昭和４０年（あ）第１１８７号同

４４年１２月２４日大法廷判決・刑集２３巻１２号１６２５頁参照）。 

（中略） 

また、人は、自己の容ぼう等を撮影された写真をみだりに公表されない人格

的利益も有すると解するのが相当・・・ 

（中略） 

・・・人は、自己の容ぼう等を描写したイラスト画についても、これをみだ

りに公表されない人格的利益を有すると解するのが相当である。 

 

【参考】最判平成２４年２月２日民集６６巻２号８９頁（抜粋）41 

 
人の氏名、肖像等（以下、併せて「肖像等」という。）は、個人の人格の象

徴であるから、当該個人は、人格権に由来するものとして、これをみだりに利

用されない権利を有すると解される（氏名につき、最高裁昭和５８年（オ）第

１３１１号同６３年２月１６日第三小法廷判決・民集４２巻２号２７頁、肖像

につき、最高裁昭和４０年（あ）第１１８７号同４４年１２月２４日大法廷判

決・刑集２３巻１２号１６２５頁、最高裁平成１５年（受）第２８１号同１７

年１１月１０日第一小法廷判決・民集５９巻９号２４２８頁各参照）。 

 

ｂ 不法行為法上の違法の判断基準 

(a) 保護法益がプライバシー、名誉感情、私生活の平穏である場合 

 
40 なお、本検討会において肖像権として検討する対象にパブリシティ権は含まない。 
41 この判例は、パブリシティ権の侵害の有無が問題となったものであるが、最高裁調査官

の解説では、この判例は「人の肖像等は、個人の人格の象徴であるから、当該個人は、人格

権に由来するものとしてこれをみだりに利用されない権利を有するとして、「肖像権」とい

う権利を正面から認めるに至っている」、「パブリシティ権と同様に、氏名権についても排

他的な権利としてこれを確認するとともに、併せて肖像権についても排他的な権利として

これを初めて承認したものと解される」とされている（中島基至「判解」最判解民事篇平成

２４年度（上）〔１月～２月分〕１８頁、２７－２８頁）。 
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javascript:void(0);
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前項ａの視点に基づく検討を経て、問題となる保護法益として、プ

ライバシー、名誉感情、私生活の平穏といった実務上比較的その内実

が明確な保護法益を特定できた場合には、それぞれの性質を踏まえ

て、不法行為法上の違法ないし肖像権に基づく差止めによる削除の

一般的な判断基準を検討するべきである。 

この検討を行う際には、平成１７年判例の基準、すなわち、被撮影

者の社会的地位、撮影された被撮影者の活動内容、撮影の場所、撮影

の目的、撮影の態様、撮影の必要性等、事案に応じて適切な事情を総

合考慮して、被撮影者のみだりに自己の容ぼう等を撮影されない人

格的利益の侵害が社会生活上受忍の限度を超えるかどうかにより人

の容ぼう等の撮影行為の違法性を判断し、また、撮影が違法と評価さ

れる場合には、その容ぼう等が撮影された写真や動画（以下「写真等」

という。）を公表する行為は、被撮影者の自己の容ぼう等を撮影され

た写真等をみだりに公表されない人格的利益を侵害するものとして

違法となるという判断基準を出発点とすることが考えられる。 

また、容ぼう等の撮影行為が違法とは認められない場合でも、その

公表行為について、平成１７年判例を踏まえ、被撮影者の社会的地位、

撮影された被撮影者の活動内容、撮影の場所、公表の目的、公表の態

様、公表の必要性等、事案に応じて適切な事情を総合考慮して、被撮

影者の自己の容ぼう等を撮影された写真等をみだりに公表されない

人格的利益の侵害が社会生活上受忍の限度を超えるかどうかという

判断基準を出発点として、公表行為自体の違法性の有無を検討する

ことが考えられる。  

以上を踏まえると、例えば、私的な場で撮影された肖像については、

保護法益をプライバシーと捉えた上で、平成１７年判例の考慮要素

を踏まえつつ、公共性がない場合には、特段の事情がない限り、社会

生活上受忍の限度を超えるものであるとすることが考えられる。ま

た、公的な場で撮影された写真については、その内容や公開の態様等

が侮辱的なものであれば、保護法益を名誉感情と捉えた上で、平成１

７年判例の考慮要素を踏まえつつ、侮辱の程度が社会生活上受忍の

限度を超えたものかどうかを検討することなどが考えられる。 

 (b) 保護法益を特定できない場合 

侮辱等の趣旨も伴わない単なる「なりすまし」による投稿に公の場

で撮影された写真等が用いられた場合など、必ずしも、プライバシー

や名誉感情、私生活の平穏といった前項(a)に掲げた保護法益に、直

ちには引きつけて考えることのできない被害事例も少なからずある。 

そのような場合であっても、肖像を無断に利用された者として、と

りわけ通常の一般の私人を想定すると、その者が、精神的苦痛を被っ

ていることを理由に、その写真等の削除を求めたいと考えることは

あり得、これを肖像権により保護すべき場合もあり得る。 

この場合にも、前項(a)の平成１７年判例の基準を出発点として、
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社会生活上受忍の限度を超えるかどうかを判断していくこととなる。 

 

【参考】平成１７年判例（抜粋） 
 

ある者の容ぼう等をその承諾なく撮影することが不法行為法上違法となる

かどうかは、被撮影者の社会的地位、撮影された被撮影者の活動内容、撮影の

場所、撮影の目的、撮影の態様、撮影の必要性等を総合考慮して、被撮影者の

上記人格的利益の侵害が社会生活上受忍の限度を超えるものといえるかどう

かを判断して決すべきである。 

（中略） 

人の容ぼう等の撮影が違法と評価される場合には、その容ぼう等が撮影さ

れた写真を公表する行為は、被撮影者の上記人格的利益を侵害するものとし

て、違法性を有するものというべきである。 

（中略） 

人は、自己の容ぼう等を描写したイラスト画についても、これをみだりに公

表されない人格的利益を有すると解するのが相当である。…（中略）…本件イ

ラスト画のうち上段のものは、前記のとおり、被上告人が手錠、腰縄により身

体の拘束を受けている状態が描かれたものであり、そのような表現内容のイ

ラスト画を公表する行為は、被上告人を侮辱し、被上告人の名誉感情を侵害す

るものというべきであり、同イラスト画を、本件第２記事に組み込み、本件写

真週刊誌に掲載して公表した行為は、社会生活上受忍すべき限度を超えて、被

上告人の人格的利益を侵害するものであり、不法行為法上違法と評価すべき

である。 

 

ｃ 削除に係る差止請求権の判断基準 

肖像権侵害を理由とするインターネット上の投稿の削除請求の判断

基準に関しては、前項ｂの不法行為法上の違法の考え方により、違法な

肖像権侵害であると認められる場合、肖像権に基づく差止請求による

当該投稿の削除が認められると考えられる。 

なお、仮処分と本案訴訟とで、削除の実体的要件は異ならないと考え

られる。 

ｄ 肖像権に関するその他の論点 

(a) 自ら投稿した肖像が無断転載された場合 

自らインターネットに投稿した肖像の写真等が無断転載される場

合がある。こうした被害事例に関しては、自らインターネット上に公

開した顔写真であることを理由に肖像権の侵害を否定した裁判例が

あるほか42、写真の内容を認識した上で自ら公表している以上、肖像

権侵害が成立することは考えにくいとの指摘もなされている43。 

しかしながら、このような場合であっても、自らがその肖像の写真

 
42 大阪地判平成２８年２月８日判時２３１３号７４頁。 
43 関述之＝小川直人編著『インターネット関係仮処分の実務』（きんざい、２０１８年）

１０９頁。 
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等を投稿していたことそれ自体をもって、肖像権を放棄した、あるい

は、転載の承諾を与えたものと評価すべきではないと考えられる。 

その上で、このような場合には、まず、自らがインターネット上に

肖像の写真等を投稿した際の趣旨や文脈を見て、それにより、肖像権

の放棄や転載の承諾の有無や、これが有るとされた場合のその趣旨

や範囲を特定し、次に、転載先の掲載の趣旨や文脈を見て、転載がそ

の放棄や承諾の趣旨や範囲に収まるものかどうかを判断するのが適

切である。 

(b) 被撮影者の同定の要否とその程度 

肖像の写真等が無断で使用されたという被害事例においては、写

真等の顔の部分が加工されていたり、写りが不鮮明であるとか、そも

そも顔が映っていないといった事情により、被撮影者本人には自分

の肖像の写真等であると認識できるものの、一般の閲覧者には被撮

影者が誰かを認識又は推知することが困難である場合がある。 

こうした事例における肖像権侵害の成否に当たっては、被撮影者

の同定が可能であることが必要か、またどの程度同定されることを

要するかが論点となり得る。 

この点については、前記第３の１⑵イ(ｵ)ａのとおり、肖像権の保

護法益は多様であることから、保護法益の性質に応じて、同定の要否

や程度は異なり得ると考えられる。 

例えば、プライバシーの観点から見ると、プライバシーの侵害につ

いては対象者の同定が必要であると考えられることから、自身の肖

像であると同定できないのであれば、実質的にはプライバシーの侵

害があるとはいえないとして、肖像権の侵害が否定されるというこ

とも考えられる。 

一方、ほかの人が見てもそれが誰なのか分からないといった場合

であっても、名誉感情や私生活の平穏などの観点からは、これらの権

利・利益については対象者の同定が必ずしも必要とされないことか

ら、客観的に被害者の肖像等の写真等であると認められるときは、肖

像権の侵害が肯定され、当該投稿の削除を請求し得る場合も十分に

有り得ると考えられる44。 

(c) スポーツ選手等に対する盗撮、撮影した写真や動画の投稿等 

 
44 例えば、写真等の顔の部分が加工されており、一般の閲覧者には被害者を同定できない

が、被害者を揶揄する意図や態様で加工が行われて公表されていると認められるような場

合には、名誉感情の保護法益を侵害するものとして、肖像権侵害が認められ得ると考えられ

る。また、顔が映っておらず、一般の閲覧者には被害者を同定できないが、写真等の内容が

被害者の身体の性的な部分を殊更に写したものである場合には、それがインターネット上

に投稿され、拡散等することにより被害者が強い羞恥心や不安感等を覚えるものであるこ

とから、プライバシーという保護法益の侵害が認められるかどうかはともかく、私生活の平

穏という保護法益が侵害されたものとして、肖像権侵害が認められることも有り得るもの

と考えられる。 



 

40 

 

近時、スポーツ選手が、競技場等で、盗撮されたり、撮影された写

真や動画を性的な目的でインターネット上に拡散されたりすると

いった被害を受けるという問題が深刻化している。この問題を肖像

権の観点から見るとすれば、自己の肖像を性的な目的で撮影され、あ

るいは性的な文脈で用いられることが肖像権を侵害することになる

かどうかという問題であると理解することができる。このような理

解に立つと、この問題は必ずしもスポーツ選手に限られるものでは

なく、例えば、女子中高生の日常の体操着姿や制服姿を撮影した肖像

の写真が性的な文脈で用いられるといった場合も同様に肖像権の問

題となると考えることができる。 

こうした事例における肖像権の侵害に関する判断基準や判断の方

法は、前記第３の１⑵イ(ｵ)ｂの考え方と異なるものではなく、性的

な趣旨や文脈で撮影され、あるいは投稿がされていると評価できる

ケースについては、名誉感情、私生活の平穏等の保護法益が社会生活

上受忍の限度を超えて侵害されているものとして不法行為法上の違

法や肖像権に基づく差止めによる削除が認められ得るものと考えら

れる。  

もっとも、必ずしも性的な趣旨や文脈による撮影又は投稿である

と直ちには評価しきれない場合も少なくない。このような場合にお

いては、スポーツ選手等が見る者によっては性的な関心を呼びやす

い衣服等で競技に臨まざるを得ない状況を踏まえ、その投稿や投稿

されているウェブサイトが暗に性的な関心を煽るものとなっていな

いかどうか、対象者が未成年者であって保護の必要性が高いかどう

かなどの事情を考慮し、肖像権と表現の自由のバランスに配慮しつ

つ、肖像権の侵害を認めることができるかどうかについて、今後、更

なる検討を行う必要がある。 

なお、プロバイダ等においては、必ずしも違法であると評価しきれ

ないものであっても、上記の視点をも踏まえ、積極的な検討や対応が

求められる課題であると考えられる。 

 

(ｶ) 氏名権 

ａ 意義 

氏名は、その個人の人格の象徴であり、人格権の一内容を構成する

ものであるから、人は、その氏名を他人に冒用されない権利を有する

ものと解されている（最判昭和６３年２月１６日民集４２巻２号２

７頁）。 

この氏名を冒用されない権利のほかにも、氏名権と呼ばれる権利

には、氏名を正確に呼称・表記される人格的利益（前掲最判昭和６３

年２月１６日参照）や、氏名を表示するかどうかを決定する利益（仙

台地判平成７年１２月７日判タ９０１号１５３頁、大阪地判平成８

年７月１７日判タ９２９号１７６頁）などがある。もっとも、イン
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ターネット上における氏名に関する投稿による被害事例については、

氏名を冒用されない権利の侵害が問題となる場合のほかは、名誉権

や名誉感情等の人格権の侵害の問題として捉えれば足り、氏名を正

確に呼称・表記される人格的利益等の氏名権の侵害を検討する実益

がある場合は少ないものと考えられる。そこで、以下では、氏名を冒

用されない権利（以下「氏名権」といった場合には、氏名を冒用され

ない権利のみを指す。）に関する整理を行う。 

ｂ 不法行為法上の違法の判断基準 

(a) 人格の混同が生じる場合 

インターネット上の投稿について、氏名が冒用されたことによ

り、人格の混同が生じた場合には、通常、私生活の平穏等の氏名権

の保護法益としての人格的利益が侵害されていると考えられるか

ら、原則として違法な氏名権の侵害であると考えることができる。 

(b) 人格の混同が生じない場合 

人格の混同が生じない場合でも、各種の事情を総合考慮して、氏

名の冒用行為による被害者の精神的苦痛の程度が受忍限度を超え

るときには、違法な人格的利益の侵害が認められるものとして、氏

名権の侵害を認めることが考えられる。例えば、有名人の氏名での

投稿が多数回繰り返されていて、被冒用者に精神的苦痛が生じて

いる場合、それが受忍限度を超えているときは氏名権の侵害が認

められることとなる。 

なお、この点については、氏名の冒用が受忍限度を超えるような

精神的苦痛を与える程度にまで至っているという状況から見て、人

格の混同も少なからず生じているものと評価して、氏名権の侵害を

認めるという考え方もある。 

ｃ 削除に係る差止請求権の判断基準 

氏名権侵害を理由とするインターネット上の投稿の削除請求の判

断基準に関しては、前項ｂの不法行為法上の違法の考え方により、違

法な氏名権侵害であると認められる場合、氏名権に基づく差止請求に

よる当該投稿の削除が認められると考えられる。 

なお、仮処分と本案訴訟とで、削除の実体的要件は異ならないと考

えられる。 

ｄ なりすまし行為との関係 

いわゆる「なりすまし」行為との関係については、後記２⑵イ及び

同⑷を参照。 

 

(ｷ) その他の人格権又は人格的利益 

ここまでに掲げた人格権のほかにも、インターネット上の誹謗中傷

の投稿により侵害され得るものとしては、氏名及び出自・国籍を第三
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者に正しく認識してもらう人格的利益45や、遺族の敬愛追慕の情46など

を挙げることができる（なお、いわゆる「アイデンティティ権」につい

ては、後記２⑸を参照。）。 

 

２ ＳＮＳ等における「なりすまし」 

 

 ⑴ 問題の所在 

実在する他人の氏名を冒用するなどしてＳＮＳ等のアカウントを作成

し、当該アカウント上で投稿を行うことで、あたかもその者がアカウント

を開設して投稿を行っているかのような外観が作出されることがある。

このような行為は、一般に、「なりすまし」と呼ばれている47。 

「なりすまし」は、近時、特に、ＳＮＳ等においてアカウントを作成し

て行われる場合が問題になっているが、アカウントの作成を伴わず、電子

掲示板等において、投稿者名に実在する他人の氏名を冒用するなどして

行われる場合もある。こうした「なりすまし」て行われる投稿（以下「な

りすまし投稿」という。）は、「なりすま」された者（以下「対象者」と

いう。）の人格の同一性に混同を生じさせるなどの被害をもたらすもので

ある。 

以下では、こうした「なりすまし」行為による人格権侵害の法律構成等

について整理を行う48。 

 

⑵ 基本的な考え方 

ア なりすまし投稿による人格権侵害 

なりすまし投稿がなされたことそれ自体をもって、直ちに違法な人

格権侵害であると評価できるものではなく(なお、アイデンティティ権

については、後記⑸参照。)、なりすまし投稿が名誉権、名誉感情、プ

ライバシー、私生活の平穏等の人格権を侵害するものであると認めら

れる場合に、不法行為法上の違法や差止めによる削除が認められ得る

 
45 仙台地判平成３０年７月９日 D1-Law２８２６３３２６。この裁判例ではインターネット

上の投稿の削除が認められている。 
46 東京高判昭和５４年３月１４日判タ３８７号６３頁、東京地判平成２３年６月１５日判

時２１２３号４７頁等。 
47 その投稿の閲覧者において、投稿した主体が「なりすま」された者であると認識する場

合（以下「なりますしが成功した場合」という。）と、投稿した主体は「なりすま」された

者ではなく、第三者が「なりすまし」て行ったものであると認識する場合（以下「なりすま

しが失敗した場合」という。）とがあるが、ここでは、いずれの場合も「なりすまし」と呼

称している。 
48 なお、以下の整理は、裁判実務を念頭に、対象者に対する下記⑶及び⑷の人格権の侵害が

あるかどうかというアプローチを前提とするものである。これに対し、プロバイダ等の事業

者において、対象者に対する前記の人格権侵害があるかどうかにかかわらず、なりすまし行

為そのものを重く見て、約款やその解釈に基づき、なりすまし行為が認められた以上は、ア

カウントの凍結や当該投稿の削除をするとの判断を行うことは当然可能である。 
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ものであると考えられる。 

これらの人格権の侵害が認められる場合における違法性の判断基準

や、差止めによる削除の判断基準については、前記第３の１で整理した

とおりである。 

イ なりすます手段による人格権侵害 

なりすましを行うためには、氏名や肖像等のなりすます対象者を特

定する情報が用いられる。こうしたなりすましの手段として本人を特

定する情報がインターネット上に投稿されることによって、人格権が

侵害される場合がある。 

 

⑶ なりすまし投稿による人格権の侵害(名誉権､名誉感情､プライバシー､

私生活の平穏) 

 ア 名誉権 

事実を摘示して行われる名誉毀損は、通常、投稿の内容が示す対象者

に関する事実が対象者の社会的評価を低下させるものであることによ

り成立するものである。なりすまし投稿についても、投稿の内容が対象

者に関する事実を示すものであり、当該事実が対象者の社会的評価を

低下させるものであれば、名誉毀損が成立し得ることには、特段問題が

ないものと考えられる。 

他方で、なりすまし投稿による被害事例については、第三者を誹謗中

傷する投稿など、なりすまし投稿の内容自体は対象者に関する事実を

示すものではないが、対象者にとっては、そのような投稿を自分がして

いると認識されてしまうことで精神的苦痛を被るというものも見られ

るところである。この場合、投稿の内容自体は対象者の社会的評価を低

下させるものではないため、なりすまし投稿であるという性質を踏ま

えた場合に名誉毀損が認められるのかどうかが問題となる。 

なりまし投稿による名誉毀損に関する裁判例を見ると、なりすまし

投稿による名誉毀損については、なりすましが成功した場合となりす

ましが失敗した場合とに分けた上で、以下の(ｱ)及び(ｲ)のように摘示

事実や社会的評価の低下を判断することができると考えられる。この

ような判断の仕方をする場合、前記のなりすまし投稿に特有の被害事

例については、(ｱ)ｂの考え方に基づいて検討することで、名誉毀損の

成立が認められ得ることとなる。このように、なりすまし投稿による名

誉毀損の成否を判断する上では、(ｱ)、(ｲ)の考え方を踏まえて、事案に

応じて適切な法律構成を用いるべきである。 

(ｱ) なりすましに成功した場合 

ａ 投稿の内容自体に対象者に関する事実が摘示されている場合 

例えば、自らが社会的評価を低下させる行為を行ったことを告

白する投稿などである。この場合は、その事実が社会的評価を低下

させるものかどうかを検討する。 

ｂ 投稿の内容自体には対象者に関する事実が摘示されていない場
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合 

このような場合でも、なりすましによる投稿をしたことそれ自

体が摘示された事実であると認定することが考えられる。例えば、

対象者の氏名と同一のアカウント名を用いてＳＮＳのアカウント

を開設し、なりすましに成功した上で、そのアカウントで第三者を

誹謗中傷する内容を投稿するといったときには、投稿者がそのよ

うな投稿をする人物であるとの事実を摘示するものであると認定

し、当該事実により社会的評価が低下するかどうかを検討する49。 

(ｲ) なりすましに成功しなかった場合 

結果としてなりすましに成功したとはいえず、第三者による投稿

であると読み取られる場合でも、例えば、対象者について記載した投

稿内容が、対象者本人についての悪印象を殊更増幅するものである

など、対象者についての事実を摘示しているものであると受け止め

られる場合には、社会的評価の低下が認められ得る50。 

 イ 名誉感情 

なりすまし投稿の内容や態様次第では、なりすまし投稿が対象者に

対する侮辱行為であり、名誉感情を侵害するといえる場合があり得る。

名誉感情の侵害が問題となるのは、具体的な事実の摘示を伴わない事

例である場合が多いと考えられるが（前記第３の１⑵イ(ｲ)ａ(b)参照）、

事実の摘示による名誉感情の侵害を問題とする場合において、なりす

まし投稿により摘示された事実を認定する場合には、前項ア(ｱ)及び

(ｲ)を参考に検討することが考えられる。 

 ウ プライバシー 

プライバシーについては、なりすまし投稿がプライバシーに属する

事実を摘示するものであれば、なりすましに成功したかどうかにかか

わらず、当該投稿はプライバシーを侵害するものであると考えられる。 

 エ 私生活の平穏 

 なりすまし投稿により、名誉毀損やプライバシー侵害を認め難い場

合でも、その内容や態様等によっては、私生活の平穏の侵害が認められ

る場合があり得ると考えられる。 

 

⑷ なりすます手段による人格権の侵害（肖像権、氏名権）51 

ア 肖像権 

なりすましにより作成されたＳＮＳ等のアカウントのアイコン画像

やプロフィール画像等に、肖像の写真が無断で使用される場合がある。

 
49 大阪地判平成２９年８月３０日判タ１４４５号２０２頁等。 
50 東京地判平成２８年６月７日 D1-Law２９０１８７８６等。 
51 本検討会においては、なりすましに伴う氏名権や肖像権の侵害は、なりすましの手段と

してではなく、侵害される権利の問題として整理することも可能ではないかとの意見も示

された。 
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このような場合には肖像権の侵害が問題となる。 

この場合の不法行為法上の違法及び差止めによる削除の判断基準は、

前記第３の１⑵イ(ｵ)のとおりであるが、とりわけ一般の私人がなりす

ましの被害者である場合には、通常、正当な目的があるとは考え難く、

なりすましであること自体が社会生活上受忍の限度を超えることを基

礎付ける事情になり得ると考えられる52。 

イ 氏名権 

なりすましに際して、対象者の実名や通称名などがアカウント名等

に用いられることがある。このような場合には、氏名権の侵害が問題と

なる53。 

この場合の不法行為法上の違法及び差止めによる削除の判断基準は、

前記第３の１⑵イ(ｶ)のとおりである。すなわち、アカウント名等に氏

名を用いることでなりすましに成功したときには、人格の混同が生じ

ているといえることから、同(ｶ)ｂ(a)のとおり、氏名を冒用して行われ

た投稿は、通常、私生活の平穏等の氏名権の保護法益としての人格的利

益を侵害するものであり、原則として氏名権を違法に侵害するもので

あると考えられる。他方、なりすましに成功しなかった場合には、人格

の混同が生じているとは考えにくいため、同(ｶ)ｂ(b)のとおり、各種の

事情の総合考慮により氏名権の侵害を判断すべきものと考えられる。 

氏名が冒用されてＳＮＳ等のアカウントが作成されることでなりす

ましが行われた場合において、その冒用行為が氏名権を違法に侵害す

ると認められるときには、冒用された氏名の部分について削除を求め

ることができる。これに対し、当該アカウントにおいて氏名を冒用して

なされた投稿については、氏名を冒用して当該アカウントが作成され

ていることから直ちに当該投稿についても氏名権の違法な侵害であり、

削除することができるということにはならず、これを削除するために

は、別途、当該投稿が名誉権等の人格権を違法に侵害するものであると

いえることが必要であると考えられる。 

 

⑸ いわゆる「アイデンティティ権」について 

 ア 「アイデンティティ権」の意義 

これまでの整理のとおり、なりすまし行為については、なりすます手

段に肖像や氏名が用いられた場合に肖像権や氏名権による救済を、ま

 
52 本検討会においては、一般の私人がなりすましの被害者である場合に、通常、正当な目

的があるとは考えにくく、なりすましであること自体が受忍限度を超えることを基礎付け

る事情になり得ることは、肖像権の侵害の場合に限られるものではないとの意見も示され

た。 
53 氏名の一部が用いられているにとどまる場合など、氏名権の侵害の問題とすることがで

きないなりすまし行為もある（例えば、アルファベット表記により氏名の一部を用いるとと

もに、プロフィール欄に住所等の個人を特定し得る情報を記載することでなりすます場合

などがある。）。 
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た、なりすまし投稿が対象者の社会的評価を低下させたり、プライバ

シーに属する事実を公表するものである場合には名誉権やプライバ

シーによる救済をなし得る。 

しかしながら、氏名や肖像を用いることなくなりすましを行い、また、

なりすまし投稿が社会的評価を低下させたり、プライバシーに属する

事実を公表するものでもないといった事例が見られる54。また、なりす

まし投稿の一部について違法性が認められても、そのアカウント自体

が人格権侵害の意図で維持されているといった事情（後記５⑶ア参照）

までは認め難いといった理由から、アカウントの削除を行うことが困

難な場合もある。 

このような「なりすまし」の事案において、名誉権やプライバシー等

の既存の権利・利益では対処できない空白地帯を救済するための理論

として、「なりすまし」により害される本質的な利益は何であるかとい

う観点から、いわゆる「アイデンティティ権」という権利が主張されて

いる55。ここで、「アイデンティティ権」とは、他者との関係において

人格的同一性を保持する利益であり、あるいは、人格の同一性を保持し、

社会生活における人格的生存に不可欠な権利であって、憲法第１３条

後段が規定する幸福追求権又は人格権により導き出されるものである

とされる56。 

「アイデンティティ権」という法律構成の利点として、「なりすまし」

行為の一部を取り出した法律構成では、当該対象部分については削除

可能だが、その他の部分については違法性の主張をすることができず、

その結果削除することができないこととなるのに対し、「なりすまし」

行為の全体を「アイデンティティ権」の侵害と構成すれば、個々の投稿

行為が名誉権等を侵害していなくても全体として違法と評価でき、ア

カウント全体の削除が可能となることなどが主張されている57。 

イ 「アイデンティティ権」による救済の可否 

裁判例を見ると、「アイデンティティ権」が不法行為法上保護される

法的利益になり得ることを認めたものがあるが58、現時点では、「アイ

 
54 例えば、氏名の一部のみが冒用されるなどし、氏名権の侵害があるとまでは評価しきれ

ない場合で、かつ、投稿の内容はニュートラル、あるいはむしろ本人の社会的地位を向上さ

せるようなもので、その名誉やプライバシー等を侵害するとまではいえないが、そのような

投稿が多数回繰り返され、なりすまされた本人にとっては精神的苦痛を感じるといった場

合があり得る。 
55 中澤佑一『インターネットにおける誹謗中傷法的対策マニュアル（第３版）』（中央経済

社、２０１９年）７３頁。 
56 プロバイダ責任制限法実務研究会『最新 プロバイダ責任制限法判例集』（ＬＡＢＯ、２

０１６年）９６－９８頁。 
57 中澤・前掲注５５）７５頁。 
58 大阪地判平成２８年２月８日判時２３１３号７３頁、大阪地判平成２９年８月３０日

判タ１４４５号２０２頁。 
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デンティティ権」の侵害による不法行為の成立や、インターネット上の

投稿等の削除を認めた裁判例は見当たらない状況にある。 

こうした裁判例の状況等を踏まえると、現時点において、「アイデン

ティティ権」は、名誉権、名誉感情、プライバシー、私生活の平穏、更

には肖像権や氏名権といった裁判規範性のある権利・利益の背後にあ

る理念的な権利として認めることができるが、それ自体として裁判規

範性を有するものとはいえず、「アイデンティティ権」の侵害を理由と

して法的救済を求めることはできないと考えられる。 

したがって、なりすまし行為による人格権の違法な侵害があるとし

て救済を認めるためには、単になりすまされたというだけでは足りず、

裁判規範性を有する人格権が違法に侵害されたことが必要となる。

もっとも、前項アの２段落目に挙げた事例のように、なりすましの手段

による氏名権や肖像権の侵害が認められず、なりすまし投稿が名誉や

プライバシーを侵害するものではない場合でも、内容及び態様等に

よっては、私生活の平穏の侵害を認めることができる場合もあり得る

と考えられる。 

 

３ インターネット上の表現行為の特徴に関する法的諸問題 

 

⑴ 対象者の同定や摘示された事実の認定に関し、どの範囲の情報を考慮

することができるか 

ア 問題の所在 

人の社会的評価を低下させる事実やプライバシーに属する事実が公

表されている場合において、名誉毀損やプライバシー侵害が成立する

ためには、その事実の帰属主体が推知できるものであること（対象者の

同定）が必要である（前掲最判平成１５年３月１４日参照）。 

この点、インターネット上の投稿は、簡素な短文であることや、伏せ

字等が用いられているなどといった事情から、当該投稿のみでは、文意

が判然とせず、誰について言及したものなのか（対象者の同定）や、ど

のような事実を述べたものなのか（摘示事実）が明らかでないものが少

なくない。そのため、投稿の対象者や摘示事実をどのように認定すべき

かが実務上重要な問題となる。 

以下では、こうした対象者の同定や摘示事実の認定の在り方につい

て整理を行う。 

イ 対象者の同定及び摘示事実の認定に関する基本的な考え方 

名誉毀損に関し、ある投稿により摘示された事実がどのようなもの

であるかは、一般の読者の普通の注意と読み方を基準として判断され

る（最判平成１５年１０月１６日民集５７巻９号１０７５頁参照）。し

たがって、名誉毀損の場合、対象者の同定や摘示事実の認定は、一般の

読者の普通の注意と読み方を基準として判断すべきであると考えられ

る。 
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このことは、プライバシーの侵害の場合においても同様であると考

えられる。 

また、名誉感情の侵害については、前記第３の１⑵イ(ｲ)ａ(b)のとお

り、その読者によって対象者が推知（同定）されることは、名誉感情の

侵害が成立するために必要ではないものの、事実の摘示による名誉感

情の侵害を検討する場合には（前記第３の２⑶イも参照）、摘示事実の

認定に関し、同様に考えることができる。 

ウ 具体的な考え方 

(ｱ) 対象者の同定や摘示事実の認定に当たり、考慮するかどうかが問

題となる情報としては、 

① 電子掲示板のスレッドのタイトル等 

② 電子掲示板の同一スレッド内の前後の投稿 

③ 電子掲示板の関連する別のスレッド内の投稿や関連するブログ

記事等 

④ ＳＮＳにおける他の投稿等 

⑤ ハイパーリンク先の記事 

⑥ 検索エンジンで検索することにより得られる情報 

などが考えられる。 

これらの情報を対象者の同定や摘示事実の認定に当たり考慮する

ことができるかどうかは、これらの情報の性質を踏まえ、個別具体的

な事実関係の下で、一般の読者の普通の注意と読み方によれば、これ

らの情報を参照するものかどうかを検討して決すべきであると考え

られる。 

例えば、電子掲示板のスレッドやブログ記事等のインターネット

上の記事のタイトル（①）や、電子掲示板の同一のスレッド内の前の

投稿（②）は、スレッド内の投稿や記事の内容を読む上で参照される

のが通常であると考えられるから、これらを参照するとはいえない

ことをうかがわせる事情がない限り、対象者の同定や摘示事実の認

定の際に考慮することができると考えられる59。 

また、ハイパーリンク先のウェブページの内容（⑤）についても、

対象者の同定に関しては60、通常参照されるものであると考えられ、

 
59 電子掲示板のスレッドやブログ記事等のインターネット上の記事のタイトルを考慮する

裁判例として、東京地判令和２年１１月２７日 D1-Law２９０６１９７０、東京地判令和２

年１０月１２日 D1-Law２９０６１２９８、東京地判令和２年１０月１４日 D1-Law２９０６

１５６５、東京地判平成２９年９月１４日 D1-Law２９０３１８３１など多数の裁判例があ

る。電子掲示板の同一のスレッド内の前の投稿を考慮する裁判例として、東京地判平成２９

年１０月３１日 D1-Law２９０３７９４３、東京地判令和２年９月２５日 D1-Law２９０６１

１４１、東京地判令和元年１２月３日 D1-Law２９０５８６４１など多数の裁判例がある。 
60 ハイパーリンク先のウェブページに人格権を侵害する情報がある場合に、当該ハイパー

リンクを設定した投稿が人格権を侵害するかどうかについては、一般の読者の普通の注意

と読み方のみによって判断されるべきものではないと考えられる。この点の考え方につい
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具体的な事情を踏まえて、一般の読者がリンク先のウェブページを

閲覧するとはいえないような場合でない限り、これを考慮すること

ができると考えられる61。 

さらに、検索エンジンで検索することにより得られる情報（⑥）も、

検索エンジンによる情報収集が広く普及していることからすると、

対象者の同定に当たり、検索エンジンの検索により容易に得られる

情報については考慮することができると考えられる6263。 

なお、これらの情報を考慮することができる場合に、当該情報によ

り対象者が同定されるといえるかどうかも、一般の読者の普通の注

意と読み方を基準として判断すべきであると考えられる。 

(ｲ) 前項②の電子掲示板の同一スレッド内の後の投稿については、投

稿当時には存在しなかった事後的に生じた事情であるため、これを

考慮することが許されるのかどうかという問題がある64。 

 
ては、後記⑶オを参照。 
61 対象者の同定に関し、ハイパーリンク先のウェブページの内容を考慮する裁判例として、

東京地判平成２８年８月２日 D1-Law２９０１９７２７、東京地判令和２年１１月２４日 D1-

Law２９０６１７８７、東京地判令和２年１０月３０日 D1-Law２９０６１６５５など多数の

裁判例がある。これに対し、具体的な事情を踏まえて、一般の閲覧者がハイパーリンク先の

記事を閲覧するといえない場合に、ハイパーリンク先の記事の内容を考慮することを否定

する裁判例として、東京地判令和２年１月２１日 D1-Law２９０５８６５８、東京地判令和

２年１月１６日 D1-Law２９０５８９９０などがある。 
62 検索エンジンで検索することにより表示される情報等を考慮する裁判例として、東京地

判平成３０年７月６日 D1-Law２９０５５２２５、東京地判令和２年１０月２９日 D1-Law２

９０６１４１０、東京地判令和２年１０月１５日 D1-Law２９０６１４０１、東京地判令和

２年９月２９日 D1-Law２９０６１１９７など多数の裁判例がある。 
63 これらのほかに、電子掲示板の関連する別のスレッド内の投稿や関連するブログ記事等

（③）を考慮する裁判例として、岡山地判平成２６年４月２４日 D1-Law２８２２２３７３、

東京地判平成２９年３月２７日 D1-Law２９０４６３２９、東京地判令和元年１１月７日 D1-

Law２９０５７９４０、東京地判平成２８年９月２９日 D1-Law２９０２０２２７、東京地判

平成２８年 1 月２５日 D1-Law２９０１６２８６など多数の裁判例があり、他方で、具体的

な事実関係を踏まえ、他のスレッドの内容を考慮することを否定する裁判例として、東京地

判平成３０年６月１５日 D1-Law２９０５０６２４などがある。また、ＳＮＳにおける他の

投稿等（④）を考慮する裁判例として、東京高判平成２７年７月３０日判例秘書 L０７０２

０３２７、東京地判令和２年１１月１６日 D1-Law２９０６１７０４、東京地判令和２年２

月４日 D1-Law２９０５９１８２、東京地判平成３０年２月１９日 D1-Law２９０４８３５０

など多数の裁判例があり、他方で、他の投稿との具体的な関係を踏まえ、他の投稿を考慮す

ることを否定した裁判例として、東京地判令和２年１１月１４日 D1-Law２９０６１９８９

などがある。 
64 例えば、東京地判令和２年８月１２日 D1-Law２９０６０７８４は、「当該投稿後の他の

投稿まで考慮すると、投稿者が他者の権利を侵害しないように注意を払い、対象が特定され

ないように投稿しても、その後の第三者の投稿によって遡及的に違法な投稿として責任を

追及されるおそれが生じることになり、インターネット上の掲示板への投稿に対する萎縮

効果が生じ、表現の自由を不当に制約することになる」として、主に行為責任（損害賠償責
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後の投稿がなければ対象者の同定や摘示事実の認定ができない以

上、投稿当時には、違法に権利を侵害するものであったということは

できない。しかしながら、後の投稿により、その投稿がなされた後の

読者にとっては、一般の読者の普通の注意と読み方を基準として、対

象者の同定が可能となり、又は、社会的評価を低下させる事実を摘示

するものとなった以上は、投稿者が損害賠償責任を負うかどうかは

ともかく、客観的には違法に権利を侵害するものであり、差止めによ

る削除をなし得るものであると考えられる65。 

 

⑵ まとめサイトをめぐる諸問題 

ア 問題の所在 

インターネット上のウェブサイトの中には、電子掲示板やＳＮＳ上

の投稿等を引用し、編集、加工した記事を公開している、いわゆる「ま

とめサイト」と呼ばれる形態のものがある。 

このまとめサイトにおいて、人格権を侵害する電子掲示板等におけ

る複数の投稿が引用され、更に編集、加工されて１つの記事として公開

されている場合には、その記事が元の電子掲示板上の投稿とは別途独

立して人格権を侵害する行為といえるのかどうかや、まとめサイトの

記事に転載された個々の投稿の部分が人格権を侵害するにすぎないの

か、それともこうした投稿をまとめた記事そのものが人格権を侵害す

るものであるのかといった問題がある。 

イ 基本的な考え方 

電子掲示板やＳＮＳ上の投稿等を引用し、編集や加工を加えて１つ

の記事としてインターネット上に公開する行為は、引用元の投稿等（以

下「元の投稿等」という。）とは独立した表現行為となると考えられる。 

  もっとも、こうした記事を公開するまとめサイトと呼ばれるものに

は様々なものがあり、その表現行為による人格権の侵害の有無につい

ては、問題となるまとめサイトの性質や元の投稿等を引用する趣旨、被

侵害利益の性質等を踏まえた検討が必要である。 

ウ 権利侵害の有無の判断 

例えば、元の投稿等が摘示する事実が名誉を毀損するものであると

しても、引用の趣旨によっては、当該記事が社会的評価を低下させる事

実を摘示するものであるとはいえない場合があると考えられる。他方、

元の投稿等がプライバシーに属する事実を含むものである場合には、

これを引用するまとめサイトの記事はプライバシーを侵害するもので

 
任）が問われることによる表現の自由への影響の観点から、後の投稿を考慮することを否定

している。 
65 発信者情報開示請求の事案であって、差止めの事案ではないが、後の投稿の内容も考慮

して被害者の同定を認めている裁判例として、東京地判平成２９年７月２０日 D1-Law２９

０５０３３１などがある。 
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あると認められると考えられる66。また、肖像権については、問題とな

る保護法益が名誉感情であるときは名誉毀損の場合と同様に、引用の

趣旨によっては、当該記事が侮辱に当たるとはいえない場合があり得

ると考えることができ、他方で、保護法益がプライバシーであるときは

プライバシー侵害の場合と同様に扱うことができると考えられる。 

 

⑶ 転載、リツイート、ハイパーリンク等による権利侵害 

ア 問題の所在 

インターネット上では、転載のほか、リツイートやハイパーリンクの

設定など、他者がなした表現を流通させ、あるいは、その所在を示す

様々な投稿（以下「間接的表現行為」という。67）がなされている。 

こうした間接的表現行為については、第三者が行った人格権を侵害

する表現を流通等させるものである場合に、当該間接的表現行為も人

格権を侵害するものになるのかどうかという問題がある。 

イ 検討の視点 

間接的表現行為による人格権侵害の成否や、差止めによる削除の可

否を検討する上では、下記の点を踏まえて検討を行うべきであると考

えられる。 

(ｱ) 被侵害利益の性質 

人格権侵害の成否に重要な事項は、人格権の性質により様々であ

るから、間接的表現行為による人格権侵害の成否を検討する上では、

被侵害利益の性質を考慮する必要がある。 

(ｲ) 間接的表現行為の性質 

間接的表現行為の性質については、①情報を拡散するために行わ

れるものと、情報の所在を示すために行われるにすぎないものに分

けられるという考え方と、②情報の所在を示すものであっても、それ

により情報が拡散するものでもあるから、情報の所在を示すことと、

情報を拡散することとを厳密に区別することはできないという考え

方がある。 

ある間接的表現行為が情報の所在を示すにすぎないものであると

考える場合には、当該情報は名誉を毀損し、又はプライバシーを侵害

するものであっても、その間接的表現行為は当該情報それ自体を示

 
66 なお、まとめサイトの記事によるプライバシーの侵害があるかどうかについて述べたも

のであり、違法性があるかどうかについてまで述べたものではない。まとめサイトの記事が

プライバシーを侵害すると認められても、そのことから直ちに違法性までもが認められて

その削除等がなし得ることになるものではなく、別途、当該記事の公共性の有無等を考慮し

て比較衡量により違法性の有無が検討されるべきことは、前記第３の１⑵イ(ｳ)ｂからｄま

でに記載したとおりである。 
67 飽くまで、こうした様々な投稿を総称する名称として「間接的表現行為」との呼称を用

いたにすぎず、他者がなした表現を間接的にではあるが表現する行為であるなどといった

実質的な意味を込めたものではない。 
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すものではないため、名誉を毀損し、又はプライバシーを侵害するも

のではないと考える余地があることになる。 

(ｳ) 間接的表現行為の意図、趣旨 

被侵害利益の性質（前記(ｱ)）や間接的表現行為の性質（前記(ｲ)）

次第では、削除の場合においても、一定の意図や趣旨で間接的表現行

為を行ったという行為者の主観的態様が、主観的違法要素として考

慮される場合があり得ると考えられる。 

(ｴ) 読者の認識 

表現行為による人格権の侵害を検討する以上、その読者が当該表

現行為をどのように認識し、理解するのかということを考慮する必

要がある。 

(ｵ) 不法行為と差止めの違い 

 間接的表現行為による人格権侵害の不法行為責任の成立範囲が広

がると、萎縮効果を含む表現の自由への影響が大きくなる。このよう

な観点からは、前記(ｳ)の一定の意図や趣旨で間接的表現行為を行っ

たことを主観的違法要素として要求することで、人格権侵害の成立

範囲を限定することが考えられる。 

他方で、差止めは、不法行為と異なり、表現行為者の行為責任を追

及するものではなく、人格権を侵害するインターネット上の間接的

表現行為の削除を認めることそれ自体によっては、萎縮効果を含む

表現の自由への影響は必ずしも大きくはないと考える場合には68、客

観的に人格権を侵害する状態があると認められるときには、直ちに

不法行為責任が生ずるものではないが、間接的表現行為の意図、趣旨

の如何を問わず、差止めによる削除はなし得ると考えることができ

る。 

ウ 転載 

(ｱ) 転載の性質 

インターネット上では、他者の表現行為をそのまま編集、加工等を

加えずに転載するものが見られる6970。ここでいう転載は、転載元の

表現をそのまま投稿することであるから、名誉を毀損し、又はプライ

バシーを侵害する情報を含む表現を転載する場合、転載した投稿そ

れ自体に、名誉を毀損し、又はプライバシーを侵害する転載元の情報

がそのまま含まれることになる。また、リツイートなどと異なり、転

載元の表現が削除等されても、転載した投稿それ自体を削除等しな

 
68 前記第３の１⑵イ(ｲ)ｃ(c)も参照。 
69 法務省の人権擁護機関に寄せられる相談事例においては、例えば、マスメディアが公表

した犯罪事実に関する報道記事をそのまま転載するものなどがある。 
70 他者の表現行為をそのまま転載するのではなく、その一部を引用した上で自らの意見等

を記載したり、編集や加工を加えて転載するものについては、前記第３の３⑵のまとめサイ

トと同様に考えることができる。 
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い限り、転載元と同様の情報がインターネット上に残存し続けるこ

とになる。 

このような転載行為がいかなる意図で行われるものであるかとい

う点については、①通常は情報を拡散する意図で行われるものであ

るとする考え方と、②通常は情報の所在を示す意図で行われるもの

であるとする考え方とがある。 

(ｲ) 権利侵害の判断の在り方 

ａ 名誉毀損の場合 

前項(ｱ)のとおり、名誉を毀損する情報を含む表現を転載した場

合、転載元の情報がそのまま表示されることになるから、一般の読

者の普通の注意と読み方を基準とすると、特段の事情のない限り、

転載した投稿は、転載元と同様の事実等を示すものであって、名誉

毀損になると考えられる。 

この特段の事情としては、転載した投稿の前後の文脈等の諸事

情から、情報の所在を示す意図で行われたものであり、一般の読者

の普通の注意と読み方を基準としても、情報の所在を示すもので

あって、当該情報の内容そのものを摘示するものではないと認め

られる場合や、転載元の表現内容を批判する趣旨でなされたもの

であって、一般の読者の普通の注意と読み方を基準として対象者

の社会的評価を低下させる印象を与えるものとはいえない場合な

どが考えられる7172。 

ｂ プライバシー侵害の場合 

プライバシーの侵害は、プライバシーに属する事実が公表され

ることによって成立すると考えられる。そして、プライバシーに属

する事実を含む投稿を転載すると、前項(ｱ)のとおり、転載した投

稿において当該事実がそのまま表示されるから、プライバシーに

属する事実を公表するものになるといえる。したがって、転載の意

図や趣旨がいかなるものであるかを問わず、プライバシー侵害が

成立し、転載の意図や趣旨は違法性の判断において考慮され得る

にとどまるものと考えられる。 

エ リツイート、いいね 

(ｱ) リツイート、いいねの性質 

ａ リツイート 

Ｔｗｉｔｔｅｒには、他者のツイートをフォロワーと共有する

 
71 情報の所在を示し、あるいは批判を加える意図や趣旨で行った場合であっても、転載の

態様や前後の文脈等の諸事情から、一般の読者の普通の注意と読み方を基準とすると、転載

元と同様の名誉を毀損する事実や意見を示すものであると認定される場合もあり得る。そ

の場合に、不法行為責任も成立するとしてよいかどうかは、表現の自由への萎縮効果等を踏

まえ、別途検討することが必要な問題であると考えられる。 
72 なお、転載による名誉毀損の成立を認める裁判例として、東京高判平成２５年９月６日

D1-Law２８２１３７１７がある。 
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リツイートと呼ばれる機能73と、リツイートする際に、コメントを

付けたり動画や画像などを追加したりすることができる引用ツ

イートという機能がある74。リツイート（人格権を侵害する情報と

共に元ツイートをリツイートする引用ツイートを除く。75）は、元

ツイートの内容そのものを新たに自身のフォロワーにおいて閲覧

可能な状態に置くものであり、情報を拡散する機能を果たすもの

であって、通常は、情報を拡散する意図で行われるものであると考

えられる。 

ｂ いいね 

ＴｗｉｔｔｅｒやＦａｃｅｂｏｏｋ等のＳＮＳには、「いいね」

という機能がある。例えば、Ｔｗｉｔｔｅｒの「いいね」機能は、

「いいね」をした者のフォロワーのタイムラインに「いいね」をし

た先の投稿を表示させる効果があり、リツイートと同様に情報を

拡散する機能を有している。もっとも、Ｔｗｉｔｔｅｒ社は、「い

いね」について、その対象となる投稿に好意的な気持ちを示すため

に使われるものであると説明しており、公式には、情報を拡散する

ためのツールとしては位置付けられていない。ただし、論理的に

は、「いいね」が好意的な気持ちを示すために使用されることと実

際上情報を拡散する機能を有することとは、両立し得ないもので

はないように思われるところ、その捉え方については、今後、社会

実態上の使用状況等をも含め、更に検討されるべき事柄であると

考えられる。 

他方、Ｆａｃｅｂｏｏｋの「いいね！」機能は、「いいね！」を

した者の友達等のニュースフィードに、「いいね！」をした先の投

稿を表示させる効果はなく、「いいね！」をした先の投稿を閲覧で

きる者において、誰が「いいね！」をしたかを閲覧することができ

るにとどまる76。 

(ｲ) 権利侵害の判断の在り方 

 
73 リツイートは、ハイパーリンクの態様の一つであるインラインリンクに該当する。イン

ラインリンクとは、ユーザーがリンク元に表示されたＵＲＬをクリックする等の行為を行

うことによってリンク先と接続する「通常の方式によるリンク」とは異なり、ユーザーの操

作を介することなく、リンク元のウェブページが立ち上がった時に、自動的にリンク先の

ウェブサイトの画面又はこれを構成するファイルがユーザーの端末に送信されて、リンク

先のウェブサイトがユーザーの端末に自動表示されるように設定されたリンクである（経

済産業省「電子商取引及び情報財取引等に関する準則」（令和２年８月）１５８頁参照。）。 
74 Ｔｗｉｔｔｅｒ，Ｉｎｃ．「リツイートする方法」（https://help.twitter.com/ja/using-

twitter/how-to-retweet） 
75 こうした引用リツイートは、引用リツイートをした者が直接行った表現行為に人格権を

侵害する情報が含まれているため、人格権侵害が成立することに特段の問題はない。 
76 Ｍｅｔａ Ｐｌａｔｆｏｒｍｓ，Ｉｎｃ．「投稿に『いいね！』したりリアクションした

りする」（https://ja-jp.facebook.com/help/1624177224568554） 
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ａ リツイート 

(a) 名誉毀損の場合 

前項(ｱ)ａのとおり、リツイートは元ツイートの内容をそのま

ま表示するものであるから、元ツイートの内容が名誉を毀損す

るものである場合、その元ツイートをリツイートする行為も、一

般の読者の普通の注意と読み方を基準とすると、特段の事情が

ない限り、元ツイートと同様の事実等を示すものであり、名誉を

毀損するものであると考えられる。 

この特段の事情としては、例えば、元ツイートに対して批判を

加える趣旨でリツイートするとともに、その直後に、元ツイート

の内容を否定するような投稿を行ったことにより、一般の読者

の普通の注意と読み方を基準とすると、リツイートが元ツイー

トと同じ事実を摘示したものとはいえなくなる場合などが考え  

られる7778。 

(b) プライバシー侵害の場合 

前項(ｱ)ａのとおり、リツイートは元ツイートの内容をそのま

ま表示するものであるから、元ツイートにプライバシーに属す

る情報が含まれていれば、これをリツイートすると、プライバ

シーに属する情報を公開することとなる。そうすると、プライバ

シーを侵害する元ツイートのリツイートも、プライバシーを侵

害するものであると考えられる79。 

なお、リツイートの趣旨や意図は違法性の判断において考慮

され得るものと考えられる。 

ｂ 「いいね」について 

(a) Ｆａｃｅｂｏｏｋの「いいね！」 

前項(ｱ)ｂのとおり、Ｆａｃｅｂｏｏｋの「いいね！」機能に

 
77 リツイートは容易になし得るものであるため、元ツイートの内容を十分に吟味すること

なく行われることも少なくないことから、名誉権を侵害する内容の元ツイートをその内容

を認識した上でリツイートする行為が直ちに名誉毀損になるとすると、名誉毀損の成立範

囲が広くなりすぎるのではないかとの懸念もある。リツイートが客観的に名誉を毀損する

ものである場合（一般の読者の普通の注意と読み方を基準として、リツイートが社会的評価

を低下させる内容を示すものだと判断される場合）には、被害者（名誉権）保護の観点から、

差止めによる削除を認め得るものとするのが相当であると考えられるが、この場合にリツ

イートの趣旨や意図の如何を問わず不法行為責任も成立すると考えてよいかどうかについ

ては、表現の自由に対する萎縮効果等を踏まえた検討が必要であると考えられる。 
78 リツイートによる名誉毀損を認めた裁判例として、大阪高判令和２年６月２３日 D1-Law

２８２８２３３４、東京高判令和２年１１月２６日 D1-Law２８２８３９６０、東京地判令

和元年１２月２６日 D1-Law２９０５８２７９、東京地判令和３年１１月３０日 D1-Law２８

３００３６３などがあり、名誉毀損を否定した裁判例として、東京地判令和２年８月３日

D1-Law２９０６０７９８がある。 
79 リツイートによるプライバシー侵害に関する裁判例として、東京地判令和元年１０月４

日 D1-Law２９０５６４６７がある。 
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は、「いいね！」をした者の友達等のニュースフィードに、「い

いね！」をした先の投稿を表示させる効果はなく、情報を拡散す

る機能はない。そうすると、名誉権やプライバシーを侵害する投

稿に「いいね！」をしたことから、直ちに「いいね！」をした行

為が名誉権やプライバシーを侵害する行為であるということは

できないと考えられる。 

(b) Ｔｗｉｔｔｅｒの「いいね」 

前項(ｱ)ｂにも関連し、Ｔｗｉｔｔｅｒの「いいね」は好意的

な気持ちを示すものにすぎないと捉えると、「いいね」が直ちに

名誉を毀損するものであるということはできないようにも思わ

れるが、この点については、「いいね」の性質をどのように捉え

るかにも関わるところである。 

   また、「いいね」には情報の拡散機能があることからすると、

プライバシーを侵害するツイートに対する「いいね」は、不法行

為が成立するかどうかはともかく、客観的にはプライバシーを

侵害するものであると考える余地もあり得る。 

いずれにしても、これらについては、「いいね」の性質等を踏

まえた今後の検討課題となるものといえる。 

   オ ハイパーリンクの設定による権利侵害80 

(ｱ) ハイパーリンクの性質 

ハイパーリンクそれ自体は、ＵＲＬ情報にすぎず、当該ＵＲＬの

ウェブページの内容を表示するものではない81。そのため、ハイパー

リンク先のウェブページに名誉を毀損し、又はプライバシーを侵害

する情報がある場合に、当該ウェブページへのハイパーリンクを設

定した投稿の読者が、当該ウェブページの内容（人格権を侵害する情

報）を閲覧するためには、当該投稿内のＵＲＬ等をクリックするなど

の操作を行う必要がある。 

このハイパーリンクの性質については、①情報を拡散する行為で

あるという考え方、②情報の所在を示すにすぎない行為であるとい

う考え方、③情報の所在を示すことによって情報を拡散するもので

あり、情報の所在を示すものか情報を拡散するものであるかを厳密

 
80 インターネット上の投稿には、ハイパーリンクを設定するとともに、ハイパーリンク先

の内容を一部引用するものがある。こうした投稿において、その引用部分が摘示する事実が

一般の読者の普通の注意と読み方を基準として社会的評価を低下させるものである場合や、

当該部分にプライバシーに属する情報が含まれている場合には、当該投稿が名誉を毀損し、

又はプライバシーを侵害するものと評価されることには特段問題はないと考えられる（東

京地判令和３年３月１６日判タ１４９０号２１６頁参照）。 
81 ユーザーがリンク元に表示されたＵＲＬをクリックする等の行為を行うことによってリ

ンク先と接続する「通常の方式によるリンク」であり、ハイパーリンクの設定された投稿の

読者がＵＲＬをクリックする等しなければ、リンク先の人権侵害情報を含む内容は表示さ

れない。 
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に区別することはできないという考え方がある。 

また、ハイパーリンクを設定する意図や趣旨については、○α単に情

報の所在を示す意図にとどまる場合、○βリンク先の情報を拡散する

意図で行う場合、○γリンク先の情報の内容を否定ないし批判する意

図で行う場合などが考えられる。 

(ｲ) 権利侵害の判断の在り方 

ａ 名誉毀損の場合 

前項(ｱ)のハイパーリンクの性質や機能、これを設定する意図に

関する考え方を踏まえると、ハイパーリンクの設定による名誉権

の侵害については、 

 

Ａ ハイパーリンクの設定は、情報の所在を示すことによって情

報を拡散するものであるという理解を前提に、その違法性につ

いては、主観的要件やその他の態様を加味して判断すべきであ

る 

 

Ｂ ハイパーリンクの設定は、情報の所在を示すものであるとの

理解を前提に、情報を拡散する意図により行われた場合に人格

権を侵害するものとなると考えた上で、ハイパーリンクの設定

は情報を拡散する意図で行われるのが通常であるとの理解から、

リンク先の情報を否定するような記載とともになされたなどの

特段の事情がない限り82、原則として情報を拡散する意図で行わ

れたものであると認定する 

 

Ｃ ハイパーリンクの設定は、情報の所在を示すものであって、一

般に、情報の所在を示す意図で行われるものであるとの理解を

前提に、リンク先のウェブページによる人格権侵害を助長する

意図で行われていると認められる場合や、リンク先のウェブ

ページの情報を自らの表現行為の一部として利用していると認

められる場合に限り、人格権を侵害するものであると認めるこ

とができる 

 

という３つの考え方がある。これらのいずれの立場を採るべきか

については、今後の検討が待たれるが、「リンク先のウェブページ

による人格権侵害を助長する意図で行われていると認められる場

合や、リンク先のウェブページの情報を自らの表現行為の一部と

して利用していると認められる場合」に該当すると認められると

 
82 なお、ハイパーリンクの設定とともにリンク先の内容に否定的な投稿がなされていても、

その真意は情報の拡散等にある場合もあるから、単に否定的な文言が合わせ記載されてい

るということから直ちに、特段の事情があるとするのは適当でないと考えられる。 
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きは、これらのいずれの考え方によった場合でも、名誉毀損の成立

を認めることができると考えられる83。 

ｂ プライバシー侵害の場合 

 ハイパーリンク先のウェブページにプライバシーに属する情報

が含まれている場合でも、前項(ｱ)のとおり、ハイパーリンクを設

定した投稿それ自体には、ＵＲＬ情報が表示されているにすぎない

から、転載やリツイートの場合と異なり、客観的にみてプライバ

シーに属する事実が公表されている状態にあるということはでき

ない。 

 こうしたことから、ハイパーリンクの設定によるプライバシーの

侵害については、名誉毀損の場合と同様に、前項ａのＡからＣまで

の考え方があり得るところであり、いずれの立場を採るべきかにつ

いては、今後の検討が待たれるところである。なお、「リンク先の

ウェブページによる人格権侵害を助長する意図で行われていると

認められる場合や、リンク先のウェブページの情報を自らの表現行

為の一部として利用していると認められる場合」に該当すると認め

られるときは、いずれの考え方によった場合でも、プライバシー侵

害の成立を認めることができると考えられることについても、名誉

毀損の場合と同様である。 

 

⑷ 基礎となる事実が明示されていない意見ないし論評の表明 

ア 問題の所在 

名誉毀損は、意見ないし論評の表明によっても成立するとされてい

るところ（大判明治４３年１１月２日民録１６輯７４５頁、最判平成９

年９月９日民集５１巻８号３８０４頁）、最高裁判例は、ある事実を基

礎としての意見ないし論評の表明による名誉毀損については、その行

為が公共の利害に関する事実に係り、かつ、その目的が専ら公益を図る

ことにあった場合に、その意見ないし論評の前提としている事実が重

要な部分について真実であることの証明があったときには、人身攻撃

に及ぶなど意見ないし論評としての域を逸脱したものでない限り、違

法性が阻却されるとしているが（前掲最判平成９年９月９日）、黙示的

にも基礎となる事実の摘示がない意見ないし論評の表明による名誉毀

損の違法性阻却事由については、判断枠組みを示していない。そのた

め、黙示的にも基礎となる事実の摘示がない意見ないし論評の表明に

よる名誉毀損が認められるとした場合、その違法性の判断をどのよう

に行うべきであるかは、最高裁判例からは明らかではない状況にある。 

 
83 ハイパーリンクの設定による名誉毀損はおよそ成立し得ないということはないと考えら

れる。法務省の人権擁護機関が行う削除要請に対し、リンク先の情報を削除すれば良いなど

といった理由から、およそハイパーリンクを設定した投稿の削除は認めないとするプロバ

イダ等もあるが、そのような対応は適当とはいえない。 
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そこで、以下、意見ないし論評の表明による名誉毀損をめぐる諸問題

について整理を行う。 

イ 意見ないし論評の表明による名誉毀損が認められるか 

(ｱ) 基礎となる事実が摘示されているが、これに名誉毀損が成立しな

い場合 

そもそも、意見ないし論評の基礎となる事実（以下「基礎事実」と

いう。）が摘示されている場合においても、当該基礎事実について名

誉毀損が成立しない場合に、こうした意見ないし論評の表明そのも

のによって名誉毀損が成立するのか（名誉感情の侵害が問題となる

にとどまるのではないか）という理論的な問題がある（前記第３の１

⑵イ(ｲ)ａ(b)も参照）。 

この点については、 

 

Ａ 摘示された基礎事実が名誉を毀損するものではない場合でも、

それを前提とする意見ないし論評の表明によって社会的評価が低

下することがあり、名誉毀損が成立し得る 

 

Ｂ 摘示された基礎事実に名誉毀損が成立しない場合には、意見な

いし論評の表明による名誉感情の侵害が問題となるにすぎない 

 

との２つの考え方がある。いずれの考え方を採るべきかについては

今後の検討が待たれるところであるが、その検討の際には、 

○ 民法第７２３条に基づく原状回復処分の適用の有無 

○ 法人に対する意見ないし論評の表明による権利侵害を認めるこ

とができるかどうか 

という点について、Ａの考え方とＢの考え方との間に差異が生ずる

かどうかや 

○ Ａの考え方により基礎事実が摘示されていない意見ないし論評

による名誉毀損が成立するものとしても、真実性の法理・相当性の

法理を適用することができない 

ことを踏まえて検討すべきであると考えられる84。 

(ｲ) 明示の摘示はないが、黙示の摘示がある場合 

基礎事実が明示的には摘示されていない場合でも、前後の文脈等

の事情を総合的に考慮することで黙示的には基礎事実が摘示されて

いると認められる場合がある（前掲最判平成９年９月９日参照）。こ

の場合には、基礎事実の摘示があることになるから、当該基礎事実が

社会的評価を低下させるものであれば、名誉毀損が成立し得ること

 
84 いずれにせよ、基礎事実の摘示がない場合でも、名誉毀損又は名誉感情の侵害が問題と

なるのであり、基礎事実の摘示がなければおよそ人格権侵害にはなり得ないということに

はならない。 
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になる。当該基礎事実に名誉毀損が成立しない場合の考え方は、前項

(ｱ)と同様となる。 

(ｳ) 黙示の摘示もない場合 

黙示的にも基礎事実の摘示がない（以下「基礎事実を欠く」という。）

場合には、前記第３の３⑷イ(ｱ)のＢの考え方によると、名誉感情の

侵害が成立し得るにとどまることになる。 

他方、同(ｱ)のＡの考え方は、意見ないし論評そのものによる社会

的評価の低下を認めるものであるから、基礎事実を欠く場合にも、意

見ないし論評そのものによる名誉毀損の成立が認められることにな

る。 

同(ｱ)のとおり、いずれの考え方を採るべきかは今後の検討が待た

れるところであるが、基礎事実については名誉毀損が成立しない場

合に意見ないし論評の表明による名誉毀損が成立し得ることを前提

とした最高裁判例（最判平成１６年７月１５日民集５８巻５号１６

１５頁85）があることや、基礎事実を欠く意見ないし論評の表明の場

合に名誉毀損を問題とする裁判例があることから、以下では、同(ｱ)

のＡの考え方（基礎事実を欠く意見ないし論評の表明によっても名

誉毀損が成立し得る。）に立った場合の名誉毀損の成立要件等につい

て整理を行う。 

 

【参考】前掲最判平成９年９月９日（抜粋） 

 
新聞記事による名誉毀損の不法行為は、問題とされる表現が、人の品性、徳

行、名声、信用等の人格的価値について社会から受ける客観的評価を低下させ

るものであれば、これが事実を摘示するものであるか、又は意見ないし論評を

表明するものであるかを問わず、成立し得るものである。ところで、事実を摘

示しての名誉毀損にあっては、その行為が公共の利害に関する事実に係り、か

つ、その目的が専ら公益を図ることにあった場合に、摘示された事実がその重

要な部分について真実であることの証明があったときには、右行為には違法

性がなく、仮に右事実が真実であることの証明がないときにも、行為者におい

て右事実を真実と信ずるについて相当の理由があれば、その故意又は過失は

否定される（最高裁昭和三七年（オ）第八一五号同四一年六月二三日第一小法

廷判決・民集二〇巻五号一一一八頁、最高裁昭和五六年（オ）第二五号同五八

年一〇月二〇日第一小法廷判決・裁判集民事一四〇号一七七頁参照）。一方、

ある事実を基礎としての意見ないし論評の表明による名誉毀損にあっては、

その行為が公共の利害に関する事実に係り、かつ、その目的が専ら公益を図る

ことにあった場合に、右意見ないし論評の前提としている事実が重要な部分

について真実であることの証明があったときには、人身攻撃に及ぶなど意見

 
85 最高裁調査官の解説では、「本件では、法的見解の前提事実として摘示された事実（本

件採録）は、Ｘの名誉を毀損するものではなく、法的な見解の表明である本件各表現によ

る名誉毀損の成否が問題となった」とされている（中村也寸志「判解」最判解民事篇平成

１６年度（下）４９０頁、５００頁）。 



 

61 

 

ないし論評としての域を逸脱したものでない限り、右行為は違法性を欠くも

のというべきである（最高裁昭和五五年（オ）第一一八八号同六二年四月二四

日第二小法廷判決・民集四一巻三号四九〇頁、最高裁昭和六〇年（オ）第一二

七四号平成元年一二月二一日第一小法廷判決・民集四三巻一二号二二五二頁

参照）。そして、仮に右意見ないし論評の前提としている事実が真実であるこ

との証明がないときにも、事実を摘示しての名誉毀損における場合と対比す

ると、行為者において右事実を真実と信ずるについて相当の理由があれば、そ

の故意又は過失は否定されると解するのが相当である。 

右のように、事実を摘示しての名誉毀損と意見ないし論評による名誉毀損

とでは、不法行為責任の成否に関する要件が異なるため、問題とされている表

現が、事実を摘示するものであるか、意見ないし論評の表明であるかを区別す

ることが必要となる。ところで、ある記事の意味内容が他人の社会的評価を低

下させるものであるかどうかは、当該記事についての一般の読者の普通の注

意と読み方とを基準として判断すべきものであり（最高裁昭和二九年（オ）第

六三四号同三一年七月二〇日第二小法廷判決・民集一〇巻八号一〇五九頁参

照）、そのことは、前記区別に当たっても妥当するものというべきである。す

なわち、新聞記事中の名誉毀損の成否が問題となっている部分について、そこ

に用いられている語のみを通常の意味に従って理解した場合には、証拠等を

もってその存否を決することが可能な他人に関する特定の事項を主張してい

るものと直ちに解せないときにも、当該部分の前後の文脈や、記事の公表当時

に一般の読者が有していた知識ないし経験等を考慮し、右部分が、修辞上の誇

張ないし強調を行うか、比喩的表現方法を用いるか、又は第三者からの伝聞内

容の紹介や推論の形式を採用するなどによりつつ、間接的ないしえん曲に前

記事項を主張するものと理解されるならば、同部分は、事実を摘示するものと

見るのが相当である。また、右のような間接的な言及は欠けるにせよ、当該部

分の前後の文脈等の事情を総合的に考慮すると、当該部分の叙述の前提とし

て前記事項を黙示的に主張するものと理解されるならば、同部分は、やはり、

事実を摘示するものと見るのが相当である。 

 

ウ 基礎事実を欠く意見ないし論評の表明による名誉毀損の成立要件及

び違法性の判断基準 

(ｱ) 検討の視点 

ａ 社会的評価の低下の仕方 

ある人物に対する評価はその者に関する事実に基づいてなされ

るのが通常であると考えられる。事実の摘示により名誉が毀損さ

れるのは、その読者が当該事実に基づきその者に対する消極的な

評価を行う危険があると考えられるからである（最判平成９年５

月２７日民集５１巻５号２００９頁参照）。 

これに対し、ある者に対する否定的な評価を内容とする意見な

いし論評が投稿された場合には、読者は投稿の内容が示す事実に

よってその者を評価することができない。そのため、他者がなした

第三者に対する否定的な意見ないし論評をどのように受け止める

かは人により様々となり、必ずしも読者が当該意見に従った評価
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を形成する危険があるということはできないものと考えられる86。 

したがって、基礎事実を欠く意見ないし論評が人に対する否定

的な評価を内容とする場合でも、そのことから直ちに、社会的評価

を低下させるものであるということはできないと考えられる8788。 

ｂ 意見の要保護性 

前掲最判平成１６年７月１５日は、「事実を摘示しての名誉毀損

と意見ないし論評による名誉毀損とで不法行為責任の成否に関す

る要件を異にし、意見ないし論評については、その内容の正当性や

合理性を特に問うことなく、人身攻撃に及ぶなど意見ないし論評

としての域を逸脱したものでない限り、名誉毀損の不法行為が成

立しないものとされているのは、意見ないし論評を表明する自由

が民主主義社会に不可欠な表現の自由の根幹を構成するものであ

ることを考慮し、これを手厚く保障する趣旨によるものである」と

して、意見ないし論評の表明を特に保護している。 

この判例に鑑みると、意見ないし論評が社会的評価を低下させ

るものであっても、そのことから直ちに名誉毀損が成立するもの

とするのは、相当ではないものと解され得る。 

ｃ 違法性に関する判断枠組 

基礎事実を欠く意見ないし論評より名誉毀損が成立するものと

しても、基礎事実を欠く以上、その違法性の判断に真実性の法理を

用いることはできない（不法行為責任に関し、相当性の法理を用い

ることもできない。）。 

そのため、基礎事実を欠く意見ないし論評による名誉毀損の成

立を認める場合には、事実の摘示による名誉毀損の場合とは異な

る違法性の判断枠組が必要になる。 

(ｲ) 成立要件及び違法性の判断基準 

前項(ｱ)の検討の視点を踏まえると、基礎事実を欠く意見ないし論

評の表明による名誉毀損の成立要件については、名誉権の保護法益

 
86 事実の摘示による名誉毀損の場合でも、当該事実がその読者に真実であるか又は真実ら

しいものであると受け止められることが前提となっていると考えられるが、これが問題に

されることは少ない（前掲最判平成９年５月２７日、平成２４年３月２３日判タ１３６９号

１２１頁参照）。 
87 基礎事実を欠くことについては、このように社会的評価に与える影響が小さいことを意

味するものであるとする考え方のほかに、当該意見ないし論評を保護する必要性がないこ

とを意味するものであるとする考え方もある。 
88 基礎事実を欠く意見ないし論評の表明によっても社会的評価が低下することの説明の仕

方としては、一般の読者は、その意見ないし論評の背後に当該評価にふさわしい何らかの事

実があると認識し、そうした認識を通じて社会的評価が低下するというもの（もっとも、こ

こでいう「事実」は、前掲最判平成９年９月９日のいう「証拠等をもってその存否を決する

ことが可能な他人に関する特定の事項」というに足りる具体性を有するものではないと考

えられる。）や、専門家等の権威のある者が行った否定的評価などについては、一般の読者

がその評価を受け入れるため、社会的評価が低下するといったものなどが考えられる。 
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が人の社会的評価である以上、まず、 

 

① 社会的評価を低下させるものであること 

 

が必要であると考えられる。その上で、前項(ｱ)ａの観点から、社会

的評価が低下するかどうかについては、 

 

② ある者に対する否定的な評価を加える意見ないし論評の表明に

よって直ちに社会的評価が低下するということはできず、投稿の

主体、投稿の内容及び態様、前後の文脈等の事情を総合的に考慮し、

一般の読者が、当該意見ないし論評と同様の評価を形成するとい

えるかどうかによって判断する 

 

     ことが考えられる。 

次に、違法性の判断に関しては、前項(ｱ)ｂ及びｃの観点から、 

 

③－１ 公共の利害に関する意見ないし論評であって、意見の域を逸

脱するものでないときは、違法性を欠く 

 

とすることが考えられる。もっとも、前項(ｱ)ｂの観点を重視し、意

見ないし論評を特に保護する観点からは、 

 

③－２ ①及び②により社会的評価が低下すると認められるもので

あって、かつ、公共の利害に関するものではないか、公共の利

害に関するものであっても、意見としての域を逸脱したといえ

る場合に、違法な名誉毀損が成立する 

 

とすることも考えられる。③－１の考え方によれば、社会的評価を低

下させることによって原則として違法性が肯定されるが、公共の利

害に関する意見ないし論評であって、意見の域を逸脱するものでな

い場合に違法性が欠けることとなるのに対し、③－２の考え方によ

れば、社会的評価を低下させることから原則として違法性が肯定さ

れるということにはならず、これに加えて、公共の利害に関するもの

ではないことや、公共の利害に関するものであっても意見の域を逸

脱したものであることが認められた場合に初めて違法な名誉毀損と

なる89。 

(ｳ) 小括 

基礎事実を欠く意見ないし論評の表明による名誉毀損の成立要件

 
89 本検討会においては、特定の事案のあてはめについては、③-１と③-２のいずれの考え

方に立っても同じ結論になるのではないかとの意見も示された。 
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及び違法性の判断基準をどのように考えるべきかについては、今後、

ここまで述べてきたとおりの検討をも踏まえ、更なる理論の深化が

期待されるところである。 

 

【参考】前掲最判平成９年５月２７日（抜粋） 

 
新聞記事による名誉毀損にあっては、他人の社会的評価を低下させる内容

の記事を掲載した新聞が発行され、当該記事の対象とされた者がその記事内

容に従って評価を受ける危険性が生ずることによって、不法行為が成立する

のであって、当該新聞の編集方針、その主な読者の構成及びこれらに基づく当

該新聞の性質についての社会の一般的な評価は、右不法行為責任の成否を左

右するものではないというべきである。けだし、ある記事の意味内容が他人の

社会的評価を低下させるものであるかどうかは、当該記事についての一般の

読者の普通の注意と読み方とを基準として判断すべきものであり（最高裁昭

和二九年（オ）第六三四号同三一年七月二〇日第二小法廷判決・民集一〇巻八

号一〇五九頁参照）、たとい、当該新聞が主に興味本位の内容の記事を掲載す

ることを編集の方針とし、読者層もその編集方針に対応するものであったと

しても、当該新聞が報道媒体としての性格を有している以上は、その読者も当

該新聞に掲載される記事がおしなべて根も葉もないものと認識しているもの

ではなく、当該記事に幾分かの真実も含まれているものと考えるのが通常で

あろうから、その掲載記事により記事の対象とされた者の社会的評価が低下

させられる危険性が生ずることを否定することはできないからである。 

 

【参考】前掲平成２４年３月２３日（抜粋） 

 
 前記事実関係によれば、本件記事は、インターネット上のウェブサイトに

掲載されたものであるが、それ自体として、一般の閲覧者がおよそ信用性を有

しないと認識し、評価するようなものであるとはいえず、本件記載部分は、第

１文と第２文があいまって、上告人会社の業務の一環として本件販売店を訪

問したＸ２らが、本件販売店の所長が所持していた折込チラシを同人の了解

なくして持ち去った旨の事実を摘示するものと理解されるのが通常であるか

ら、本件記事は、上告人らの社会的評価を低下させることが明らかである。 

 

【参考】前掲最判平成１６年７月１５日（抜粋） 

 
事実を摘示しての名誉毀損と意見ないし論評による名誉毀損とで不法行為

責任の成否に関する要件を異にし、意見ないし論評については、その内容の正

当性や合理性を特に問うことなく、人身攻撃に及ぶなど意見ないし論評とし

ての域を逸脱したものでない限り、名誉毀損の不法行為が成立しないものと

されているのは、意見ないし論評を表明する自由が民主主義社会に不可欠な

表現の自由の根幹を構成するものであることを考慮し、これを手厚く保障す

る趣旨によるものである。 
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⑸ ハンドルネームを使用している者に対する権利侵害 

ア 問題の所在 

インターネット上では、ハンドルネームを用いた投稿が広く行われ

ている。こうした中、ハンドルネームを使用している者に対し、これを

誹謗中傷する投稿が行われることがある。このような投稿は、これに接

した読者においてそのハンドルネームを使用している人物が誰である

かを特定できない場合が少なくなく、こうした場合に、そのハンドル

ネームを使用している者の名誉権やプライバシーなどの人格権が侵害

されているということができるのかが問題になる。 

イ 被害者の同定の要否 

ハンドルネームを使用している者と実在の人物との同定ができる場

合には、名誉毀損やプライバシーの侵害を認めることに特段問題はな

い。 

また、ハンドルネームを使用している者と実在の人物との同定がで

きない場合でも、ペンネームや芸名などのように、そのハンドルネーム

を用いて社会的活動を行っているともいえる場合（インターネット上

でのみ活動している場合も、この「社会的活動」に該当し得る。）には、

その使用者の名誉毀損やプライバシーの侵害を認めることができると

考えられる。 

他方、ハンドルネームを使用している者と実在の人物との同定がで

きず、そのハンドルネームを用いて社会的活動を行っているともいえ

ない場合には、インターネット上の人格が侵害されたにとどまるとこ

ろ、現時点においては、インターネット上の人格を法的に保護すべきで

あるとまではいえないことから、当該ハンドルネームに向けられた投

稿による名誉権やプライバシーの侵害を認めることはできないと考え

られる9091。 

もっとも、名誉感情については、対象者の同定は必要ではなく（前記

 
90 裁判例は、インターネット上で用いるハンドルネームに対する投稿等による名誉毀損や

プライバシー侵害の成立には、当該ハンドルネームと現実の人物とが同定できることが必

要であるとする傾向にある（東京地判令和２年３月３日 D1-Law２９０６００２１（名誉権）、

東京地判令和元年１２月１９日 D1-Law２９０５８３０８（プライバシー）、東京地判平成

２９年１月１９日 D1-Law２９０３８４３８・１２４（名誉権、プライバシー）など。）。他

方で、いわゆるＹｏｕＴｕｂｅｒについて、その通称名に対する投稿につき、チャンネル登

録者数や動画総再生回数を考慮し、相応の知名度があるといえることから、当該通称名に対

する権利侵害は原告に対する権利侵害であるとして、名誉毀損等を認めた裁判例（東京地判

令和３年６月２５日 D1-Law２９０６５１４５）がある（この裁判例については、社会的活

動を行っていると認められる場合に当たるものと整理することができる。）。 
91 本検討会においては、本文における「現時点においては、インターネット上の人格を法

的に保護すべきであるとまではいえない」という表現は相当ではなく、インターネット上

のみでの活動を「社会的活動」と認める以上は、「インターネット上の人格」の法的保護

についてその定義等も含めて検討する余地があり、今後そのような検討の要請は更に高ま

るものと思われるとの意見も示された。 
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第３の１⑵イ(ｲ)ａ(b)参照）、ハンドルネームを使用している者に対す

る侮辱の投稿による名誉感情の侵害を認めることができると考えられ

る9293。 

  

４ 個別には違法性を肯定し難い大量の投稿 

 

⑴ 問題の所在 

インターネット上では、電子掲示板の特定のスレッドにおける投稿や

特定のＳＮＳアカウントに対する投稿などの形で、特定の個人を誹謗中

傷する投稿が大量に行われることがある94。こうした場合、個々の投稿自

体は名誉権やプライバシーを侵害するものではなく、その投稿のみを見

ると人格権を侵害するとまではいえないような投稿であっても、そのよ

うな投稿が大量に行われることによって、投稿された者が重大な精神的

苦痛を被ることがある。 

このような投稿を既存の人格権又は人格的利益に基づく差止めによっ

て削除しようとする場合には、名誉感情や私生活の平穏によることが考

えられる。 

そこで、以下、この個別には違法性を肯定し難い大量の誹謗中傷の投稿

について、名誉感情や私生活の平穏に基づく差止めによる削除の可否や

その判断基準等について整理を行う。 

 

⑵ 特定の者によって大量に誹謗中傷の投稿がされた場合 

名誉感情の違法な侵害は、前記第３の１⑵(ｲ)ｃ(a)のとおり、社会通念

上許される限度を超える侮辱行為であるかどうかが出発点となるところ、

同ｂ(b)のとおり、裁判例は、投稿数や投稿の経緯を考慮してこれを判断

している。そうすると、投稿に用いられた文言それ自体の侮辱性が高いと

はいえず、それのみをもっては社会通念上許される限度を超える侮辱行

 
92 東京地判平成３０年１２月１２日 D1-Law２９０５１３６２は、「名誉感情に対する侵害

行為に関しては、社会的評価の低下の有無は問題とならず、原告に向けられた投稿がされた

という事実があれば足り、一般の閲覧者の通常の読み方を基準にして、当該記事の対象が原

告であると特定できることを要するものではない。」「本件各記事は、いずれも原告のペン

ネームである「Ｘ’」を対象に投稿されたものであり、これは、同ペンネームを有する原告

を対象として投稿されたものと評価することができる。」などと判示している。ＹｏｕＴｕ

ｂｅｒに関する事案において同様の指摘をするものとして、東京地判令和３年２月１９日

D1-Law２９０６２９６７がある。 
93 ＹｏｕＴｕｂｅｒに対する名誉感情の侵害を認めた裁判例として、東京地判令和３年３

月５日 D1-Law２９０６４０５５、前掲東京地判令和３年２月１９日（ただし、現実の人物

との同定が可能であった事案）が、いわゆるＶＴｕｂｅｒに対する名誉感情の侵害を認めた

裁判例として、東京地判令和３年４月２６日 D1-Law２９０６４３７２がある。 
94 ここでの議論は、基本的には１箇所に誹謗中傷の投稿が集中している場合を想定してい

るが、後述の⑶ア(ｲ)ｂの考え方によっては、インターネット上の様々な場で特定の者に対

する誹謗中傷が行われている場合にも妥当し得るものがあるように思われる。 



 

67 

 

為とはいえない場合であっても、そうした投稿が特定の者により大量に

行われているときには95、これらの投稿を全体として評価することで、

個々の投稿が社会通念上許される限度を超えた侮辱行為であり、名誉感

情を違法に侵害するものであると判断し得る場合があると考えることが

できる。 

なお、こうした大量の投稿の中には、正当な批判をなすものが含まれて

いる場合もあり得る。表現の自由の観点からは、正当な批判を内容とする

投稿については、全体として評価した場合にも、社会通念上許される限度

を超える侮辱行為であると判断することはできないと考えられる96。 

 

⑶ 複数の者により全体として大量に誹謗中傷の投稿がされた場合 

ア 名誉感情の侵害 

(ｱ) 問題の所在 

投稿に用いられた文言それ自体の侮辱性が高いとはいえず、それ

のみをもっては社会通念上許される限度を超える侮辱行為とはいえ

ない投稿が、複数の者により全体として大量に行われている場合、各

人の投稿行為は、それ自体としては名誉感情を違法に侵害する行為

であるということはできない。こうした名誉感情の侵害とはいえな

い複数の者の投稿について、それが大量に積み重なったときに、全体

として見れば違法な名誉感情の侵害であると評価できるかどうかと

いう点については、これまで、確立した法理論があるとはいえない状

況にあった。 

(ｲ) 名誉感情侵害の考え方 

ａ 考え方の方向性 

インターネット上の投稿の高度の流通性、拡散性、永続性という

性質をも踏まえると、大量の誹謗中傷の投稿がインターネット上

でなされれば、それを行ったのが特定の者であるか複数の者であ

るかにかかわらず、被害者は社会通念上受忍限度を超える精神的

苦痛（損害）を被り得るものであり、法的救済の必要性があると考

えられる。また、前記第３の１⑵イ(ｲ)ｂ(b)ⅳのとおり、裁判例に

おいても、複数の投稿者による投稿を考慮した上で名誉感情の侵

害を認めるものがあることからすると、各人の投稿行為それ自体

のみでは名誉感情の侵害とはいえなくとも、これらの投稿を全体

として見ることで、各人の投稿行為が名誉感情を侵害するもので

あると認めることができる場合があると考える余地がある。 

 
95 特定の者が被害者に関する否定的な評価を内容とする投稿を執拗に繰り返している場合

には、こうした行為態様から違法性が基礎付けられると考えることもできる。 
96 大量の投稿を全体として評価した場合に「社会通念上許される限度を超える侮辱行為」

であるといえるかどうかを判断する上では、前記第３の１⑵イ(ｲ)ｂ(b)で示した裁判例の

考慮要素や、同(ｲ)ｃ(d)で示した公務員又は公職選挙の候補者に対する評価、批判等の表

現行為であるかどうかといった個別具体的な事情を適切に考慮することが求められる。 
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そうすると、投稿に用いられた文言それ自体の侮辱性が高いと

はいえず、それのみをもっては社会通念上許される限度を超える

侮辱行為とはいえないということから、直ちに名誉感情の侵害は

成立し得ないとするのは適当ではなく、こうした投稿が複数の者

により全体として大量に行われていることを考慮することで、名

誉感情の侵害が認められる場合があるとするのが相当であると考

えられる。 

ｂ 具体的な考え方 

前項ａのように全体として評価することで名誉感情の侵害を認

めることがあり得るとする場合、その具体的な考え方としては、 

 

Ａ 個々の投稿が社会通念上許される限度を超えるものであるか

どうかを判断する上では、口頭弁論終結時における客観的な事

情をも考慮して判断すべきであり、ある投稿の他にも大量に誹

謗中傷の投稿が特定の者に対してなされている場合には、これ

を考慮して、個別の投稿が社会通念上許される限度を超えるか

どうかをそれぞれ判断すればよく、その結果、ある投稿が社会通

念上許される限度を超えていると認められるときは、差止めに

よる削除をなし得る。 

 

Ｂ 主観的要素と客観的要素を考慮して、複数人の行為が社会通

念上一体の行為（共同行為）であると評価できる場合には、複数

人の行為を全体として評価し、その違法性を判断することがで

きる。例えば、投稿者がお互い並行して投稿を行っていることを

認識しているときは、その限りで複数人の投稿行為を全体とし

て評価して違法性を判断することができ97、個別に評価した場合

には違法とはいえない投稿も、全体として評価することで、名誉

感情の違法な侵害であると認められ、差止めによる削除をなし

得る場合がある。 

 

という２つの考え方がある。これらの考え方は、削除請求の相手方

が投稿者である場合もプロバイダ等である場合にも妥当するもの

であるが、このほかに、プロバイダ等の立場に着目し、 

 

Ｃ ある電子掲示板のスレッドやＳＮＳを管理するプロバイダ等

には、そのスレッドや特定のアカウントに特定の者に対する誹

謗中傷の投稿が大量に行われることで被害が集積する状態を放

 
97 全体として社会通念上許される限度を超える侮辱行為となっていることの認識は不要で

ある。飽くまで行為を一体として評価するための主観的要素であり、ある行為が権利侵害か

どうかという点に関する主観的要素ではない。 
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置してはならず、これらの投稿を削除しなければならない作為

義務があり、具体的な事案において当該作為義務の成立が認め

られた場合98には、被害者はプロバイダ等に対して差止めによる

削除を求めることができる。 

 

とする考え方もある。 

Ａの考え方は、差止請求権は客観的な違法状態を除去するもの

であるという理解に基づくものである。すなわち、行為者の損害賠

償責任を問うために行為者の帰責事由に重点が置かれる不法行為

とは異なり、差止めは、人格権に対する現にある侵害（客観的な違

法状態）の除去を求めるものであるから（前記第３の１⑴ア(ｱ)ｃ

参照）、行為者の主観的態様や、人格権が侵害される状態を作出し

たのが個人か複数人かに重点が置かれるものではないと考えるも

のである99。 

Ｂの考え方は、差止請求権の一般原則として、行為者の主観的な

態様を問わずに他者の行為を考慮して違法性を判断することがで

きるということはできず、複数の者の行為を一体として（共同行為

として）法的に評価するには、それを正当化する要件を検討する必

要があると考えるものである。  

Ｃの考え方は、投稿者において、多数の投稿が集中する１つの場

に投稿すれば、他の投稿と併せて違法性を帯びた場合には削除さ

れるという制約を課されることは甘受しなければならないとの考

え方から、被害が集積することで全体として違法な状態になって

いるのであれば、プロバイダ等がそれを放置するのは違法である

 
98 具体的な事案において投稿を削除する作為義務が成立するためには、プロバイダ等にお

いて、当該投稿が存在するという事実を認識していることが必要であるかどうか、また、当

該投稿が名誉感情を違法に侵害するものであることを認識し又は認識し得たことが必要か

どうか、という問題がある。この点については、差止めの場合にはプロバイダ等の主観的態

様に重点が置かれるものではないとの理解から、プロバイダ等において投稿が存在する事

実や名誉感情を違法に侵害するものであることを認識し、又は認識し得たことは不要であ

るとする考え方や、差止めではなく損害賠償責任に関するものではあるが、特定電気通信役

務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律（平成１３年法律第１

３７号。令和３年法律第２７号による改正前のもの。以下「プロバイダ責任制限法」という。）

第３条第１項が、プロバイダ等に損害賠償義務が生じるのは特定電気通信によりその情報

が流通していることを現実に認識していた場合に限られるものとして、特定電気通信役務

提供者には一般的な監視義務がないことを明確化している一方で、当該情報の流通によっ

て他人の権利が侵害されていると知ることができたと認めるに足りる相当の理由があると

きには損害賠償責任が生じ得るものとしていることを踏まえ、投稿が存在する事実の認識

は必要であるが、これが名誉感情の侵害になるかどうかの認識については、そのことを認識

し得ることで足りるとする考え方などがある。 
99 （行為の違法ではなく）物権の内容の完全な実現が妨害されているという客観的違法状

態に基づいて生ずる物権的請求権とパラレルに考えるものであると理解することもできる。 
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と判断することができ、個別の投稿の違法性を判断する必要はな

いと考えるものである。 

なお、Ｃの考え方は、プロバイダ等の作為義務に着目するもので

あり、Ａ及びＢの考え方と対立するものではない。 

(ｳ) 小括 

前項(ｲ)のいずれの考えを採るにせよ、まずは、投稿に用いられた

文言それ自体の侮辱性が高いとはいえず、それのみをもっては社会

通念上許される限度を超える侮辱行為とはいえない投稿が複数の者

により行われている場合であっても、その侮辱的投稿が大量になさ

れているときには、名誉感情の違法な侵害が認められ、差止めによる

削除をなし得る場合があることには留意が必要であると考えられる
100。 

その上で、今後は、前記第３の４⑶ア(ｲ)ｂに示された考え方を踏

まえつつ、様々な場面において、更なる検討の深化や運用等が期待さ

れる。 

なお、こうした大量の投稿の中に正当な批判を内容とする投稿が

含まれている場合、これを社会通念上許される限度を超える侮辱行

為であると判断することはできないと考えられることは、前記第３

の４⑵のとおりである101。 

イ 私生活の平穏の侵害 

(ｱ) 「オンラインハラスメント」と私生活の平穏 

近時、インターネット上の誹謗中傷による被害の本質は、名誉の侵

害ではなく、「オンラインハラスメント」であって、私生活の平穏等

を害するものであるといった指摘がなされている102。ここで問題とさ

れている私生活の平穏は、精神的な平穏（前記第３の１⑵イ(ｴ)ａの

②）であると考えられる。 

この点については、 

① これまでの誹謗中傷とオンライン上の誹謗中傷は質的に異なっ

ており、名誉感情侵害だけで捉えられきれるものではなく、保護法

益として私生活の平穏を付加する必要がある。オンライン上では、

匿名性やアクセスの容易性から、誹謗中傷が集団化、過激化しやす

 
100 この場合に投稿者の責任を問うことができるかどうか（不法行為責任が生じるかどうか）

は、（共同）不法行為の要件に照らし、別途検討する必要がある。 
101 大量の投稿を全体として評価した場合に｢社会通念上許される限度を超える侮辱行為｣

であるといえるかどうかを判断する上で、裁判例の考慮要素や公務員又は公職選挙の候補

者に対する評価、批判等の表現行為であるかどうかといった個別具体的な事情を適切に考

慮することが求められるのは、前項⑵の場合と同様である。 
102 インターネット上の誹謗中傷の問題を「オンラインハラスメント」や私生活の平穏等の

侵害の問題として捉えることを主張する近時の文献として、深町晋也「オンラインハラスメ

ントの刑法的規律―侮辱罪の改正動向を踏まえて」法学セミナー８０３号１２頁、志田陽子

「ネット言論と表現の自由のこれから」法学セミナー８０３号２６頁などがある。 
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く、オンライン上の集団いじめのような加害態様になりやすい。そ

うなると、被害者は周囲の者が皆敵意を向けてきていると感じて

絶望的な気持ちになるなどして、自尊が害される103。こうした質の

違いから、少なくとも差止めによる削除の文脈においては、オンラ

イン上の誹謗中傷を全体として評価して違法性を判断するという

構成が必要である。 

② 被侵害利益を私生活の平穏と見るとしても、投稿時に私生活の

平穏を侵害する意図がなければ結果として私生活の平穏が害され

たとしても違法な侵害であるとは認められないという形で行為者

側の要件が加重されるのではないかと考えられる。保護法益を変

えたとしても、別のハードルが出てくるのではないか。 

③ 裁判例においては、私生活の平穏を害するものであるとか、私生

活の平穏を害する態様で公開されるものであるなどとしてプライ

バシー侵害を認めるものがあり、私生活の平穏を保護法益とする

ことは珍しいものではない。こうしたプライバシーに関する裁判

例の状況を踏まえて、この問題において私生活の平穏を取り上げ

るとよいのではないか。 

といった意見が示された。 

(ｲ) 小括 

インターネット上の誹謗中傷の被害を「オンラインハラスメント」

とし、あるいは、私生活の平穏の侵害であると捉えることも、この問

題を解決する際の検討の材料となり得るものであり、こうした点を

も踏まえつつ、様々な場面において、更なる検討の深化や運用等が期

待される。 

 

⑷ 人格権の侵害が認められない場合の対処の在り方 

 大量の誹謗中傷の投稿はときに重大な精神的苦痛を招く。こうした被

害に関し、前項⑶のように、名誉感情の違法な侵害を認める考え方をとる

ときには、個別具体的な判断の結果、こうした権利侵害が認められないも

のとされた大量の誹謗中傷の投稿については、重大な精神的苦痛を招く

ものではないか、あるいは、重大な精神的苦痛を招くものであっても、公

共性の高い表現であることから表現の自由が優越するものであるため更

に削除等の救済措置を講ずる必要性は高いとはいえない。 

他方で、現時点においては前項⑶のように大量の誹謗中傷の投稿を全

体として評価して違法と判断する考え方をとらないなど、人格権侵害が

成立する範囲を狭く考える場合には、個別具体的な判断の結果、人格権侵

害が認められないとされたときでも、被害者が重大な精神的苦痛を受け

 
103 本検討会では、自尊の侵害は個人の尊重という憲法上の究極の価値の侵害であり､私人

によって自尊が侵害されることを国家が防ぐという形で、基本権保護義務論を限定的に導

入することも考えられるのではないかとの意見も示された。 
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る場合があるものと考えられる。そこで、プロバイダ等においては、重大

な精神的苦痛を被る被害者を救済するという観点から、上記⑶の考え方

によれば名誉感情の違法な侵害であると認められるような場合について

は、プラットフォーム上の表現の自由に配慮しつつ、アーキテクチャの工

夫等のほか、約款等に基づく自主的な削除等の措置を講ずることによっ

て、大量の誹謗中傷の投稿の問題に対処することが期待される。 

 

５ 削除の範囲 

 

⑴ 問題の所在 

インターネット上の投稿について、人格権を違法に侵害するものであ

るとして差止めによる削除を検討する際には、削除の可否のみならず、ど

の範囲で削除をなし得るのかについても検討する必要がある。この点に

ついて、電子掲示板における短文のレスや、ＳＮＳ上の短文の投稿が人格

権を侵害するものである場合には、差止めによる削除の範囲が問題とな

ることは少ない。他方で、例えば、あるＳＮＳのアカウントでなりすまし

行為が行われている場合に、そのアカウント自体を削除することができ

るかどうかといった、いわば投稿の場自体を削除することができるのか

といった問題や、大量の投稿を全体として評価することで違法な人格権

侵害が認められると考える場合には削除の範囲をどのように決すべきな

のかといった問題など、インターネット上の表現行為の多様性から、様々

な問題が生じているところである。 

そこで、以下では、インターネット上の投稿に関し、人格権侵害を理由

とする差止めによる削除が認められる範囲について、整理を行う。 

 

⑵ 基本的な考え方 

人格権侵害を理由とする差止めによる削除の範囲は、原則として、人格

権を侵害する違法な１つの表現行為（主観・客観両面から判断される。通

常は１つの投稿を指すものと考えられる。）により画されるものと考えら

れる。 

もっとも、違法な１つの表現行為の中で、その意味内容等に照らし、人

格権を侵害する情報とそれ以外との情報とを区別することができ、かつ、

１つの表現行為の一部の削除が技術的にも容易である場合には、その一

部のみを削除するものとすることが考えられる。 

 

⑶ 削除の範囲が特に問題となる事例 

ア アカウント自体の削除や電子掲示板のスレッド自体の削除等 

(ｱ) 問題の所在 

法務省の人権擁護機関に寄せられるなりすましに関する被害事例

では、相談者がアカウント自体の削除を求めることが多い。しかしな

がら、前項⑵の削除の範囲に関する基本的な考え方と、前記第３の２
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⑵のなりすましによる人格権侵害に関する基本的な考え方を前提と

すると、ＳＮＳのアカウント上でなりすましが行われている場合に

削除をなし得るのは、人格権を侵害する個々の投稿であって、なりす

ましが行われているアカウントそれ自体ではないことになる。 

また、法務省の人権擁護機関に寄せられる被害事例の中には、電子

掲示板のスレッドにおいて人格権を侵害する投稿が大量に行われて

いるという事例も見られるが、前項⑵の考え方によれば、削除できる

のは人格権を侵害する個々の投稿であり、基本的にはスレッド自体

の削除はなし得ないことになる。 

しかしながら、事案によっては、特定のＳＮＳアカウントにおいて、

なりすましによる投稿や他者を誹謗中傷する投稿が繰り返しなされ

る場合や、電子掲示板において、スレッド内のいわゆる「住民」が相

互に影響し合い、他者を誹謗中傷する大量の投稿が集中するような

場合など、個々の表現行為の削除では、被害の救済として不十分な場

合があり、アカウント自体やスレッド自体の削除を認めることが必

要な場合もあるのではないかと考えられるところである。また、裁判

例においても、アカウント自体の削除を認めたもの104、スレッド自体

の削除を認めたもの105、ブログ全体の削除を認めたもの106が見受けら

れるところであった。 

  (ｲ) アカウント等 

  前項(ｱ)のとおり、削除の必要性があることや、削除を認める裁判

例があることをも踏まえると、少なくとも、ＳＮＳのアカウントやブ

ログ等（以下「アカウント等」という。）については107、例えば、投

稿の内容や態様（回数、期間等も含む。）等から、当該アカウント等

が、他人の人格権を侵害する目的で開設又は維持されているものと

推認できる場合などでは、当該アカウント等それ自体がその他人の

人格権を侵害しているものということができ、その削除が可能とな

り得るものと考えられる108。 

なお、このような主観面の推認ができる場合、当該アカウント等に

基づく投稿の全てが人格権を侵害するものであることは必要でない。 

(ｳ) スレッド等 

 
104 なりすましに関する裁判例として、さいたま地決平成２９年１０月３日判時２３７８号

２２頁が、なりすましに関するものではない裁判例として、東京地判令和２年２月２７日

D1-Law２９０５９２３２、東京地判令和元年７月２９日 D1-Law２９０５７６５８がある。 
105 東京地判平成２７年１月１５日 D1-Law２９０４４４６９。なお、否定例として、東京地

判平成２２年３月１９日 Westlaw２０１０ＷＬＪＰＣＡ０３１９８０１７がある。 
106 東京地判平成３１年４月２４日 D1-Law２８２７３４３２。 
107 ここでは特定の者が複数の投稿を行うために利用するツールを想定している。 
108 ＳＮＳ等のアカウントについては当該アカウント自体を削除することができ､ブログに

ついては、個々のブログ記事ではなく、当該ブログ記事に係るウェブサイトそれ自体を削除

することができる。 
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電子掲示板のスレッドや複数の者の表現行為により構成される

ウェブページの場合（以下「スレッド等」という。）にも、前記の削

除の必要性や裁判例の状況を踏まえれば、一定の場合にはスレッド

等の削除をなし得るものと考えられる。もっとも、スレッド等に関し

ては、それを設営している者（管理者）と、そこに書き込む者とが別

人であることに留意する必要がある。 

その上で、少なくとも、例えば、その大多数が他人の名誉を毀損す

るような書き込みであって、それが放置されている場合など、当該ス

レッド等になされた投稿の内容や態様等から、当該スレッド等が、他

人の人格権を侵害する手段として用いられていることを管理者が容

認し、そのスレッド等を維持しているものと推認できる場合などで

は、当該スレッド等それ自体がその他人の人格権を侵害しているも

のということができ、その削除が可能となり得るものと考えられる。 

なお、このような主観面の推認ができる場合、当該スレッド等にな

された投稿の全てが人格権を侵害するものであることは必要でない。 

イ まとめサイト 

(ｱ) 問題の所在 

まとめサイトの記事は、電子掲示板やＳＮＳ上の投稿等を引用し、

編集、加工した記事である。そのため、こうした引用元の投稿等が人

格権を侵害するものである場合に、削除の範囲は当該引用元の投稿

等に限られるのか、それとも、こうした引用元の投稿等の部分に限ら

れず、これを含む記事それ自体が削除の対象になるのかという問題

がある。 

(ｲ) 削除の範囲 

前項⑵の削除の範囲に関する基本的な考え方を前提とすると、前

記第３の３⑵イのとおり、まとめサイトの記事は元の投稿からは独

立した表現行為であると考えられることから、まとめサイトの記事

（内の引用元の投稿等）が人格権を侵害するものである場合の削除

の範囲は、まとめサイトの記事ごとに決されることになる（記事内の

引用元の投稿等が削除の基本単位となるものではない。）。 

もっとも、表現の自由の保障の観点からは、その意味内容等に照ら

し、まとめサイトの記事内の情報を、人格権を侵害する情報とそれ以

外の情報とを区別することができ、かつ、当該記事中の人格権を侵害

する部分に限定した削除が技術的に容易であるときには、当該部分

についてのみ削除することができるにとどまるものと考えられ得る。

このように考える場合でも、当該まとめサイトの性質や引用元の投

稿等を引用する趣旨等を考慮し、当該記事が他者を害する目的で作

成されたものであると認められる場合には、人格権を侵害する部分

に限定することなく、当該記事を削除することもできると考えられ

る。 

ウ 個別には違法性を肯定し難い大量の投稿 
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(ｱ) 問題の所在 

前記第３の４⑵及び⑶のとおり、個別には違法性を肯定し難い場

合であっても、大量になされた場合には、名誉感情の侵害が成立する

場合があると考えられる。もっとも、個別には名誉感情の侵害が認め

られないものについて、他の投稿を考慮することで名誉感情の侵害

を認めるというものであることから、削除の範囲をどのように画す

るべきかが、このような場合に名誉感情の侵害が認められるとする

根拠とも関連して問題になる。 

(ｲ) 削除の範囲 

個別には違法性を肯定し難い大量の投稿について名誉感情の侵害

が認められる場合の差止請求権による削除の範囲については、前記

第３の４⑶ア(ｲ)ｂに示された名誉感情の侵害の成否に関する考え

方に応じて、 

 

Ａ 削除請求等の対象とされた個々の投稿が社会通念上許される限

度を超えた侮辱行為であるかどうかをそれぞれ判断し、これが認

められた投稿について削除をなし得る（同ｂのＡの考え方） 

 

Ｂ 複数の投稿行為を一体として評価することができる場合におい

て、一体として評価される投稿が全体として社会通念上許される

限度を超えていると判断される場合には、一体として評価されて

いる投稿は全て名誉感情の侵害の構成要素となっている以上、そ

の投稿全体を削除することができる（同ｂのＢの考え方） 

 

との２つの考え方があり得る。さらに、同ｂのＣの考え方からは、 

 

Ｃ ある電子掲示板のスレッドやＳＮＳを管理するプロバイダ等に、

そのスレッドや特定のアカウントに特定の者に対する誹謗中傷の

投稿が大量に行われることで被害が集積する状態を放置してはな

らず、これらの投稿を削除しなければならない作為義務があると

認められたときは、プロバイダ等に対し、誹謗中傷の投稿全部の差

止めによる削除を求めることができる 
 

とすることも考えられる。 

これらのいずれの考え方を採るにせよ、今後は、同ｂに示された名

誉感情の侵害の成否に関する考え方をも踏まえつつ、様々な場面に

おいて、更なる検討の深化や運用等が期待される。 

エ 複数の投稿の組み合わせにより人格権を侵害する内容となる場合の

削除の範囲 

例えば、ある者の前科等に関する情報がその者の実名を伏せて投稿

され、その後に、その者の実名が投稿されるといった場合など、複数の

投稿を組み合わせることによって、その内容が人格権を侵害するもの
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になる場合があり得る。この場合、削除をなし得るのはどちらの投稿な

のか、あるいは両方とも削除することができるのかという問題がある。  

この点については、被侵害利益の性質等を踏まえた個別具体的な検討

が必要であり、今後の検討が待たれるところであるが、いずれにしても、

前記の事例においては、後者の投稿には前科等に関する情報も黙示的に

示されているということができる場合が多いと考えられ、そのような場

合には、少なくとも後者の投稿を削除し得るものと考えられる。 

 

６ 集団に対するヘイトスピーチ 

 

⑴ 問題の所在 

ア 「ヘイトスピーチ」の多義性  

いわゆる「ヘイトスピーチ」は、例えば、特定の国の出身者であるこ

と又はその子孫であることのみを理由に、日本社会から追い出そうと

したり危害を加えようとしたりするなどの一方的な内容の言動（内閣

府「人権擁護に関する世論調査」平成２９年１０月）といった、一定の

要素を備えた言動である。もっとも、「ヘイトスピーチ」とされるため

にはこうした一定の要素を備えていることが必要であるとしてもなお、

その要素としては様々なものがあり、多様な表現が「ヘイトスピーチ」

となり得るものであることから、極めて多義的である109。 

ヘイトスピーチ解消法の施行から約６年が経過し、同法の立法事実

とされた「ヘイトスピーチ」に関するデモや街宣活動の件数は減少傾向

にあるものの、依然として、インターネット上で「ヘイトスピーチ」が

行われている現状にある。こうした中、インターネット上の「ヘイトス

ピーチ」による被害の救済を図る必要があるが、人格権に基づく差止め

による削除を考える上では、前記のとおり、「ヘイトスピーチ」が極め

て多義的であることから、表現内容その他の個別具体的事情を踏まえ

た検討が必要となる。また、差止めによる削除をなすためには、特定の

個人の権利・利益が侵害されていることが要件となることから、問題と

される「ヘイトスピーチ」によっていかなる権利・利益が侵害されるの

かを特定しなければならない。 

そこで、以下では、「ヘイトスピーチ」により侵害される権利・利益

は何かということや、その侵害の具体的な判断の在り方等について整

理を行う。 

イ 集団等に向けられた「ヘイトスピーチ」 

 
109 「ヘイトスピーチ」に関する法律として、「本邦外出身者に対する不当な差別的言動の

解消に向けた取組の推進に関する法律」（平成２８年法律第６８号。以下「ヘイトスピーチ

解消法」という。）がある。ヘイトスピーチ解消法は、第２条で「本邦外出身者に対する不

当な差別的言動」の定義を置くが、これは「ヘイトスピーチ」の定義ではない（もっとも、

この「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」に該当するものは、通常、「ヘイトスピー

チ」であるといってよいと考えられる。）。 
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また、「ヘイトスピーチ」とされる表現は、人種や民族などの属性に

着目してなされるという性質上、そうした属性を有する集団等に向け

られた表現としてなされることが少なくない。こうした集団等に向け

られた「ヘイトスピーチ」については、これまで、特定の個人の権利・

利益の侵害を観念し難く、対処が困難であるとの指摘がなされてきた。 

そこで、以下では、こうした集団等に向けられた「ヘイトスピーチ」

による被害の救済の在り方についても整理を行う。 

 

⑵ 「ヘイトスピーチ」が個人に対して向けられている場合 

 ア 被侵害利益 

特定の個人に向けられた「ヘイトスピーチ」によって侵害され得る

人格権としては、まずは、名誉権、名誉感情、私生活の平穏110が考えら

れる。 

このほか、「ヘイトスピーチ」による侵害の対象となる権利・利益と

して、これまでに裁判実務で定着してきた人格権以外に、新たな権利・

利益を観念することができるかについては、今後の検討が待たれると

ころである。 

 イ 人格権に基づく差止めによる削除の判断基準 

  (ｱ) 判断基準 

名誉権、名誉感情、私生活の平穏に基づく差止めによる削除の一般

的な判断基準は、前記第３の１⑵の各人格権の箇所で整理したとお

りである。 

(ｲ) 人格権侵害の具体的な判断の在り方 

ａ 名誉感情の侵害 

一般に「ヘイトスピーチ」とされる言動には、例えば、「～を殺

せ」「～を海に投げ入れろ」「～はゴキブリだ」「～はこの町から

出ていけ」「～は祖国へ帰れ」「～は強制送還すべき」などといっ

た表現がある。こうした表現が、人種や国籍等の特定の集団の属性

を理由として特定の個人に向けてなされている場合、名誉感情を

侵害するものであるといえるかどうかについては、次のように考

えることができる。 

まず、「～を殺せ」「～を海に投げ入れろ」といった表現は、人

の存在を否定し、自尊を害する言明であるといえるから、社会通念

上許される限度を超える侮辱行為であって、名誉感情を違法に侵

害するものといえると考えられる（前記第３の１⑵(ｲ)ｂ(b)ⅰも

参照）。 

「～はこの町から出ていけ」「～は祖国へ帰れ」「～強制送還す

 
110 なお、投稿内容によっては、生命、身体及び財産も問題となり得る。もっとも、生命、

身体等の利益が問題となり得るインターネット上の投稿の多くは、その現実の侵害がある

ものではないことから、まずは私生活の平穏（前記第３の１⑵イ(ｴ)ａ(a)の①の類型）の侵

害が問題とされるものと考えられる。 
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べき」といった表現についても、その社会における構成員であるこ

とを否定するものであり、自尊を害する言明であるといえるから、

社会通念上許される限度を超える侮辱行為であって、名誉感情を

違法に侵害するものといえると考えられる。 

「～はゴキブリだ」などと差別的、軽蔑的な意味合いで昆虫や動

物などに例える表現については、対象者を低位な存在であるとす

るものであり、自尊を害する言明であるといえるから、社会通念上

許される限度を超える侮辱行為であって、名誉感情の違法な侵害

であるといえると考えられる。 

ｂ 私生活の平穏の侵害 

差別を助長する、あるいは憎悪を増進する表現であって、名誉権

や名誉感情の侵害が認められないものについては、私生活の平穏

を被侵害利益とすることが考えられる。 

まず、差別を助長し、あるいは憎悪を増進するインターネット上

の投稿を閲読した第三者によって、生命・身体等への加害行為が行

われる危険に着目する場合には、物理的な平穏（前記第３の１⑵イ

(ｴ)ａ(a)の①）が問題となる。この法律構成は、第三者の行為によ

る実害が現実に発生するよりも前の段階で私生活の平穏の侵害が

生じていると捉えるものであるから、保護の場面が前倒しされる

ことになる。そのため、どのような場合に社会通念上受忍の限度を

超える精神的苦痛を与えるものであるとして私生活の平穏の侵害

を認めてよいかは慎重に検討する必要があると考えられるところ、

少なくとも、一般の通常人を基準として、生命・身体等が侵害され

るおそれがあると感じることが合理的であるといえることが必要

であると考えられる。 

他方で、差別を助長し、あるいは憎悪を増進するインターネット

上の投稿が、被害者の主観的利益を直接に侵害するものであると

見る場合には、精神的な平穏（前記第３の１⑵イ(ｴ)ａ(a)の②）が

問題となる。この点については、 

① インターネット上の誹謗中傷の問題が自尊の侵害であって、

従来の典型的な名誉感情の問題とは質的に異なるのではないか

という問題意識から、被侵害利益として私生活の平穏を付加す

るという考え方が近年増えている。しかし、自尊の侵害が、典型

的な名誉感情の侵害とは質的に異なるとしても、これを私生活

の平穏の問題として捉えるのが妥当かどうかには疑問があり、

今後の検討が必要である。 

という意見や、 

② 人の主観的・感情的な利益については、これまで法的保護に値

するものが類型化されてきたところであり、そのような中、「ヘ

イトスピーチ」について精神的な平穏類型の私生活の平穏によ

り保護しようとすることは、保護範囲が不明確になるため適当
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ではなく、名誉感情を適切に法律構成することにより対応する

方がよい。 

という慎重な意見も示されたところである。 

精神的な平穏類型の私生活の平穏による保護の可能性について

は、このような観点も含め、今後の検討が待たれるところである。 

 

⑶ 「ヘイトスピーチ」が集団等に対して向けられている場合 

前項⑵のとおり、「～を殺せ」「～は祖国へ帰れ」などといった表現が、

特定の集団の属性を理由として特定の個人に向けてなされている場合、

名誉感情の侵害が認められると考えられる。 

これに対し、こうした表現が、「～人を殺せ」「～人は祖国へ帰れ」な

どといった形で集団等に向けてなされた場合には、特定の個人の名誉感

情への影響が抽象的なものとなるため、直ちにその侵害があるとはいい

難くなるものと考えられる。 

もっとも、最判平成１５年１０月１６日民集５７巻９号１０７５頁が、

「ほうれん草を中心とする所沢産の葉物野菜が全般的にダイオキシン類

による高濃度の汚染状態にあり、その測定値は、Ｋ株式会社の調査結果に

よれば、１ｇ当たり「０．６４～３．８０pgＴＥＱ」であるとの事実」の

摘示が、所沢市内において各種野菜を生産する農家の社会的評価を低下

させるものであることを認めていることからすると、集団等に向けられ

た表現であっても、特定の個人に対する人格権の侵害は認められ得るも

のであると考えられる。 

また、「ヘイトスピーチ」は、人種又は民族などの属性を理由として当

該属性を有する者を社会から排除することや、これらの者に対する差別

意識を助長し又は誘発するといった不当な目的で行われるものであって、

当該属性を有する者に対して侮辱を加えるものや、差別の意識、憎悪等を

誘発し若しくは助長するもの、あるいは、その生命、身体等に危害を加え

るといった犯罪行為を扇動するようなものなどであるとされているから、

こうした「ヘイトスピーチ」が向けられるのは、通常、差別を受けてきた

社会的事実があるマイノリティであることをも踏まえると、当該属性を

有する者に多大な精神的苦痛を与えるものである（ヘイトスピーチ解消

法前文参照）のみならず、これらの者に実害が加えられる危険性の高いも

のであるといえる。そうすると、こうした「ヘイトスピーチ」が集団等に

向けられており、特定の個人に対する人格権の影響がある程度抽象的で

あっても、実害が生じる高い危険性に鑑み、違法な人格権侵害を認めてよ

い場合があると考えられる。 

以上からすれば、集団等に向けられた「ヘイトスピーチ」については、

その集団等の規模、構成員の特定の程度によっては、集団に属する特定個

人の権利・利益が侵害されていると評価できる場合があると考えられ、具

体的には、少なくとも「○○市●●地区の△△人」といった程度に集団等

の規模が限定されており、その構成員が特定されている場合には、名誉感



 

80 

 

情等の人格権の侵害を認めることができると考えられる。 

 

⑷ 特定の個人の権利・利益を侵害するとはいえない場合の対処の在り方 

ア プロバイダ等による自主的な対応 

特定の個人の権利・利益の侵害が認められないとしても、「ヘイトス

ピーチ」とされるインターネット上の投稿の中には、当該集団等に属す

る者がこれを閲覧した場合、その者に深刻な精神的苦痛を与えるもの

があり、これを抑止する必要性が高いものであるといえる（最判令和４

年２月１５日 D1-Law２８３００２８２も参照）。 

特に、インターネット上の投稿には、高度の流通性や拡散性があるほ

か、投稿及びアクセスの容易性、情報の半永続性といった特性があり、

その内容が多数の者の目にとまりやすく、差別の助長や憎悪の増進が

生じやすい。 

また、当該集団に属する者は、マイノリティであることが一般であり、

対抗言論が機能しにくいほか、インターネットは公共的な事柄につい

て冷静に討論する場でもあるところ、差別の助長や憎悪の増進がある

と、そのような場が失われてしまうということをも踏まえて対処する

ことが求められる。 

さらに、一般に利用されているプラットフォームサービスにおいて

「ヘイトスピーチ」が野放しにされれば、対象とされたマイノリティは、

そのサービスを安心して利用することができず、社会的な不利益を被

ることとなる。そのため、一般に利用されているプラットフォームサー

ビスに関しては、いかなる属性の者でも、当該サービスを平等に利用で

きるような配慮が求められるということができる111。 

   以上に鑑みると、前項⑵及び⑶で見た、特定の個人の権利・利益の侵

害を理由とする差止めによる削除が困難とされる場合であっても、少

なくともヘイトスピーチ解消法第２条の「本邦外出身者に対する不当

な差別的言動」に該当するとされる場合112には、「ヘイトスピーチ」に

よる具体的な被害を予防するために、プロバイダ等は、これについて削

除依頼や、法務省の人権擁護機関からの情報提供を受けた際には、ガイ

ドラインや約款等に基づく自主的な対応を積極的に行うことが社会的

 
111 この点については、反対の意見もあった。すなわち、例えば、ＳＮＳについても、特定

の話題に重点を置く、一部のユーザーは参加しにくいような論争的な議論を許容する等は、

ＳＮＳ運営事業者の自由の範囲に含まれており、「どのような属性の人でも利用できるよう

にすることを確保する義務がある」とか「いかなる属性の者でも、サービスを平等に利用で

きるような配慮が求められる」とはいえない、というものである（もっとも、本検討会にお

いては、ヘイトスピーチ解消法第２条の「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」に該当

する場合には、削除依頼等を受けたプロバイダ等が約款等に基づく自主的な対応を積極的

に行うことが社会的に期待されるとの結論には異論はなかった。）。 
112 本検討会においては、これに該当する場合には、（権利侵害があるかどうかという意味

での違法ではないが）いわば公法上違法であると見ることができるとの意見も示された。 
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に期待される。 

 

【参考】前掲最判令和４年２月１５日（抜粋） 

 

 本件各規定は、拡散防止措置等を通じて、表現の自由を一定の範囲

で制約するものといえるところ、その目的は、その文理等に照らし、

条例ヘイトスピーチの抑止を図ることにあると解される。そして、条

例ヘイトスピーチに該当する表現活動のうち、特定の個人を対象とす

る表現活動のように民事上又は刑事上の責任が発生し得るものにつ

いて、これを抑止する必要性が高いことはもとより、民族全体等の不

特定かつ多数の人々を対象とする表現活動のように、直ちに上記責任

が発生するとはいえないものについても、前記１(2)で説示したとこ

ろに照らせば、人種又は民族に係る特定の属性を理由として特定人等

を社会から排除すること等の不当な目的をもって公然と行われるも

のであって、その内容又は態様において、殊更に当該人種若しくは民

族に属する者に対する差別の意識、憎悪等を誘発し若しくは助長する

ようなものであるか、又はその者の生命、身体等に危害を加えると

いった犯罪行為を扇動するようなものであるといえるから、これを抑

止する必要性が高いことに変わりはないというべきである。加えて、

市内においては、実際に上記のような過激で悪質性の高い差別的言動

を伴う街宣活動等が頻繁に行われていたことがうかがわれること等

をも勘案すると、本件各規定の目的は合理的であり正当なものという

ことができる。 

 

イ 「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」該当性の判断 

(ｱ) 定義 

ヘイトスピーチ解消法は、その第２条に、次のとおり「本邦外出身

者に対する不当な差別的言動」の定義規定を置いている。 

 

（定義） 

第二条 この法律において「本邦外出身者に対する不当な差別的言

動」とは、専ら本邦の域外にある国若しくは地域の出身である者又

はその子孫であって適法に居住するもの（以下この条において「本

邦外出身者」という。）に対する差別的意識を助長し又は誘発する

目的で公然とその生命、身体、自由、名誉若しくは財産に危害を加

える旨を告知し又は本邦外出身者を著しく侮蔑するなど、本邦の域

外にある国又は地域の出身であることを理由として、本邦外出身者

を地域社会から排除することを煽動する不当な差別的言動をいう。 

 

同条は、「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」とは「本邦の
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域外にある国又は地域の出身であることを理由として、本邦外出身

者を地域社会から排除することを煽動する不当な差別的言動」であ

るとした上で、その典型例として、①（専ら本邦外出身者に対する差

別的意識を助長し又は誘発する目的で公然と）生命、身体、自由、名

誉若しくは財産に危害を加える旨を告知するものと、②（専ら本邦外

出身者に対する差別的意識を助長し又は誘発する目的で公然と）著

しく侮蔑するものの２つの例を規定したものと解される113。 

(ｲ) 判断基準 

ある投稿の内容が、ヘイトスピーチ解消法第２条の「本邦外出身者

に対する不当な差別的言動」に該当するかどうかは、ヘイトスピーチ

解消法の趣旨を踏まえて、当該投稿の背景、前後の文脈、趣旨等の諸

事情を総合的に考慮して判断すべきであると考えられる。 

(ｳ) 具体例 

「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」に当たるかどうかは、

前項(ｲ)のとおり判断されるべきものであるから、個別具体的な事情

を踏まえることなく、「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」に

常に該当する特定の表現を示すことは困難である。 

もっとも、典型的なものについては、具体的な事情をある程度捨象

することができると考えられるため、以下、典型的な例を掲げる。 

まず、ヘイトスピーチ解消法第２条が例示する「本邦外出身者の生

命、身体、自由、名誉若しくは財産に危害を加える旨を告知」するも

のについては、例えば、対象者が本邦の域外にある国又は地域の出身

であることを理由に、「～人は殺せ」「～人を海に投げ入れろ」「～

人の女をレイプしろ」などというものが該当し得ると考えられる。 

次に、同条が例示する「著しく侮蔑する」ものについては、例えば、

対象者が本邦の域外にある国又は地域の出身であることを理由に、

蔑称で呼んだり、差別的、軽蔑的な意味合いで「ゴキブリ」などの昆

虫、動物、物に例えるなどするものが該当し得ると考えられる。 

また、「地域社会から排除することを煽動する」ものについては、

例えば、対象者が本邦の域外にある国又は地域の出身であることを

理由として、「～人はこの町から出て行け」、「～人は祖国へ帰れ」、

「～人は強制送還すべき」などというものが該当し得ると考えられ

る。さらに、災害時において、「～人が井戸に毒を入れた」などといっ

 
113 ヘイトスピーチ解消法第２条は、その対象を「本邦外出身者」、すなわち、「本邦の域

外にある国若しくは地域の出身である者又はその子孫であって適法に居住するもの」に対

するものに限定している。しかしながら、同法が審議された衆・参法務委員会の附帯決議に

あるとおり、同法の趣旨、日本国憲法及びあらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約

の精神に照らせば、同条が規定する「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」以外のもの

であれば、いかなる差別的言動であっても許されるとの理解は誤りであり、プロバイダ等が

約款等に基づく削除等の措置を講ずる上では、こうしたヘイトスピーチ解消法の趣旨を踏

まえた柔軟な運用が求められる。 
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た投稿がなされることがあるが、こうした投稿が本邦の域外にある

国又は地域の出身であることを理由としてなされている場合、当該

属性を有する者に対する差別意識や憎悪を誘発、助長するものであ

るから、「地域社会から排除することを扇動する」ものに該当し得る

と考えられる。 

 

７ 同和地区に関する識別情報の摘示 

 

⑴ 問題の所在 

ア 部落差別（同和問題） 

部落差別（同和問題）は、日本社会の歴史的過程で形作られた身分差

別により、日本国民の一部の人々が、長い間、経済的、社会的、文化的

に低い状態に置かれることを強いられ、同和地区と呼ばれる地域の出

身者であることなどを理由に結婚を反対されたり、就職などの日常生

活の上で差別を受けたりするなどしている、我が国固有の人権問題で

ある114。 

この問題の解決を図るため、国は、地方公共団体と共に、昭和４４年

から３３年間、特別措置法に基づき、地域改善対策を行ってきた。また、

昭和５０年１１月には、全国の同和地区の所在地等を掲載した「部落地

名総監」と呼ばれる図書が高額で販売され、企業や興信所等で就職や結

婚の際の身元調査等に使用されていたことが発覚して社会問題となり、

国において回収等の措置が講じられるなどした115。 

これらの取組の結果、同和地区の劣悪な環境に対する物的基盤の整

備は着実に成果を上げ、一般地区との格差は大きく改善されるととも

に、「部落地名総監」は入手や閲覧が困難な状況となり、同和地区の所

在は容易に知ることができない状況となったはずであった。 

しかしながら、情報化の進展に伴い、インターネット上で特定の地域

を同和地区であると指摘する情報（法務省の人権擁護機関では、これを

「識別情報の摘示」と呼んでいる。）が投稿されるなどの事態に至った。

このことをも踏まえ、部落差別の解消を目指し、平成２８年１２月、部

落差別の解消の推進に関する法律（平成２８年法律第１０９号）が施行

された。 

同法第６条に基づき法務省が実施した調査の結果を取りまとめた

「部落差別の実態に係る調査結果報告書」によれば、一般国民に対する

意識調査において、現在でも部落差別があると思うかとの質問に対し、

 
114 法務省「部落差別（同和問題）を解消しましょう」

https://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken04_00127.html 
115 法務省の人権擁護機関は、昭和 50 年から平成元年までの間、人権侵犯事件として調査

を行い、発行者、購入者等から、任意に合計 663冊の部落地名総鑑の提出を受けて回収する

などした。 
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「部落差別はいまだにある」と回答した者の割合は、全体の 73.4パー

セントであった。また、交際相手や結婚相手について、同和地区の出身

であることを気にするかとの質問に対し、「気になる」と回答した者の

割合は、全体の 15.8パーセントであり（近畿、中国、四国では 20パー

セントを超えている。）、心理面における偏見、差別の意識が依然とし

て残っていることが明らかとなっている。さらに、同調査結果によれば、

インターネット上での差別的書き込みが増加傾向にあること、イン

ターネット上で部落差別関連情報を閲覧した者の一部には差別的な動

機で閲覧している者がいるとうかがわれることなどが明らかになって

いる116。 

イ インターネット上の「部落差別」 

インターネット上で、特定の地域を同和地区と指摘する情報は、それ

自体としては、特定の地域に関する情報であって、人の属性を示すもの

ではない。もっとも、このような情報がインターネット上に投稿されて

いる場合、同和地区の居住者や出身者に対して差別意識を有する者（こ

れを「気にしている」者も含む。以下同じ。）としては、検索エンジン

で検索を行うことによって、ある者が同和地区の居住者や出身者であ

るかどうかを容易に特定することができることとなり、これらの者に

差別を行うための手段を提供することとなる。 

法務省の人権擁護機関においては、インターネット上の識別情報の

摘示は当該地区の出身者等に対して将来差別が行われるおそれの高い

ものであるとの考え方から、関係行政機関からの通報等により当該情

報の存在を認知した場合には、プロバイダ等に対する削除要請を行っ

ている。しかしながら、部落差別（同和問題）が我が国固有の人権問題

であるため海外事業者の理解を得ることが困難であることなどから、

名誉毀損やプライバシー侵害の類型に比し、削除対応率が低水準にと

どまっている状況にある。 

こうした問題状況を踏まえ、以下では、インターネット上の識別情報

の摘示を人格権に基づく差止めにより削除することができるかどうか

や、仮に人格権を侵害するものではないとした場合の対応の在り方等

について整理を行う。 

 

⑵ 特定の個人が同和地区の出身であると摘示する情報 

 ア 被侵害利益 

 (ｱ) プライバシー 

ある者が同和地区の出身であることが知られると、その者が同和

地区の出身であることを理由に就職や結婚などの場面で差別を受け

るなどするおそれがあるから、同和地区の出身であることは、一般人

 
116 法務省「部落差別の実態に係る調査結果報告書」令和２年６月

https://www.moj.go.jp/content/001327359.pdf 
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の感受性を基準にして当該私人の立場に立った場合、公開を欲しな

いであろうと認められる事柄であるといえる。また、同和地区の出身

であることは私生活上の事実であるといえ、前項⑴アのとおり、現在

では、かつて同和地区であった地域がどこであるかは容易に知るこ

とができない状態となっていることから、非公知性も認められる。 

したがって、特定の個人が同和地区の出身であることは、プライバ

シーに属する事実であると認められ、これを公表することは、プライ

バシーを侵害するものであるといえる（東京地判令和３年９月２７

日 Westlaw２０２１ＷＬＪＰＣＡ０９２７６００２参照）。 

(ｲ) 名誉権 

一般に同和地区の出身であることが人の社会的評価を低下させる

ものと見るべきではないことから、個別具体的な事案において名誉

毀損が主張されることが有り得るとしても、一般論として名誉権を

被侵害利益として捉えることについては、慎重にあるべきであると

考えられる。 

(ｳ) 私生活の平穏 

私生活の平穏を被侵害利益として観念すること自体は可能である。

もっとも、ある者が同和地区の出身であることを示す情報それ自体

は、その者に対する差別行為等が行われるおそれのあるものである

が、直ちに生命・身体等の利益が害される危険があるものとまでは考

えられないことから、物理的な平穏類型（前記第３の１⑵イ(ｴ)ａ(a)

の①）は問題とならず、精神的な平穏類型（前記第３の１⑵イ(ｴ)ａ

(a)の②）の私生活の平穏の問題になると考えられる。 

イ 人格権に基づく差止めによる削除の判断基準 

プライバシーや私生活の平穏について、人格権に基づく差止めによ

る削除の一般的な判断基準については、前記第３の１⑵イの各人格権

の箇所で整理したとおりである。 

   

⑶ 特定の地域を同和地区であると摘示する情報 

ア 特定の地域を同和地区であると摘示する情報に当たるかどうかの判

断の在り方 

特定の地域を同和地区であると指摘する情報であるかどうかは、一

般の読者の普通の注意と読み方を基準に判断するのが相当である。 

 「〇〇市△△は部落」などといったものが同和地区に関する識別情

報の摘示に当たることは明らかであるが、「部落」「同和地区」といっ

た直接的な表現が用いられていなくても、一般の読者の普通の注意と

読み方に照らして、同和地区であることを示す情報が含まれていると

認められる場合には、識別情報の摘示に該当し得るものと考えられる

（例えば、「〇落」と伏字が用いられているが、文脈等からして「部

落」と述べるものであると認められる場合や、ある地域に隣保館があ

ることを指摘するもの等）。また、行政区画としては現在存在しない
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地名を用いている場合であっても、一般の読者の普通の注意と読み方

に照らし、特定の地域を指すと理解されるものについては、識別情報

の摘示に該当し得ると考えられる。 

他方、「〇〇市は部落」「××村は同和地区」などといったものにつ

いては、一般の読者の普通の注意と読み方に照らすと、ある地方公共

団体の全域が同和地区であると受け止められるとは通常想定し難いこ

とから、同和地区に関する識別情報の摘示には当たらないものと考え

られる。 

イ 人格権の侵害 

(ｱ) プライバシー 

ａ 侵害の有無 

特定の地域を同和地区であると指摘する情報それ自体は、人の

属性を示すものではないため、プライバシーに属する事実である

ということはできない。 

しかしながら、差別意識を持つ者が検索エンジンで検索を行う

ことによって、ある者が同和地区の居住者や出身者であるかどう

かを容易に特定することができること等からすると、インター

ネット上で特定の地域を同和地区であると指摘する情報を公表す

る行為は、実質的には、プライバシーを侵害する行為であると評価

することができると考えられる（前掲東京地判令和３年９月２７

日参照）。 

ｂ 違法性の有無 

特定の地域を同和地区であると指摘する情報の公表がプライバ

シー侵害になると認められる場合には、前記第３の１⑵イ(ｳ)ｃの

とおり、当該事実を公表されない法的利益とこれを公表する理由

とを比較衡量し、前者が後者に優越するかどうかにより削除の可

否を判断することとなる。 

そして、この比較衡量の判断においては、同(ｳ)ｄ(b)のとおり、

公共の利害に関する事実でない場合には、よほどの例外的な事情

がない限り、差止めによる削除が認められると考えられるところ、

特定の地域が同和地区であるとの情報は、一般的には、社会の正当

な関心事ではなく、公共性があるとはいえないものであると考え

られる（前掲東京地判令和３年９月２７日参照）。したがって、イ

ンターネット上の特定の地域を同和地区であると指摘する情報は、

通常、プライバシー侵害を理由とする差止めにより削除すること

ができると考えられる。 

もっとも、同ｄ(a)のとおり、この比較衡量の判断においては表

現の自由を適切に考慮する必要があるところ、例えば、学術、研究

等の正当な目的でなされた場合には、当該表現は公共性を帯びる

ため、その目的に照らして必要かつ相当な範囲で公開する場合に

は、表現の自由に配慮することが望ましい（最判令和２年１０月９
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日民集７４巻７号１８０７頁参照）。この点、特定の地域を同和地

区であるとする情報が学術専門誌等に掲載される場合には、その

読者が限られていることなどから、被害者（当該地域の出身者等）

が差別を受けるなどの具体的被害を受ける可能性は相当に低いと

いえるため、当該情報を公表されない法的利益がこれを公表する

理由に優越するとはいえず、当該雑誌の差止めを求めることはで

きないと考えられる。他方、当該情報がインターネット上で公開さ

れる場合には、通常、誰もが容易にアクセスすることができ、当該

情報が伝達される範囲が広範にわたるものである上、差別意識を

持つ者に対してある者が同和地区の出身であることを容易に知る

ことができる手段を与えることにもなることから、通常、被害者

（当該地域の出身者等）が差別を受けるなどの具体的被害を受け

る可能性が相当に高いものといえる。したがって、インターネット

上の特定の地域を同和地区であるとする情報は、学術、研究等の正

当な目的に基づくものであり、その目的に照らして必要な範囲で

公開するものであっても、その公開の態様や文脈等から、被害者

（当該地域の出身者等）が具体的な被害を受ける可能性が相当に

低いといえる場合でない限り、当該情報を公開されない法的利益

がこれを公表する理由に優越し、削除することができると考えら

れる。 

なお、投稿者に差別の助長、誘発目的があったという事情は、比

較衡量を行う際に違法性を基礎付ける考慮要素の１つとなると考

えられるが、当該目的がなければ違法性が認められないというも

のではないことに留意する必要がある。 

(ｲ) 私生活の平穏 

前項(ｱ)のとおり、プライバシーの侵害を理由とする差止めが認め

られると考える場合には、私生活の平穏の侵害を検討する必要性は

必ずしも高いものではない117。もっとも、私生活の平穏を被侵害利益

として想定することは可能であるため、この点について整理を行う。 

特定の地域を同和地区であるとする情報それ自体には、直ちに当

該地域の出身者等の生命、身体等の利益が害される危険性があると

はいえないため、この場合も、前記⑵ア(ｳ)と同様、通常は、精神的

な平穏類型の私生活の平穏が問題となると考えられる。 

削除の可否については、前記第３の１⑵イ(ｴ)ｃのとおり、社会通

念上受忍すべき限度を超えた精神的苦痛が生じているかどうかによ

り決されるものであるが、その際には、削除請求を行う個人にこの精

 
117 インターネット上に特定の地域を同和地区であるとする情報が公開されることで、同地

区の出身者等が将来差別を受け、あるいは受けるおそれを感じながら生活することを余儀

なくされることによって、精神的平穏の類型の私生活の平穏が侵害されると考える場合に

は、プライバシーと実質的に同一の法的利益を問題としていると考える余地もある（前記第

３の１⑵イ(ｴ)ａ(a)も参照。） 
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神的苦痛が生じているかどうかを、当該個人に固有の事情に基づき

判断するのではなく、同和地区であると指摘された当該地域の出身

者等がいかなる被害を受けるかという観点から、個別具体的な事情

に基づき検討を行うべきであると考えられる。 

その上で、この総合考慮を行うに当たっては、 

・ 情報の流通性、拡散性、永続性等のインターネットの持つ特性を

踏まえると、差別意識を有する者が、検索エンジンで検索を行うこ

とによって、ある者が同和地区の居住者や出身者であるかどうか

を容易に特定することができること、また、結婚差別や就職差別と

いうように、特定の地域を同和地区であると指摘する情報を契機

として発生するおそれの高い害悪の内容が明確であること 

などの積極的な事情がある一方、 

・ 地域によっては過去に同和地区であったことが相当程度風化し

ている場合もあり得ることや、個別の表現行為の内容によっては、

例えば、他の前提知識等を併せて考慮しなければ当該地域が同和

地区であることを特定できないなど、情報の識別性があいまいで

ある場合や、表現態様等に照らして差別を助長・誘発するおそれが

低いこと 

などの消極的な事情もあり得る。そのため、いかなる場合に社会通

念上受忍すべき限度を超えた精神的苦痛が生じ、私生活の平穏が侵

害されたといえるのかについては、これらの点も踏まえ、具体的な

検討を行うこととなる。 

 

【参考】前掲東京地判令和３年９月２７日（抜粋） 
 

⑴ プライバシー侵害の有無について 

ア 個人のプライバシーに属する情報をみだりに公表されない利益は、法

的保護の対象となるというべきである（最高裁平成２８年（許）第４５号

同２９年１月３１日第三小法廷決定・民集７１巻１号６３頁参照）。 

イ 本件地域一覧は、かつて被差別部落があったとされる地域（以下「本件

地域」という。）の所在を明らかにする情報（以下「本件地域情報」とい

う。）を掲載したものであるところ、前記１(1)アないしエ及びカ認定の

事実関係によれば、封建社会の身分制度に由来する不合理な差別は、明

治初期は戸籍の記載自体に基づいて行われたものであったものの、この

差別の問題を解決しようとした行政及び立法の対応により戸籍の調査が

困難になると、本籍や住所が本件地域にあるか否かの調査に基づいて行

われるようになり、前記１(2)イ認定の意識調査の結果等に照らしても、

ある個人の住所又は本籍が本件地域内にあることが他者に知られると、

当該個人は被差別部落出身者として結婚、就職等の場面において差別を

受けたり、誹謗中傷を受けたりするおそれがあることが容易に推認され

る。以上に照らすと、ある個人の「住所又は本籍が本件地域内にあるこ

と」は、みだりに他人に知られたくない情報として当該個人のプライバ

シーに属する情報に当たると認めるのが相当である。 
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（中略） 

ウ もっとも、本件地域情報それ自体は、地域に関する情報にすぎないか

ら、本件地域一覧が公開されたからといって、直ちに個人について「住所

又は本籍が本件地域内にあること」が公表されたものとはいえない。 

   しかし、前記イ説示のとおり、ある個人を被差別部落出身者として差

別しようとする者は、当該個人の住所や本籍が本件地域内にあるか否か

を調査し、その住所や本籍が本件地域内にあれば当該個人について差別

的な取扱いをしようとするものであるところ、個人が社会生活を営む上

で住所を開示することは不可避であり、また、結婚や就職等の場面にお

いて本籍を開示しないことも困難である（甲３２２、３２３、３２５）。

前記１(2)認定の事実関係に照らすと、ある個人を被差別部落出身者とし

て差別しようとする者は、現在もなお全国に少なからず存在することが

推認されるところ、本件地域情報が公表されれば、これらの者は、開示さ

れた住所又は本籍の情報と本件地域情報を対照して調査することによ

り、本件地域内に住所又は本籍がある個人について、その「住所又は本籍

が本件地域内にあること」を容易に知り得ることとなる。本件地域一覧

は、本件地域情報を集約して都道府県別に一覧表の形に整理しただけの

ものであって、これをインターネット上のウェブサイトに掲載するなど

して一般に公開する行為は、専ら上記の調査を容易にするものというべ

きである。 

そして、前記認定事実(1)イ、ウ、オ、キ及びクのとおり、不合理な差

別を根絶するため本件地域情報を公表しようとする動きを官民挙げて抑

止する粘り強い努力が続けられ、本件地域情報を知ることは一般的に容

易ではない状況となっており、本件地域一覧が公開されなければ、本件

地域内に住所又は本籍がある個人について、その「住所又は本籍が本件

地域内にあること」が広く知られることはないにもかかわらず、本件地

域一覧が公開されれば、上記のとおり、これが広く知られる結果を招く

ことになるものである。被告らは、本件地域の所在は、過去の出版物等

の内容や隣保館等の所在により特定できると主張するが、それらの出版

物等は広く流通販売されているとはいえないし、隣保館等の所在は必ず

しも本件地域の所在と合致するものではないから、上記認定を左右する

ものではない。 

以上のとおり、本件地域一覧を公開する行為は、それ自体は個人の「住

所又は本籍が本件地域内にあること」を公表するものではないものの、

これを開示された個人の住所又は本籍の情報と対照する調査を容易にす

ることによって、当該個人の「住所又は本籍が本件地域内にあること」

を広く知られる結果を招くものであり、専らそのような調査を容易にす

るものというべきであるから、これを本件地域内に住所又は本籍がある

個人についてその「住所又は本籍が本件地域内にあること」を公表する

行為と同視することができるというべきである。被告Ｙ２は、上記の点

を指摘した本件仮処分申立て１の申立書等の副本を閲読した平成２８年

３月２６日の後である同月２８日以降、さらに本件地域一覧を公開した

ものであること（前提事実(3)ウ、(4)イ、オ）に照らしても、この点を十

分に認識しつつ、あえてこれを公開したものと認めるべきである。 

エ そして、本件地域一覧によって明らかにされる本件地域の所在が社会
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的に正当な関心事であるとはいい難く、また、被告Ｙ２が、平成２８年１

０月１７日頃、本件ツイッターアカウントに「□□の発禁が解除された

ら、今度は本格的にバンバン売って金儲けしますよ。それによってアホ

が憤怒して発狂することを含めて表現でありアートなので。」などとい

う挑発的な投稿をしていたこと（甲４２）も踏まえると、本件地域一覧に

学術的価値がある旨の被告らの主張を考慮しても、その公開が専ら公益

を図る目的のものでないことは明白である。 

したがって、本件地域一覧の公開は、個人原告らのうち、その住所又

は本籍が本件地域一覧に本件地域として記載された地域に属する者との

関係では、そのプライバシーを違法に侵害するものというべきである。 

 

⑷ 特定の個人の権利・利益を侵害するとはいえない場合の対処の在り方 

ア プロバイダ等による自主的な対応 

前項⑶のとおり、インターネット上の同和地区に関する識別情報の

摘示は、プライバシーを侵害するものとして、差止めによる削除をなし

得るものと考えられるが、仮に、プライバシー等の人格権を侵害するも

のではないと考える場合118でも、これを放任することは適当ではないと

考えられる。 

すなわち、部落差別については、長年にわたる歴史の中で、土地に結

びついた差別がなされてきたという特殊性や、同和地区の物的基盤の

整備や「部落地名総鑑」の回収などにより、その特定を明るみにしない

ための官民を挙げた様々な努力が積み重ねられてきたほか、同和地区

に関する情報が差別意識を増幅させることを指摘した最高裁判所の判

例 （最判平成２６年１２月５日 D1-Law２８２３０９９３）や、特定の

地域を同和地区であると指摘するインターネット上の情報の削除を認

めた裁判例（前掲東京地判令和３年９月２７日）が存在することを踏ま

えると、特定の地域を同和地区であると指摘する情報をインターネッ

ト上に投稿する行為については、特定の個人の権利・利益を侵害すると

はいえないものであっても、原則として許されざる差別の助長に当た

るものであるとの考慮も十分尊重に値する。 

そこで、プロバイダ等においては、このような観点をも踏まえ、特定

の地域を同和地区であると指摘する情報について削除依頼等を受けた

場合には、差別を助長・誘発する目的があるかどうかにかかわらず、約

款等に基づき、削除を含む積極的な対応を採ることが期待される。 

イ 約款等に基づく削除等の対応を採るのが相当ではない場合 

前項⑶アの判断方法により特定の地域を同和地区であると指摘する

情報であると認められる場合でも、表現の自由の保障の観点から、前項

⑶イ(ｱ)ｂのとおり、学術、研究等の正当な目的に基づくものであり、

 
118 そもそもインターネット上の識別情報の摘示はプライバシーの侵害に当たらないとい

う立場をとる場合、という意味であり、プライバシーを侵害するものであるが、個別具体的

な事情の下で違法性がない場合をいうものではない。 
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その目的に照らして必要な範囲で公開するものであって、その公開の

態様や文脈等から、被害者（当該地域の出身者）が具体的な被害を受け

る可能性が相当に低いといえる場合には、約款等に基づく削除等の措

置を講ずるべきではないと考えられる。 

 

８ その他の論点 

 

⑴ ハード・ローとガイドラインや約款等の役割分担 

ア 問題の所在 

インターネット上の誹謗中傷の投稿等による被害については、当該

投稿等が特定の個人の権利（法律上保護される利益を含む。以下同じ。）

を侵害するものであれば、法的な救済措置（ハード・ローによる対応）

を受けることができる。他方で、特定の個人の権利を侵害すると認めら

れないものについては、法的な救済措置を受けることはできない。法務

省の人権擁護機関が行う削除要請も、強制力を伴うものではないとは

いえ、国家機関が表現内容の当否を判断し、私人間に介入することは、

表現の自由の観点から謙抑的にあるべきことから、まずは、特定の個人

の権利が侵害されている場合を念頭に行うことが相当であり、特定の

個人の権利を侵害するものではない誹謗中傷の投稿について削除要請

を行うことは、基本的に相当でないと考えられる119。 

しかしながら、こうした権利侵害が認められない誹謗中傷の投稿等

であっても、その被害者が精神的苦痛を受けることがある上、高度の流

通性、拡散性や永続性といったインターネット上の投稿の特性によっ

て、その被害は時に深刻なものともなる。そのため、権利侵害が認めら

れない誹謗中傷の投稿等による被害についても、何らかの救済措置を

講ずることが求められるところ、ハード・ローによる対応が困難である

ことから、プロバイダ等が自主的に定める約款等によって対応するこ

とが考えられるところである120。 

イ 基本的な考え方 

 
119 識別情報の摘示については、前記第３の７でも見たとおり、いかなる場合に特定の個人

の権利を侵害したと認められるかについて様々な検討が行われているところであるが、こ

れまで法務省の人権擁護機関においては、仮に特定の個人の権利を侵害するとは認められ

ないとしても、将来差別が行われるおそれの高い行為であることから、予防的に、削除要請

を行ってきたところである。また、いわゆる「ヘイトスピーチ」については、特定の個人の

権利を侵害するとまでは認められないものであっても、ヘイトスピーチ解消法第２条所定

の「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」に該当すると考えられるものについては、プ

ロバイダ等にその旨の情報提供を行い、プロバイダ等の自主的な対応を促す取組を行って

いる。 
120 これに対して、「深刻な被害」があってもなお適法なものは、何らかの事情（公の関

心事である等）により正当化・適法化されているものであり、プロバイダ等の対応が期待

されるものに含めるべきではない、との意見もあった。 
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(ｱ) 特定の個人の権利侵害が認められる場合 

プロバイダ等は、特定の個人の権利を侵害する違法な情報である

として削除依頼等を受けた場合には、自らもその違法性の有無を迅

速かつ的確に判断し、これがあると認めた場合には、速やかに削除等

の措置を講ずることが期待される。 

なお、特定の個人の権利を侵害する違法な情報であるかどうかの

判断が容易ではないことが、裁判外での円滑かつ迅速な救済の支障

とならないように、民間のガイドラインにおいて、事例を集積するな

どして、違法性判断の明確化を図ることも有用である。 

(ｲ) 特定の個人の権利侵害が認められない場合 

事業者が自主的に定める約款等においては、特定の個人の権利を

侵害する違法なものではない投稿をも削除の対象とすることができ

る。もとより、プロバイダ等において、個人の権利を侵害する違法な

ものではない投稿について、約款等に基づく削除等の措置の対象と

するかどうか、するとしてどのような範囲とするかといったことは、

プロバイダ等が自主的に決定すべきものであるものの、個人の権利

を侵害するものであると直ちには認められないが、なお被害者に重

大な精神的苦痛を与えるような誹謗中傷の投稿等について、アーキ

テクチャの工夫による対処のほか、プロバイダ等が自主的に定める

約款等による削除等の措置によって対応することも社会的に期待さ

れるところである121。特に、近年、インターネット上の誹謗中傷に関

する行政機関等への相談事例は高止まりの状況にある上、インター

ネット上の誹謗中傷は、時に深刻な人権侵害につながる場合がある

にもかかわらず、大量投稿の問題など、これまでの法理論や判例の考

え方によっては十分に捉えきれず、ハード・ローによる対応が困難な

問題が発生し、これが重大な社会問題となったという状況に鑑みれ

ば、こうした問題については、行政機関においてハード・ローによる

対応の可否（特定の個人の権利侵害が認められるかどうかや特定の

個人の権利を侵害するものではないが「違法」なものとするかどうか）

に関する更なる検討を進めるとともに、プロバイダ等において約款

等による削除等の措置を講ずることも期待される122。 

以下、プロバイダ等が約款等による削除等の措置の対象とするこ

 
121 これに対して「被害者に重大な精神的苦痛を与える」ようなものであってもなお適法な

ものは、何らかの事情（公の関心事である等）により正当化・適法化されているものであり、

プロバイダ等の削除等の措置が期待されるものに含めるべきではない、との意見もあった。 
122 なお、通信関連業界四団体の代表で構成される違法情報等対応連絡会が公表している

「違法・有害情報への対応等に関する契約約款モデル条項の解説」（平成２９年３月１５日）

においては、禁止事項の「他人に対する不当な差別を助長する等の行為」に、ヘイトスピー

チ解消法第２条所定の「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」を含むいわゆるヘイトス

ピーチと、不当な差別的取扱いを助長・誘発する目的で、特定の地域がいわゆる同和地区で

あるなどと示す情報をインターネット上に流通させる行為が含まれるものとされている。 



 

93 

 

とが期待される表現類型の例を示すこととする。 

ウ 約款等による対応が期待される表現類型 

(ｱ) 基本的な考え方 

ａ 特定の個人の権利を侵害するものであるか、その疑いの高いも

の 

今後、個人の権利を侵害する違法な情報であると判断される余

地が十分あり得るものであるが、現時点においては、裁判例が乏し

いなどの事情から、個人の権利を違法に侵害するものであると直

ちに認めることができないものについては、約款等による削除等

の措置の対象とすることが期待される123。 

ｂ 特定の個人の権利を侵害するものではないが「違法」なもの 

また、特定の個人の権利を侵害するとはいえないが、法令に反す

ることから「違法」であるといえるものについても、約款等による

削除等の措置の対象とすることが期待されるものであると考える

こともあり得る。もっとも、いかなる場合に個人の権利を侵害する

ものではなくとも「違法」であるといえるのかについては、今後、

更なる理論の整理、深化が期待されるところである。 

ｃ 被害者に看過できない精神的苦痛を与えるもの 

なお、ａ及びｂには該当しないものであっても、インターネット

上の表現行為の性質（高度の流通性、拡散性や永続性）を踏まえる

と、被害者が看過できない精神的苦痛を被ることがあり得る。そこ

で、こうした投稿については、プロバイダ等において、表現の自由

に十分配慮しつつ、約款等に基づく削除等の措置やアーキテク

チャの工夫等の様々な対応を行うかどうかについて検討を行うこ

とが期待される。 

(ｲ) 具体例 

 ａ 個別には違法性を肯定し難い大量の投稿 

  前記第３の４⑵及び⑶のとおり、個別には違法性を肯定し難い

大量の投稿がなされた場合には、それが特定の者により行われた

場合であるか複数の者により行われた場合であるかを問わず、名

誉感情の侵害を理由とする差止めによる削除をなし得るものと考

えられる。 

  しかしながら、これまでのところ、このような削除を認めた裁判

例は見当たらないことから、現時点ではこのような考え方を採用

しないとの立場を採るプロバイダ等もあり得るところである。そ

の場合には、違法な権利侵害とは認められないものであっても、被

 
123 例えば、プライバシーについては、米国において１９世紀末にその保護が主張されたこ

とを契機として、２０世紀前半に不法行為法上の権利として多くの裁判所で承認されるよ

うになったものであり、我が国においても、前掲東京地判昭和３９年９月２８日によってそ

の保護が認められるに至った。このように、社会状況の変化等に伴い、それまで保護されな

かったものが保護されるようになることがあることも参考となる。 
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害者が看過できない精神的苦痛を被る事例があることとなり、ま

た、前記のとおり、こうした事例についても名誉感情の侵害が成立

し得ると考えることができ、今後、裁判例等により名誉感情の違法

な侵害であると認められる余地が十分にあるものと考えられる。 

  したがって、プロバイダ等においては、こうした大量の投稿が前

記のとおり名誉感情の侵害になり得るとの考え方を採る場合には、

違法な名誉感情の侵害と認められたものについて前項イ(ｱ)のと

おり速やかに削除等の措置を講ずることが期待されるとともに、

このような考え方を採らない場合であっても、こうした大量の投

稿（前記の考え方に立てば名誉感情の侵害が認められるもの）を約

款等による削除等の措置の対象とすることを検討することが期待

される。 

ｂ 集団に対するヘイトスピーチ 

 前記第３の６⑶のとおり、集団等に対する「ヘイトスピーチ」に

ついては、集団等の規模や構成員の特定の程度によっては、当該集

団等に属する特定の個人の権利が侵害されていると認めることが

できると考えられるが、特定の民族全体に向けられているものな

ど、集団等の規模が広範である場合には、特定の個人の権利侵害を

認めることはできない。 

 しかしながら、同⑷のとおり、こうした「ヘイトスピーチ」であっ

てもその集団等に属する者に深刻な精神的苦痛を与えるものがあ

ることや、プラットフォームサービスの平等な利用への配慮が求

められること等からすると、ヘイトスピーチ解消法第２条所定の

「本邦外出身者に対する不当な差別的言動」に該当するものにつ

いては、約款等による削除等の措置の対象とすることが期待され

る124。 

ｃ 識別情報の摘示 

 前記第３の７⑶イ(ｱ)のとおり、特定の地域を同和地区であると

指摘するインターネット上の投稿は、プライバシーを侵害するも

のであると考えられる。したがって、プロバイダ等において、当該

投稿が当該地域の出身者等のプライバシーを違法に侵害するもの

であると認められる場合には、前項イ(ｱ)のとおり、速やかに削除

等の措置を講ずることが期待されるものである。 

 仮に、現時点においては、こうした投稿がプライバシー等の人

格権を侵害するものではないとの考え方に立つ場合であっても、

前記のとおりプライバシーを侵害するものであるとの考え方が裁

判例によっても認められており、十分成り立つものであること、

 
124 ヘイトスピーチ解消法がその前文で許されないものとしている「本邦外出身者に対する

不当な差別的言動」に当たるものは、ヘイトスピーチ解消法に反するという意味で「違法」

であるといえることを論拠とすることも考えられる（前項(ｱ)ｂ参照）。 
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こうした投稿は被害者に重大な精神的苦痛を与え得るものである

こと、前記第３の７⑷アのとおり、同和地区に関する識別情報の

摘示は原則として許されざる差別の助長であるとの考慮が十分に

尊重に値することからすると、差別を助長・誘発する目的がある

ものであるかどうかにかかわらず、同イの削除等の対応を採るの

が相当でない場合を除き、約款等による削除等の措置の対象とす

ることが期待される。 

(ｳ) 約款等の有効性 

 前項イ(ｲ)のとおり、プロバイダ等が自主的に定める約款等におい

ては、個人の権利を侵害する違法なものではない投稿をも削除の対

象とすることができるから、当該約款等が投稿者の表現の自由を過

度に制約するなどの事情により民法第９０条違反として無効とされ

るなどの特段の事情のない限り、当該約款等に基づき法律上有効に

削除を行うことができ、プロバイダ等が削除に関して投稿者に対す

る不法行為責任を負うこともないと考えられる。 

 そして、前項(ｲ)のａからｃまでの表現類型については、前記のと

おり、削除の対象とすることに合理的な理由があり、また、対象とな

る表現がどのようなものであるかも相当程度明確であることから、

特段の事情のない限り、これらを削除の対象とする約款等が表現の

自由の過度な制約であるなどとして民法第９０条に違反することは

ないと考えられる125。 

 

⑵ 投稿を削除しないプロバイダ等の損害賠償責任について 

ア プロバイダ責任制限法が適用されるプロバイダ等の損害賠償責任に

ついて 

(ｱ) 損害賠償責任の法的根拠  

プロバイダ責任制限法の制定前後を通じて、裁判例は、プロバイダ

等が名誉毀損等の人格権を侵害する投稿を削除しなかった場合の不

法行為に基づく損害賠償責任を、条理上の作為義務違反による不作

為の不法行為責任と構成しており、プロバイダ等が当該投稿の存在

を認識していること、投稿された電子掲示板等の設置目的や管理・運

営状況、匿名性、営利性、被侵害利益の性質等を総合的に検討し、事

例ごとの特性に合わせて条理上の作為義務を認定しているとされて

いる126。 

 
125 なお、プロバイダ等の約款等が民法第５４８条の２の「定型約款」に該当する場合には、

同法第５４８条の４所定の要件を満たすことで相手方の同意を得ることなくその変更を行

うことができる。前記表現類型を削除の対象とする内容に定型約款を変更する場合につい

ては、前記のとおり、これらの表現類型を削除の対象とすることに合理性があり、削除対象

も相当程度明確であるといえることが、同条第１項第２号の要件を肯定する方向に働くも

のと考えられる。 
126 利用者視点を踏まえたＩＣＴサービスに係る諸問題に関する研究会「プロバイダ責任制
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このように、プロバイダ等が人格権を違法に侵害する投稿を削除

しなかった場合の不法行為に基づく損害賠償責任は、不作為の不法

行為責任であり、条理上の作為義務が認められる場合に成立するも

のであると考えられる。 

(ｲ) 成立要件 

その成立要件としては、プロバイダ責任制限法第３条第１項の規

定も踏まえると、 

① 当該投稿の送信を防止する措置を講ずることが技術的に可能な

場合であること 

② 当該投稿が被害者の権利を違法に侵害するものであること 

③ プロバイダ等が当該投稿の存在を現実に認識したこと 

④ プロバイダ等が当該投稿により被害者の権利が違法に侵害され

ていることを認識し、又は認識し得たこと 

⑤ 損害 

⑥ 因果関係 

が必要であると考えられる。 

(ｳ) 成立要件の判断の在り方 

前項(ｲ)②の要件に関しては、当該投稿による権利侵害の違法性を

阻却する事実が抗弁となり（⑦）、前項(ｲ)④の要件に関しては、プ

ロバイダ等が当該投稿により権利が違法に侵害されていることを認

識し得たとの評価を妨げる事実が抗弁となる（⑧）と考えられる127。 

また、前項(ｲ)④の要件については、被害者及び発信者から提供さ

れた事実に基づき判断すべきであり、プロバイダ等には違法な権利

侵害の有無に関する事実についての一般的な調査・確認義務はない

ものと考えられる。 

この点、 

α 判例を確認しなかったために違法な権利侵害の法的評価を誤っ

た場合 

β 通常は明らかにされることのない私人のプライバシー情報（住

所、電話番号等）や、公共の利害に関する事実でないこと又は公益

 
限法検証に関する提言」（平成２３年７月）１８頁。 
127 名誉毀損が問題となる場合においては、プロバイダ等に対する差止めによる削除の要件

における違法性阻却事由に関する立証責任について、削除請求者が違法性阻却事由の不存

在を立証すべきであるとの考え方をとると（前記第３の１⑵イ(ｱ)ｃ(b)参照）、ここでも、

当該投稿による権利侵害の違法性を阻却する事実が存在しないことが請求原因となると考

えることもできる。他方で、差止めの場合に違法性阻却事由の不存在の立証責任を削除請求

者に課すのは、プロバイダ等に真実性の立証責任を課すことによって、投稿内容に関する詳

細な情報を持たないプロバイダ等が真実性の立証に失敗することにより、真実である可能

性の残る投稿が削除されることを防ぐためであると考える場合には、損害賠償における違

法性阻却事由の立証責任は飽くまでも請求の相手方であるプロバイダ等にあるとすること

も考えられる。 
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目的でないことが明らかである名誉毀損の投稿について削除依頼

等があった場合  

などには、前項(ｲ)④の要件が満たされるものと考えられる128。 

イ 検索事業者の検索結果の提供に関する損害賠償責任について 

(ｱ) 平成２９年判例の「明らか」要件について 

「明らか」要件が損害賠償請求の場合においても適用されるかど

うかについては、明示的な判断をした裁判例は見当たらない。この点

については、「明らか」要件を積極的に評価するかどうかによっても

考え方が異なり得るところであり、今後の検討が待たれるところで

ある。 

(ｲ) 特定電気通信役務提供者に当たるかどうかについて 

検索事業者がプロバイダ責任制限法第２条第３号の「特定電気通

信役務提供者」に当たるかどうかについては、肯定する考え方と否定

する考え方のいずれもあり得るところであり、この点に関する裁判

例は見当たらない状況にある。 

 仮に、検索事業者が「特定電気通信役務提供者」に該当しないと解

される場合であっても、検索事業者が情報の媒介者としての側面を

有することや、収集元ウェブページについて詳細な情報を有してい

ないという点で、プロバイダ等と共通するところがあることに鑑み、

プロバイダ責任制限法第３条第２項を踏まえて、損害賠償責任の成

立要件を検討することが考えられる。 

 

⑶ いわゆる「モニタリング」について 

近年、一部の地方公共団体においては、名誉毀損やプライバシー侵害な

どのインターネット上の誹謗中傷の投稿等を積極的に探知し、プロバイ

ダ等に対して削除依頼を行うという取組が行われている。 

このような「モニタリング」を行政機関が行うことの是非や、これを行

う場合の留意点等については、「モニタリング」の実情を踏まえた議論が

なされるべきであり、将来的な検討課題となる129。 

 

  

 
128 プロバイダ責任制限法第３条第１項第２号の「情報の流通によって他人の権利が侵害さ

れていることを知ることができたと認めるに足りる相当の理由があるとき」の要件に関し、

プロバイダ等が発信者に照会をしたところ、発信者から問題となる投稿が違法に権利を侵

害するものかどうかについて不合理な説明がされたときや、法務省の人権擁護機関からの

削除要請を受けたがこれに応じられない理由がないときには、原則としてこの要件を満た

すといえるとの指摘もある（曽我部真裕ほか『情報法概説（第２版）』（弘文堂、２０１９

年）１９１頁〔栗田昌裕〕）。 
129 法務省の人権擁護機関においては、「モニタリング」は行っていない。 
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◆ 付記 

本取りまとめの公表後、本取りまとめ第３の１⑵ア(ｲ)及び同イ(ｳ)ｃに

関し、ＳＮＳ上の投稿がプライバシーを侵害する場合の削除の判断基準を

示した最高裁判決130が下されたため、これを参考として掲載する。 

 

【参考】最判令和４年６月２４日裁判所ＨＰ参照（令和２年(受)第１４４

２号） 

 
個人のプライバシーに属する事実をみだりに公表されない利益は、法的保護の

対象となるというべきであり、このような人格的価値を侵害された者は、人格権

に基づき、加害者に対し、現に行われている侵害行為を排除し、又は将来生ずべ

き侵害を予防するため、侵害行為の差止めを求めることができるものと解される

（最高裁平成１３年（オ）第８５１号、同年（受）第８３７号同１４年９月２４

日第三小法廷判決・裁判集民事２０７号２４３頁、最高裁平成２８年（許）第４

５号同２９年１月３１日第三小法廷決定・民集７１巻１号６３頁参照）。そして、

ツイッターが、その利用者に対し、情報発信の場やツイートの中から必要な情報

を入手する手段を提供するなどしていることを踏まえると、上告人が、本件各ツ

イートにより上告人のプライバシーが侵害されたとして、ツイッターを運営して

本件各ツイートを一般の閲覧に供し続ける被上告人に対し、人格権に基づき、本

件各ツイートの削除を求めることができるか否かは、本件事実の性質及び内容、

本件各ツイートによって本件事実が伝達される範囲と上告人が被る具体的被害

の程度、上告人の社会的地位や影響力、本件各ツイートの目的や意義、本件各ツ

イートがされた時の社会的状況とその後の変化など、上告人の本件事実を公表さ

れない法的利益と本件各ツイートを一般の閲覧に供し続ける理由に関する諸事

情を比較衡量して判断すべきもので、その結果、上告人の本件事実を公表されな

い法的利益が本件各ツイートを一般の閲覧に供し続ける理由に優越する場合に

は、本件各ツイートの削除を求めることができるものと解するのが相当である。

原審は、上告人が被上告人に対して本件各ツイートの削除を求めることができる

のは、上告人の本件事実を公表されない法的利益が優越することが明らかな場合

に限られるとするが、被上告人がツイッターの利用者に提供しているサービスの

内容やツイッターの利用の実態等を考慮しても、そのように解することはできな

い。 

 

 
130 前掲東京高判令和２年６月２９日（６頁注５）の上告審判決である。 
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令和４年５月現在 

 

「インターネット上の誹謗中傷をめぐる法的問題に関する有識者検討会」委員名簿 

 

（敬称略、五十音順） 

委員 

座長  宍 戸 常 寿  東京大学大学院法学政治学研究科教授 

曽我部 真 裕  京都大学大学院法学研究科教授 

橋 本 佳 幸  京都大学大学院法学研究科教授 

巻   美矢紀  上智大学大学院法学研究科教授 

森   亮 二  弁護士（第一東京弁護士会所属） 

森 田 宏 樹  東京大学大学院法学政治学研究科教授 

関係省庁等 

（法務省） 

唐 澤 英 城  法務省人権擁護局参事官 

日下部 祥 史  法務省人権擁護局付 

佐 藤 しずほ  法務省人権擁護局付 

竹 田 御眞木  法務省人権擁護局総務課人権擁護支援官 

（総務省） 

小 川 久仁子  総務省総合通信基盤局電気通信事業部 

消費者行政第二課長 

池 田 光 翼  総務省総合通信基盤局電気通信事業部 

消費者行政第二課課長補佐 

（最高裁判所） 

岩 井 一 真  最高裁判所事務総局民事局第一課長 

池 本 拓 馬  最高裁判所事務総局民事局付



別添２ 

100 

 

「インターネット上の誹謗中傷をめぐる法的問題に関する有識者検討会」開催状況 

 
第１回 令和３年４月２７日 

   ○論点整理 

第２回 令和３年５月１８日 

   ○論点整理 

第３回 令和３年６月２１日 

   ○論点１：違法性及び差止請求の判断基準や判断の在り方 

第４回 令和３年７月２１日 

   ○論点１：違法性及び差止請求の判断基準や判断の在り方 

第５回 令和３年８月３１日 

   ○論点１：違法性及び差止請求の判断基準や判断の在り方 

   ○論点２：ＳＮＳ等における「なりすまし」 

第６回 令和３年９月２４日 

   ○論点２：ＳＮＳ等における「なりすまし」 

   ○論点３：インターネット上の表現行為の特徴に関する法的諸問題 

第７回 令和３年１０月１８日 

   ○論点３：インターネット上の表現行為の特徴に関する法的諸問題 

   ○論点４：個別には違法性を肯定し難い大量の投稿 

   ○論点５：集団に対するヘイトスピーチ 

第８回 令和３年１１月２４日 

   ○論点５：集団に対するヘイトスピーチ 

   ○論点６：識別情報の摘示 

第９回 令和３年１２月１３日 

   ○論点７：その他 

   ○中間取りまとめ（案） 

第１０回 令和３年１２月２３日 

   ○中間取りまとめ（案） 

第１１回 令和４年３月７日 

○取りまとめに向けた論点整理 

第１２回 令和４年３月２４日 

 ○論点１：違法性及び差止請求の判断基準や判断の在り方 

   ○論点２：ＳＮＳ等における「なりすまし」 

○論点３：インターネット上の表現行為の特徴に関する法的諸問題 

第１３回 令和４年４月１４日 

○論点４：個別には違法性を肯定し難い大量の投稿 

   ○論点５：集団に対するヘイトスピーチ 

○論点６：識別情報の摘示 

○論点７：その他 

第１４回 令和４年５月１６日 

○取りまとめ（案） 
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第１５回 令和４年５月２４日 

○取りまとめ（案） 

 


